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電波航法　巻頭言

　（Foreword）

　　　夢

　　　　電波航法研究会

　　　会長林　　尚吾

Ch謡㎜an　Shogo　HAYASHI

　約45年前、太洋を航海しているときは

天候まかせでしか本船の正確な位置が求め

られない天文航法が全盛の頃であった。当

時、ロランによって位置が求められるのも

限られた海域のみであった。昭和40年代

になってNNSS（米国での名称はTransit）

で世界中の海域で位置が求められるように

なっても、当初のロングドブ．ラ方式ではな

かなか確実には連続して受信できず、測位

失敗となることが多かった。

　時は移り、さまざまな電波航法システム

が出現しては駆逐されてゆく時代を経て、

現代ではGPSひとつに集約されている。

海上保安庁と電波航法研究会のメンバーは

まさにその変遷の歴史の生き証人と言え

る。皆様のご活動の賜物として大洋におけ

る測位に関する一つの夢が実現したわけで

す。

　先日、大手造船会社電気設備技術者OB

と話をする機会があったが、「最近の造船

はコスト第一で、新しいものを開発しよう

という気持ちがなくなってしまっている。」

と嘆くことしきりであった。曰く「夢もシー

ズもない。」とのこと。

　コスト削減は事実としても、シーズもな

いとは1　残念至極！

　今号に掲載されている「海上における高

速ブロードバンド」や「PLC」に関する記

述を見ると、海上（船上〉における通信の

現状とともに、その解決の一助として船に

も応用できる陸上技術の一端が見えてく

る。

　特にインターネットに関しては、使えな

いと仕事が捗らない人、いつでも接続でき

ないと生活に不便を感じるような人が多く

なっている。使い方の是非はここではおく

が、内航船船員という職業に若い人が魅力

を感じられない理由のひとつに挙げられて

は看過できない。ぜひ船内の環境を陸上と

同等に整えるべく、技術開発が進むことを

希望する。今後も追跡していきたい事項で

ある。

　その他に、まだまだ未知の部分と夢があ

る「電波による地震予知」について、今号

で報告していただいている。地震の発生の

ような大きなエネルギーの蓄積と一瞬の物

理的ひずみの発散には電気的エネルギーが

関与することはピエゾ効果として物理学の

基本である。先達はその原理を応用してト

ランスデューサを製作し音響測深機のみな

らずあらゆる分野に使用されている。詳し

いことは早川先生にご執筆を頂いた「地震

に伴う電磁気現象と地震予知の可能性」の

ご一読をお願いしたい。

　電波航法の研究においては、24時間い

つでも高精度で位置が求まるシステムが実

電波航法　No．47・48（2006） 一1一



現し、地殻変動の計測も行われ、地震の発

生予測も近づいている。このように夢で

あったことがどんどん現実のものになって

きた。この原稿もワシントンに向かう機内

でノートパソコンに打ち込んでおり、到着

してからホテルのインター・ネットで編集担

当の田中裕和さんに送る予定でいる。この

ようなことも20年前には夢であった。原

稿といえばファクシミリで送信するのがせ

いぜいの時代であった。

　さてさて、航空機ならば、到着してから

送ればよいという程度の「空白時間」であ

るが、海上では「空白時間」が長すぎる。

もちろん航空機でも飛行中のインターネッ

ト接続サービスが利用できた時期が1年前

まであった。しかし、実際にはサービスの

利用者が少なくビジネスとして成立できな

かったため、北米路線も欧州路線もイン

ターネット接続サービスは撤退している現

状である。航空機のように「空白時間」が

長くても12時間、出張先のホテルで接続

すれば24時間以内に最新情報の送受信が

可能であるならば高い料金を支払ってまで

接続する人は少なかったということだろ

う。時期尚早のサービスだったとサービス

会社も分析している。しかし、外航船にお

いては24時間以内に確実に連絡が取れる

状況は限られている。大型船あるいは限ら

れた船舶であろう。通信コストが高すぎる

からである。目標は「24時間常時接続で

10Mbps以上の通信速度が低廉なコストで

利用できる状況」が海上でも利用可能にな

ることであろう。

　通信と航法は分離できない関係となっ

た。航法の高度化は情報通信に支えられて

いる。国際の動きも近年、e－navigationに

代表されるように、情報の支援による効率

化を図っている。

逆温故知新あるいは逆時系列からの発想

　「20年から25年先の世界を想定して、

こんな状況になっているのだ」≧定め、そ

の夢を実現する過程を解析する発想の旅に

出かけようではありませんか！

　「シーズ探し」を楽しもうではありませ

んか！

　　　夢を語ろうではありませんか！
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地震に伴う電磁気現象と地震予知の可能性

　　　　　　　早川正士（電気通信大学電子工学科）

Masashi　Hay蝕awa価e　Universi取of　ElecせひCo㎜㎝icaUons）

あらまし

　近年地震に伴って各種の電磁気現象が発

生することが報告されている。即ち、地酒

から直接放射される電磁気現象や地震に伴

う大気圏や電離圏の擾乱などである。本報

告では、地震の短期予知の観点から極めて

注目されている二つの観測項目；（1）ULF

電磁放射（地圏から直接放射される極低周

波電磁放射）；（2）電離層擾乱（V：LF／LF送

信局電波の伝搬異常として検出）を取り上

げ、その最新の成果をレビューする。

1．まえがき

　地震学や地震地質学、測地学の進歩に伴

い、（1）長期的（数百年オーダ）地震予知（予

測の方がより適切と思うが）、（2）中期的（数

百年～数年オーダ）予知（予測）に関して

はそれなりの進歩が見られる。しかし、（3）

短期的（数ヶ月～数日オーダ）予知の実現

はその重要性にもかかわらす、まだ道は遠

いように見える。各種観測網（地震、地殻

変動等）が整備されつつあるにもかかわら

ず、大災害をもたらした北海道南西沖地震、

兵庫県南部地震、中越地震を含めて、短期

（事前）予知に成功した例はない。現時点

では短期的地震予知は当面不可能であると

いう悲観的見解が特に地震関係者の間では

支配的である。しかし、神戸地震後科技庁

主導によるフロンティア研究が理化学研究

所、宇宙開発事業団（早川担当）によって

実施され、地震に伴う各種の電磁気変化（大

気圏や電離層への影響も含めて）などに関’

罪する有望な成果が多数発見された。又、

ラドン濃度等の地球化学的変化でも有望な

報告がなされている［1］。また日本のフロ

ンティアに刺激され、近年地震前兆として

の電磁気象現象を集中的に取り扱う国家プ

ロジェクトが各国にて採択され、世界的盛

り上がりを見せている。

　地震に先行して発生する電磁気学的な現

象が近年様々な周波数帯において報告され

ている［1、2、3］。地震電磁気現象の観測

手法を表1にまとめる。（1）自然放射波の観

測（地震に伴う広い周波数にわたって発生

する放射を受信し、地震との関係を調べ

る）、（2）送信局電波を用いた大気圏や電離

圏の擾乱を観測するもの（いろいろな周波

数において存在する送信局電波を用いて送

信局と受信点を結ぶ経路近くの地震に伴う

大気や電離層の擾乱を検出するもの）、（3）

電離層内の直接観測（人工衛星により直接

電離層内においてプラズマ異常や波動も観

測するもの）、（4）リモートセンジングによ

る地表面温度の上昇観測（人工衛星からの

リモートセンシングによる地震に伴う地表

面温度の変化を観測するもの）に分類され

る。（1）は地震の発生準備段階において地殻

内部で応力変化等の原因で自然放射が発生

するとの考えに立脚している。（2）は、地震

に関連する擾乱が大気圏や電離圏に発生す
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　　　　　　　　　　　表1　地震電磁気現象の観測手法
Table　l　Classification　of　observation　methods　of　seismo－electromagne廿。　phenomena

周波数
の　心　　　　　一1｛，鱒 擁。陛葺諺 3弓Ok筐lz ’30－3⇔Ok暑…z 一周波数

観測方式　　己

Dc（藍流分ジ ULF　　　　EしF VLF しF MF HF ・VHぎ

航行用電波 ラジオ 短波くMHz）

◎葡
偵シア、 日本〉

　曜

P｝自然放射 α》汽短法｝

○りしF放射
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iP蓬ssi》¢meas襯r臓畷し）　　　　　　　　　　！

ギサシヤてバロストス強 1米国（ツレザ・スミス〉
坙{｛早lll嚇縄）・中国他多数

日本（芳野艦沢．　　’「

@　鱒塙橿． 尾池・嫡他）

臼本（蛇体）

噛‘「｝「陶

@　く既存電波を箕田
φVLF送僑島　　　　　　ロラン

iオメガ。鳳）但シア｝

魏蹴送波
@の異常：

見通し卦剛識

@の受信 電

（Ac£ivc　expe繭。矯ρ く巳準・ロシア｝ （イタサア） （日本） 　馨魏榊

囲　　　．
．、轡・、一

@　諺ゲ　　借ラ

3）．禰旱による直撞定離簾観測

@　（自然放射の受働
@　（超高層プラズマ異常）

　　　冠しF尼しF押しF放射瓜シ気仏国，

?｣覆プラズマ曇常1プラズマ組成変｛ヒ、声速プロトン降下等

∋纏．日本
号フ｝・イ

（｛n・sltu櫛舩甜㈹m¢異◎

rr7r＿L｝＾T”TF｛一．．L踊．一附一9♂7鴨　　　　　　　　　　　　　　　　　　rF 山

マイクロ波

4｝リモ門トセンシンゲ法 置拠磁赤轟纏）

楠皇から地表温度の欝測）

ぐRem螂se・sing）

るとの仮説に基づく。もし伝搬経路上の大

気圏や電離層に異常があれば、精密に制御

されて送信されている既存電波の観測点で

の振幅や位相に異常が出現するとの考えに

よる。地震電磁気現象が目指す地震の短期

予知の観点から注目されているのが、（a）

地圏内現象であるULF放射と（b）電離層

擾乱観測の二つである。（a）は直接放射（1）

のうちの極超低周波の電波である。（b）の

観測には（2）の既存のVLF／LF送信局電波

の伝搬異常を用いている。本論文ではこれ

らの計測技術と最新の成果や研究動向を重

点に紹介する。

2ULF観測
2．1　ULF放射研究の歴史と現状

　1980年代後半に入り、地震に関連する

とみられるULF（ultra・low・frequencyの略

で、周波数1Hz以下）帯の地磁気変動に関

する研究が開始された。一般に高い周波数

の電磁波は表皮効果により地表まで伝搬で

きないが、ULF帯電波にはこの問題はない。

後出する日本のフロンティア計画が開始さ

れるまでで、地震に先行する磁場変動とし

て信頼できる事例は、（1）アルメニア・スピ

タク地震（1988年12月8日マグニチュー

．ド（M）6．9、深さ（d）6km）、（2）アメリカ・

ロマフ． 梶[タ地震（1989年10月8日
M7．1、　dニ15　km）、（3）グアム地震（1993

年8月8日M8．0、d＝60　km）の3つであっ

た。観測点と震央（地震は地下で発生する

が、それをまっすぐ地表に投影した点）の

距離は（1）では129km、（2）では7km、（3）では

65kmであった［4、5、6］。（2）のロマフ。リー

タ地震の際のULF波変動を図1に示す。

地震の12日～5日前に磁場の水平成分の

強度が著しく上昇し、その後静穏化した後、

1日前から再び強度が上昇し、地震の3～
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図1　ロマプリータ地震に伴なう磁場変動
　　　　　　　　　　　　　　　（0．01Hz）

Fig．1　GeomagneticT　anomalous　changes　for
　Loma　Prieta　earthquake（0．01Hz）

4時間前から急激な上昇が観測された。ほ

かの2つの地震でも有意な磁場強度の変化

が観測されており、ULF磁場変動と地震

活動との関係を詳細に研究するきっかけと

なみた。実は、後述ずる研究により、ULF

放射の時系列変化は観測されたすべての地

震に対しても同じであることもわかって来

ている。まず地震とULF磁場変動の関係

について述べる。最初に、関東地区に構築

した我々のULFネットワークを紹介する。

続いて、ULF帯の磁場データを用いた解

析においては、観測されたULF帯のデー

タが地殻内部起源であるかどうかを弁別す

ることが重要な鍵であり、信号処理法も述

べる。

2．2　関東地区におけるULF観測ネットワー

　　ク

　国内での地震電磁気現象の研究は神戸地

震後の旧科学技術庁主導によるフロンティ

ア計画により大きな発展をとげた。二つの

フロンティアは（1）理化学研究所と（2）旧宇宙

開発事業団（早川担当）によるものである。・・

理化学研究所のフロンティアでは直流の地

電流の測定を中心テーマと捉え、他方宇宙

開発事業団は地震リモートセンシングフロ

ンティア研究の名が示す様に、地圏のみな・

らず、大気圏や電離圏での地震に伴う擾乱

を総合的に調査した。

　両フロンティア研究の境界領域である

ULF放射に対して両フロンティ．アグルー

プが協力してULF放射の観測及び研究を

行ってきた。先ず、理化学研究の主眼であ

る地電流（VAN法）測定は直流の測定であ．

るが、より高周波のULF現象とも密接に

関係していることが予想される・．又、前述・

した大地震に対する明瞭な前兆ULF放射

が確認されるに至り、関東地区での大地震

に備えることを目的として、図2に示す様

に関東地区にULFネットワークを構築し

た。このネットワーク構築で必要な事項は

370

36●

350

図2　関東地区でのULF観測ネットワーク。
　丸印の観測点はトーション型磁力計が、三
　角形の観測点はインダクション磁力計が、
　ダイアモンド印の観測点はフラックスゲー
　ト型磁力計が設置されている。
Fig．2　A　network　of　ULF　observing　station＄in

　the　Kanto（Tokyo）area．　The　observing
　station　with　a　circle　indicates　that　it　is

　equipPed　with　a　torsion　type　magnetometer，

　atriangle，　induction　type，　and　a　diamond，

　且ux－gate　type．
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ULF放射がどの程度の距離まで地震に感

ずるかであるが、これは我々の理論計算［7］

に基づいている。M＝7では半径100　km、

M＝6では～70kmである。図2ではこの

点を考慮した観測点の設定となっている。

伊豆半島、房総半島、柿岡、秩父、松代の

5観測地点で構成され、観測点問の距離は

ほぼ80kmである。しかも、伊豆、房総半

島ではそれぞれ3～4個所（間隔10km程度）

の観測点が設置されている。即ち、伊豆に

は上越、持越、賀茂観測点があり、房総に

は宇野辺、内浦、清澄観測点があり、これ

らによりローカルなアレイも構成し、全体

のグローバルアレイと相補う形となってい

る。

　両半島でのすべ℃の観測点の観測システ

ムはトーション型の磁力計（ロシア製、

MVC－2DS）を採用している。その特性を

要約すると、

（1）型式：トーニション型、3成分（x、y、　z）

　測定

（2）観測周波数：0～10Hz

（3）動作範囲：±5000nT

（4）雑音レベル：3p7湯，／〉厩（1Hz）

である。

　上記磁力計による観測は1頂調に稼動して

おり、清穆では50Hz、持越でも50Hz、賀

茂では12．5Hzのサンプリング周波数で観

測を行っている。

　次に柿岡は気象庁の柿岡地磁気観測所を

意味し、同所のデータを使用することを考

えている。同所ではインダクション型磁力

計も使用している。次に、秩父および松代

はウクライナ製のインダクション型の磁力

計であるが、その諸元を下にまとめている。

なお、柿岡の磁力計も下記とほぼ同等の性

能である。

（1）型式：サーチコイル（インダクション）

　磁力計

（2）観測周波数：0．01～30Hz

　　伝達関数：線形（0．01～1Hz）

　　　　　　平坦（1～30Hz）

（3）雑音レベル：

　≦20pT／V圧（0．01Hzにおいて）

≦2pT／〉厩（0．1Hz）

≦0．2ρT／》冨（1．OH・）

（4）雑音除去：60dB以上（50Hz±0．2Hz、

　　　　　　　60Hz±0．2Hz）

23　ULF帯の磁場変動の検出法

（1）磁場琴ベクトルの鉛直成分と水平成分

　の比（偏波解析）

　地殻活動に関連する磁場変動を検出する

ためにスペクトルの鉛直成分と水平成分の

開場／5Hが有効であることを初めて示した

（偏波解析と名付けた）［6］。宇宙から飛来

するプラズマ波動では磁場スペクトルの鉛

直成分と水平成分の比5z／5H（偏波と呼ぶ）

が1よりかなり小さいことが予想されるが、

地殻活動に起因するULF波動ではビオ・

サバールの法則からも容易に5z／5H≧1が

予想される。

　関東ULFネットワークで検出される地

震は極めて少ない為、他のイベントを探す

ことが不可欠である。そこで、1997年3

月26日および5月13日に鹿児島県北西部

で発生したM6．5とM6．3の地震（ともに

深さd・＝20kmであった）を対象として、

偏波解析を適用する［8］。これらの地震か

ら距離計60kmの鹿児島県垂水でフラック

スゲート磁力計による3成分磁場観測が1

秒サンプリングにて行われていた。ここで
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は1996年8月頃ら1997年9月まで約1年

間のデータを示す。地殻活動とULF磁場

変動の関係を明らかにするため、地磁気

データから地殻活動に起因すると考えられ

る地磁気変化を抽出することが重要であ

る。この為に、偏波解析を適用する［6］。

偏波解析の手順を示す。（1）人工雑音および

地磁気変動の影響をできるだけ小さくする

ために地方時午前0時から4時の夜間デー

タを使用した。（2）データを30分ごとの8

個口セグメントに分割し、そのセグメント

ごとにFFT解析を行った。（3）スペクトル

の平均値および分散を求め、地震に関連す

るULF放射の主たる周波数領域を推定し

た。（4）地殻活動に起因すると考えられる地

磁気変化を抽出するために偏波解析（場／

50）を行った（図3中での50は水平成分（砺、

砺）の合成（562＝曜十5ら2）の意）。この

計算においては8個のセグメントから求め

られた平均スペクトルおよび平均偏波を1

日の代表値とした。（5）得られた現象が局所

的なものか地球規模のものかを判別するた

めにリモートリファレンスデータと比較検

討した。（6）平均スペクトルの平均偏波の時

間変化と地磁気活動を表す指標であるΣ

Kpと地域的な地震活動度と比較検討を

行った。垂水観測点で観測された磁場変動

の空間的広がりを見積もるため、1200km

離れた小笠原諸島・父島における地磁気3

成分データと、垂水観測点の地磁気共役点

であるオーストラリア・ダーウィン観測点

の地磁気3成分データを調査した。これら

二戸測点をリモートリファレンスという。

読者の中にはなぜ日本の地震を研究するの

にオーストラリアのデータを参照したのか

と疑問を持つ方もあるに違いない。地震に

　　　　　　　　　　M65　M6．3　　乙
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図3　垂水、父島、ダーウィン観測点のスペ
　クトル解析結果（0．01Hzバンド）。（a）は地
　震活動を、（b）は偏波特性（5／3θ）を、（c）

　は地磁気活動（ΣKp）を示す。（b）で垂水の

　結果が太字で示されている。
Fig．3　Results　of　spectral　analysis（5z／50）at

　Tarumizu・Chichijima・and　Darwin　sta㌻ions

　（0．OIHz）．（a）Seismic　activity，（b）
　Polarization（Tarumizu　result　in　a　full　line）

　and（c）Geomagnetic　activity（ΣKp）．
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（c）

関連するULF帯電磁放射の最大の雑音源

は太陽活動に起因する地磁気変動である。

この変動は磁力線の弦の振動のように伝搬

し、その弦の両端（地磁気共役点）ではほ

とんど同じ地磁気変化が観測されるためで

ある。これら3箇所では全く同じ磁力計が

稼働していた。ちなみに解析期間では、父

旧観測点およびダーウィン観測点の周囲

100km以内では地震はほとんど発生してい

ない。

　図3（a）に垂水観測点の半径90km以内

の地震活動度（1日あたりの地震放出エネ

ルギーを積算し、マグニチュード（M）に

換算）を示した。図3（b）は3観測点の偏

波（易／50）の10日間の移動平均（当該日

の前のみ10日間の）をプロットしたもので、
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太線が垂水である。（c）には地磁気活動度・

（ΣKp）を示した。図3（b）の点線は父島、

ダーウィンの変化を示しているが、両者は

全期間を通して安定していることがわか

る。それに対し、太線の垂水のグラフは特

異な変動をしている。すなわち、最初の地

震の前に通常レベルの1．0から2倍以上に

増加している。その後減少が始まり、その

減少が落ち着いたところで最初の地震が発

生し、しばらくその値が継続している。再

び減少が始まり、第二の地震が発生してい

る。偏波は7月初旬には通常レベルに回復

している。このような変動はダーウィンお

よび父島観測点では認められず、垂水観測

点固有の変化である・垂水観測点周辺の地．．

震活動のエネルギーを積算したグラフ（図

3（a）のM）と偏波の結果を比較すると、1）

偏波の値が地震活動に先行して高まってい

ることと、2）その変動が地震活動度の変

動と似ていることがわかる。’このことは偏

波の値が地域の地震活動度を表すパラメー

タである可能性を示唆し、しかも偏波の値

の異常が地震活動に先行していることを示

している。他方、地磁気活動度とは顕著な

関係が認められない。

（2）主成分解析

　伊豆半島および房総半島で3成分磁力計

3台を用いたアレー観測（50または12．5Hz

サンプリング）を実施している。2000年6

月末より三宅島で地震活動が活発化し、噴

火活動が始まった。同時に三宅島だけでな

く、その周辺でも極めて活発な群発地震活

動が発生した。2000年6月から9月末ま

でに周辺地域で発生した地震総数は12，000

個を越えるという気象庁観測開始以来の著

しい地震活動を呈するに至った。この地殻

変動は我々が関東にULFネットワークを

構築して以来最大の活動であり、関東

ULFネットワークデータを使用する。こ

こでは主成分解析（P・in・ip・l　C・mp・n・nt

Analysis、　PCAと略す）と呼ばれる手法を

伊豆に展開している地磁気アレー観測の

データに適用した［9］。空間的に近接した

地点に展開された3台の磁力計のデータを

用いたため3組の（独立でかつ相関のある）

データ群が存在し、原理的にPCA解析で

は3個の信号源に分離される。ある観測点

．で受信される地磁気変化は一般に、（1）磁気

嵐などに起因する超高層（磁気圏・電離圏）

の効果、（2）人工ノイズ、（3）それ以外のもの
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図4　3点アレーデータの水平南北成分を用いた主成分解析結果と地磁気活動度．（a）伊豆観測
　点の0．01Hzの解析結果．（b）地磁気活動度
Fig．4　Result　of　Principal　Component　Analysis（PCA）with　use　of　the　H　component　data　observed　at

　three　stations．（a）Result　of　Izu　array　station（0．01Hz），（b）Ap　index．
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（地震活動に関連する地磁気変化を含む）

の合成であると考えられる。各観測点の

30年ごとの時系列データをもとに周期10

秒ないし100秒の変化に注目して固有値解

析を行い、その固有値λn（nニ1～3）の

時間変化を追跡した。その結果、第1主成

分のλ1（第1主成分の電力を反映する）

は（1）の太陽活動を代表する地磁気活動度指

数Apと極めて良い相関を示した。第2主

成分のλ2は24時間周期をもち、昼間大

きく、夜間小さいという特徴から人間活動

に起因するノイズと判断した。図4は第3

主成分のλ3の時系列変化を示した。群発

地震活動の始まる前の4月下旬から全体の

レベルがやや上昇し、特にM6クラスの3

つの地震の数日前から顕著にλ3の値が上

昇していることが確認された。我々はこの

変動が地殻活動起源のものであった可能性

が極めて高いと考えている。固有ベクトル

を考慮した解析でも前述の可能性を支持し

ている［10］。以上の結果は、高度な信号

処理が地震および火山噴火に関する地殻内

電磁現象の研究にとって極めて重要な貢献

をすることを示した。

（3）新しい信号処理

　新しい信号処理として、（1）フラクタル解

析と（2）方位測定を挙げておく。先ず、（1）の

フラクタル解析の最新の結果を簡単に紹介

する。地震発生の様な地圏内での非線形現

象は自己組織化臨界概念（SOC、　Self

organized　criticality）にて説明出来ること

がわかって来ている。このSOC概念が

ULF磁場データからも読み取ることが出

来るのではないかとの発想に基づいた解析

がフラクタル解析である。グアム地震に対

してULF波形の周波数スペクトルS（f）・c

f一β（べき乗則）のスペクトル勾配（β）を

初めて評価し、このβ値が地震の1ヶ月位

前から1に近づき（フリッカー雑音）臨界

状態に達することが明らかになった［11］。

更に、フラクタル（モノ）解析での解析手

法の改良やマルチフラクタル解析も発表し

［12］、更なる前兆効果を得ている。我々

の仕事に刺激され、この流れに沿った解析

が近年流行している。

　次に、（2）の方位測定について述べよう。

前述の伊豆諸島群発地震に対して信号の到

来方向を推定する方位測定を実施した。伊

豆半島も房総半島も複数（3ヶ～4ヶ日の

観測点が設置されていることは述べたが、

複数観測点での磁界データに基づいてその

磁界勾配を評価する方位測定を採用した。

伊豆よりの測定方位と房総よりの測定方位

との交叉法によりその発生位置を決定した

が、この発生位置はその後の地震震央とほ

ぼ一致した結果を得ている［13］。この様

に雑音源を同定することは地震の前兆であ

ることをより高い信頼度で言うことが出来

る。最新の二、三の成果も述べよう。別の

観測点中津川観測点の磁界3成分観測に基

づいて、新潟中越地震に対して1ヶ月前に

前兆ULF放射が発生していることを発見

した。中津川観測点からのゴニオメータ方

式の方位測定により雑音源が震央方向であ

ることを確かめている［14］。更に、同観

測点でのULF波ゴニオメータ方位測定に’

よりインドネシアスマトラ地震の前兆の発

見にも成功している。
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図5地震の震央距離とマグニチュードとの関
　係。○は地震に先行する磁場異常を伴うケー

　ス、●は地震に先行する磁場異常を伴わな
　いケースである。

Fig．5　Relation　between　magnitude　and
　epicentral　distance．　Oindicates　an
　earthquake　with　ULF　anomaly，　and●one
　without　ULF　anomaly．

2．4ULF帯での磁場変動発生の飛降ニズ

　　ム

　ULF帯の電磁放射に関して、地震前に

震源付近で発生する応力変化に伴うマイク

ロフラクチュアリングによる電荷生成（小

さなアンテナの集合）というメカニズムが

提唱されている［15］。モルチャノブらに

よれば、M6で60　km、　M7で100　km程度の

距離までULF帯域での磁場変動が地震に

先行して観測可能であると報告されてい

る。即ち、表皮効果により高周波数成分は

地殻内部で減衰してしまうがてULF帯の

成分は地殻を通過して地表まで到達すると

考えられる。勿論別機構として、流動電位

現象によりULF放射が発生するという仮

説も提案されている［16］。図5には、こ

れまで報告されている地震に関連すると思

われるULF帯の磁場変動データの解析結

果を示す。図中では、“地震前に前兆的磁

場変化がある”場合を白丸で、そうではな

かったものを黒丸で示した。点線は経験的

な検知可能レベルの目安であるが、この実

験則は［7］の理論式とよく合致している。

この図から観測点に近くて大きい地震であ

ればULF帯の変動を検出できる可能性が

極めて高いことを示している。例えばM7

クラスの地震であれば、震央から100km以

内に観測点が存在すれば、地震に先行する

ULF帯の磁場異常を検知できる可能性の

高いことがわかる。前述したスマトラ地震

に伴う可能性の高いULF放射が日本国内

で受信されたと述べたが、これは上記の感

知距離に関する実験則とは全く矛盾する。

この解釈としては、マグニチュごドが異常

に大きく、しかも浅い地震の為、ULF波

の発生学が地表面近くで、発生後電離層と

地表から成る導波管内をTEMモードにて

6，000km前後を伝搬してきたものと考えて

いる。

2．5　将来の3成分磁場観測網の構築に向

　　けて

　現在、日本では気象庁地磁気観測所、国

土地理院等で3成分磁場の連続測定が行わ

れているが、サンプリングレートは1分に

1データといったものが多い。大学等でも

かなりの観測網が構築されているが、残念

ながら固体地球物理学の分野ではプロトン

磁力計による全磁力計測が主流を占めてい

る。この磁力計は直流測定では優位である

が、ULF帯ではその性能が落ちる。磁場デー

タを地震予知研究に応用するためには、（1）

3成分磁場測定データである事、（2）サンプ
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リングレートは毎秒1サンプリング以上、

（3）分解能として10pT以下が望ましい。

　また、磁場変動による地殻活動監視にに

地磁気活動／太陽活動をよく知る必要があ

る。規模の大きな地震の直前には地磁気変

動のような変動があることもいくつかの例

で見つかっており、信号の時空間的な特徴

を正確に把握し、信号を弁別する上で衛星

による宇宙からの監視と陸上からめ監視を

ネットワーク化させることも必要である

［17］。

3．電離層擾乱観測

3．1　VLFILF送信局電波を用いた電離層擾

　　乱の観測

　既存の送信局電波を用いて地震に伴う大

気圏や電離圏の擾乱を検出しようとするも

のである。送信局電波を用いた能動実験の

長所は送信点の諸特性（場所、送信周波数、

送信出力等）が完全に把握されており、受

信点（観測点）との間（大円という）のどこ

で発生する地震に対しても感知できる点で

ある。前述したULF波観測は局所観測で

あり、主として観測点の近くにて地震が発

生しないと、ULF波を受信することが出

来ない。この為、今までに観測された事例

は世界中のデータを集めても図5の如く、

十数例に過ぎない。それに反して、送信局

電波を用いた能動実験は積分観測と呼べ、

事例数を蓄積することが極めて容易である

という重要な特徴を持っている。この能動

実験は神戸地震後の旧宇宙開発事業団の地

震リモートセンシングフロンティア計画

（早川担当）にて多くの成果を収めた6高

周波（VHF帯）での送信局としてFM放送

波があり、見通し外でも受信されることが

　　　　遙僖
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図6　神戸地震に対するVLF伝搬（対馬オメ
　ガ局一犬吠観測点）異常の観測。（a）伝搬経
　路、（b）伝搬異常（ターミネータ・タイムの
　異常）。

Fig．60bserva廿on　6f　anomaly　in　subionospheric

　propaga廿on　between　the　Omega（Tsushima）
　transmitter　and　the　Inubo　observatory　for　the

　Kobe　earthquake．（a）Propaga廿on　path，　and

（b）㎝om副y　in　te㎜inator廿me．

しばしばある。このような見通し外V：HF

波（：FM放送波）に対する方位測定（八木

アンテナを用いて方位角と入射角を決定す

る）から、この見通し外VHF波の受信は

地震に伴う大気圏擾乱によることを初めて

明らかにした［2］。以下ではVLF／LF伝

搬に基づく電離層擾乱の事例を示す。

電波航法　No．47・48（2006） 一11一



　先ず、我々の神戸地震に対する電離層擾

乱の発見を紹介する。本研究は前述したフ

ロンティア計画直前の結果である。対馬に

はオメガ局（10、11、13kHz）送信局が設

置されており（航行用であったが、1997年

9月末に停波した）、その発射された電波

は電離層・大地導波管内を導波管伝搬し、

犬吠観測点（当時通信総合研究所）にて観

測されたVLFデータを用いて同研究所と

共同にて解析した結果を示す［18］。図6（a）

は対馬一犬吠伝搬路を示し、この距離は約

1，000kmで、　VLF伝搬にとっては極めて短

距離と言える。この様な短距離伝搬では多

モードによる干渉により日出、日没におい

て振巾、位相に最小となる時刻（ターミネー

タと名付けた）が出現することが電離層・

大地導波管伝搬理論から明らかとなってい

る。この日出、日没付近でのターミネータ・

タイムが神戸地震に対して異常を示した

（図6（b）を参照せよ）。この異常は地震

の数日前から発生し、地震当日に消失した。

日中が等価的に長くなっている事を示し、

下部電離層が数km低下することにより説明

できる［18］。本発見は地震に伴う電離層

擾乱の初めての信頼できる結果として世界

的に認められ、2004年6月に打ち上げら

れた地震電磁気専用衛星（仏国DEMETER

衛星）のパンフレットの第1頁に図6（b）

が引用されている。更に、本神戸地震も含

め過去13年間の対馬一犬吠データにより

11例（マグニチュード6．0以上の）に対す

る解析から、浅い（深さ30km以下）しかも

伝搬路近くの地震の約80％に対して電離

層擾乱が発生することを確かめた［19］。

天気予報よりもずっと高い確率であること

を注目すべきである。

　前述した旧宇宙開発事業団フロンティア

計画ではこのVLF／LF送信局電波を用い

た電離層擾乱観測を最重要項目として位置

付けた。

3．2VLF伝搬による電離層擾乱観測の現

　　状と最新の結果

（1）国内VLFネットワークの構…築

　図7は国内7観測点（北から北海道母子里、

東京調布、千葉館山、清水（静岡）、春日

井（名古屋）、舞鶴、高知1をフロンティア

計画にて設置し、各観測点では、（1）NWC

局（オーストラリア西部、19．8kHz）、（2）
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図7　国内VLFネットワーク（電離層擾乱観
　測）。観測点は母子里（MSR）、調布（CHO）、

　千葉（CBA）、清水（SMZ）、春日井（KSG）、

　舞鶴（MZR）、高知（KOC）である。各観測
　点では同じVLFILF送信局を受信している
　が、図では母子里だけに表示した（NLK、
　NPM、　NWC、　JJY、　JJ1）。

Fig．7　VLF　network　for　observation　of
　ionospheric　perturbations．　The　network　is

　composed　of　seven　observing　sta廿ons　and　5

　VLF／LF　transmitter　signals　are　received　at

　each　sta廿on．
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　　NPM局（ハワイ、21．4kHz）、（3）NLK局（米

　　国、24．8kHz）、（4）JJY局（福島、40kHz）、

　　（5）JJI局（九州えびの、22．2kHz）を同時受

　　序している。多くのV：LF／LF送信局電波

　　の電離層・大地導波管内伝搬波の振回と位

　　相を各観測点では精度よく計測している。

　　地震に伴う電離層擾乱観測では120秒（2分）

　　のサンプリングとなっている。従来のVLF

　　局電波観測システムでは一局だけを受信す

　　るシステムで1分サンプリングがほとんど

　　であったが、我々のシステムでは次のよう

　　な改良を行っている。複数局の同時受信と

　　時間分解能を変化させること（50ミリ秒

　　から120秒まで）を初めて実現している。

　　7観測点と各観測点での5局のVLF／LF送

　　信局電波の受信により、本国内VLFネッ

　　トワークを用いてほぼ日本全域の地震に対

　　応ずることが出来る。又、多くの伝搬経路

　　での異常の出現（非出現）の比較により地

　　震に伴う電離層擾乱域を100km程度の精度

　　にて推定することも可能としている。

　　　更に、外国との共同研究として、我々の

　　VLF／LF受信器の設置要請があり、ロシア・

．　カムチャカ、台湾、南ヨーロッパ（ギリシャ、

　　イタリア）にも設置され、データが蓄積さ

　　れている。特に、カムチャカ及びイタリア

　　のVLF／LFデータでは日本以外の地震多

　　発地域での地震に伴う多くの電離層擾乱の

　　事例が示されている。

（2）電離層擾乱の事例解析

　フロンティア計画期間のみならず、現在

までには多数の大きな地震が発生してい

る。例えば、2000年鳥取西部地震、2003

年十勝沖地震［20］、2004年紀伊半島沖地震、

新潟中越地震［21］、2004年12月のイン

ドネシアスマトラ地震などがあり、すでに

これらの地震に対して明瞭な電離層擾乱が

VLF伝搬異常（ターミネータ・タイムの異

常、夜間振巾ゆらぎ）として発生している幽

ことを報告している。ターミネータ・タイ

ムの異常は神戸地震の際に我々が発見した

もの（図6）で、日出、日没での振巾、位

相での極小を示す時刻が有意に変化するこ

とを利用するものである。他方、夜間振巾

ゆらぎは夜間でのVLF／LF信号の振巾に

おけるゆらぎ量を積分した量が有意な上昇

を示すことを利用するものである。本論文

では最新の一例を示そう。図8は2004年

12月26日にインドネシア・スマトラで発

生した大地震（M9．0）に対する我々の結果

である。図8（a）にて用いた伝搬路はオー

ストラリアの送信局NWC局と日本の国内

三観測点（千葉、調布、高知）である。地

震の円の大きさがマグニチュードに比例

し、色は深さを表している。伝搬路長唄

6，00bkmで、スマトラ地震の震央は大円よ

り2，000kmほど離れており、通常（マグニ

チュード6～7では）では伝搬異常は期待

できない。図8（b）が夜間のゆらぎ量（夜

間の平均（たとえば当該日の前後10日間）

振幅変化からのずれを夜間に渡って積分し

た量）を評価したもので、12月8日と12

月21日～27日において著しいゆらぎの上

昇（図8（b＞にて矢印にて示す）を検出し

ていることを示した［22］。即ち、12月8

日の鋭いピークについては千葉と調布受信

局にてm十2σ（m：平均、σ：標準偏差）

を超えている。又、12月21日目27日の

広いピークについても調布、高知にて対応

するm十2σを超えるという異常である。

ともにスマトラ地震の前兆的電離層擾乱と
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図8　インドネシアスマトラ地震に伴う電離
　層擾乱の検出（日本とオーストラリアNWC
　局の伝搬経路）。（a）日本のVLF観測点と
　NWC局との伝搬経路とスマトラ地震の位
　置関係。（b）VLF強度のゆらぎの変化。
Fig．8　Detection　of　ionosphehc　perturbations

　for　the　Indonesia，　Sumatra　earthquake．（a）

　Propagation　path　between　Japanese　vLF
　stations　and　the　NWC　transmitter，　and（b）

　temporal　evolutions　of　VLF且uctuations　at

　three　stations（together　with　their
　corresponding（m十2σ）variations（m：
　mean，σ：standard　deviation））．

予想される。事実インドネシアでのGPS

信号を用いたTEC（Tot包1　Electron

Contents、総電子数）測定においても同日

に有意な異常を見出しており［23］、我々

の検出したものがスマトラ地震の影響であ

る可能性が高いと結論される。

　更なるデータ解析からVLFデータのゆ

らぎのなかに波動構造が多く明瞭に認めら

れ、国内多点観測点での詳細な解析からこ

れらの波動構造は震央から外へ伝搬するこ

とが判明した。その伝搬速度、周波数等か

らこれらのゆらぎ波動構造は大気振動（大

気重力波）によると結論した。

　最後に、これら地上観測から得られた電

離層擾乱の特性を人工衛星観測でも支持さ

れたことを示そう［24］。表1にも示した

ように、電離層内での観測を行う人工衛星

の重要性を指摘したが、用いたデータは仏

国の衛星DEMETERである。本衛星は地

震電磁気研究専用の衛星として2004年6

月29日に打ち上げられ、現在も順調に飛

翔している。筆者は本計画の当初から参加

しており、そのデータをGuest　Investigator

として使用している。地上観測でもモニ

ターしている同じオーストラリアNWC局

（19．8kHz）の衛星上での受信強度を計測す

る。但し、本衛星は軌道要素の関係で、同

一地点には昼間と夜間各一回通過するた

め、先ず夜間データを用いる。これよりも

もっと大きな問題は軌道が経度的に2，500

kmずつもずれることである。そのため、多’

くのパスを利用する統計処理を施すことが

不可欠となり、地震前一ヶ月（2004年11

月1日～12月25日）と地震後一ヶ月（2005

年1月6日～2月15日）でのVLF送信局

電波強度分布を導出した。SNRはNWC

局電波の強度をその周辺の雑音（背景）雑

音との比として表示している。図中の丸の

大きさがSNRの大きさを表している。図

9がその結果で、地震後の状態ではSNR

は数10を超えるのが普通で、空間的に特

別の変化はなく分布している。しかし地震

前にはSNRの著しい減少が明瞭に認識さ
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れ、更に、その空間的スケールは直径にし

て5，000kmである［23］ことがわかっている。

この結果は前述した国内からの地上VLF

観測結果とはよく一致しており、地震に伴

い下部電離層が大きく擾乱していることが

結論される。衛星上での送信局信号強度の

降下は、（1）地震に伴う下部電離層の異常電

離又は下降によるNWC局送信局電波のホ

イスラモードとして伝搬する際の電波吸収

の増加、ないし（2）地震に伴う電離層内での

擾乱（乱流）と送信局電波との非線形三波

波動・波動相互作用による共鳴散乱の可能

性が示唆される。

（3）統計解析

　多くの事例解析に加えて、電離層擾乱と

地震との因果関係を統計的にも我々は調べ

ている。先ず、Rozhnoiら［25］は日本の

JJY局をロシアカムチャツカ観測点にて受

信した2年間にわたるデータを用いて、

M5．5以上の地震に対しては電離層擾乱を

検出できることを報告している。又、国内

でのJJY局一高知観測点間の伝搬パスに対

して、6年間のデータを用いて、Superimposed

epoch　analysisにより地震（M5．5以上）と

電離層擾乱（VLF電界強度）との明瞭な因

果関係を統計検定により確認している。こ

れによると、地震による効果は（1）VLF／LF

局信号強度の減少と（2）夜間ゆらぎの上昇で

ある。これらの効果は地震の3日～1週間

前後前に現れることがわかっている［26］。

3．3　地圏・大気圏・電離圏結合の解明に

　　向けて

　学問的には地圏の効果が如何に大気圏や

電離圏まで影響するかという問題が注目さ

れ、我々が提唱した「地面・大気圏・電離

圏結合」という言葉は地震電磁気分野で一

般的な言葉として近年定着している［17］。

図10は早川らが提唱する、可能な結合機

構である［27］。三つのチャンネルが考え

られる。；（1）Chemical　channel、（2）acous廿c

channelと（3）electromagnetic　channe1であ

る。（1）の化学チャンネルは地震の前に地下

からのラドン放出等により大気の導電率が

変化し、それに伴う大気電界の変調が電離

層擾乱を引き起こすとするものである。（2）

の音響チャンネルは大気振動（主としては

電波航法　No．47・48（2006） 一15一



大気重力波、大気音波）によるエネルギー

の下部電離層への伝達によるもの。最後の

（3）の電磁チャンネルは電磁波による結合

で、地震前兆の電磁波（ULF波等）による

下部電離層の直接的加熱・電離やULF波

が磁気圏へ侵入し内部放射帯プロトンと相

互作用し、電離圏へ粒子を降下させるなど

とするものである。第三チャンネルは強度

的に不充分であることを我々はすでに示し

ており、第一のchemical　channelと第二の

acoustic　channe1についての考察が重要に

なると思われる。我々を含め世界各国にて

精力的にこちらの機構の追究が行われてい

る［17］。
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　以上地震に伴う電磁気現象を記述してき

たが、かかる電磁気現象は（1）地震の主とし

て前兆として出現すること（前兆性）と（2）

かなり深い震源での情報を地表や電離層へ

伝達する（遠隔性）という二つの重要な特

徴から、地震の短期予知に極めて有望なも

のと理解されよう。我々の研究を中心とし

た考察から、地震の短期予知の観点から（1）

ULF放射と（2）VLF送信局電波による下部

電離層擾乱が最も有望であると主張してき

たが、この点は近年世界的に認知されつつ

ある。勿論、観測的にも理論的にも解明す

べき興味深い問題が多く残っており、多く

の努力が望まれることはいうまでもない。

　この分野の最新の流れとして注目される

のが衛星観測である。米国での小型衛星

（Quake－sat）に続いて、仏国の地震電磁気

専用衛星（DEMETER）が2004年6月末に

打ち上げられ、良質のデータを獲得してい

る。地震（また津波）に伴うプラズマ異常

↑ ↑
Microfracturing，

Liquid　di行usion，

Pressure　variations

図10　地虫・大気圏・電離圏結合のメカニズ
　ム
Fig．10　Possible　channels　of　the　Lithosphere－

　AImosphere－Ionosphere（LAI）coupling．

や電波雑音の検出を目指している。地上観

測との密接な連携により図10に示したメ

カニズムめ解明に大きく貢献すると信ず

る。しかし、筆者は地震電磁気研究では地

上観測が第一義的に重要であり、衛星観測

は第二義的な意味であると考える。
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DGNSSを取り巻く世界動向

海上保安庁交通部計画運用課

　ディファレンシャルGPSセンター 浜岡洋介

1『はじめに

　海上保安庁が運用する中波によるディ

ファレンシャルGPSシステムは、1996年

5月11日にディファレンシャルGPSセン

ターが発足し、1997年3月22日に大王埼

及び劔埼DGPS局2局の運用を開始し、

1998年4月1日から金華山他11局、1999

年4月1日から宗谷岬他14局が運用を開

始して、日本沿岸海域をほほ網羅したサー

ビスの提供を行っている。

　世界的なGNSSの動向としては、米国

のGPS近代化計画、　EU（ヨーロッパ）の

GALILEO計画を始めとして目覚しく進展

している。

　本年3月、国際機関である皿A（国際

航路標識協会）のR，NAV（電波航法委員会）

が開催され、海上分野におけるDGNSSの

将来に関する勧告案の作成等について討議

され、当庁職員も参加している。

　海上保安庁では、GNSSの近代化にあわ

せて、今後のDGNSS整備について、検討

を行っている段階である。

2GNSS及びDGNSSの現状
2．1　次世代型GNSSシステム計画の概要

　　（民生利用についてのみ記述）は、次

　　のとおり

①米国のGPS近代化計画

　現状：L1の1波のみによる完全運用体

　　　　制（測位精度95％確率：20～30m）

　2012年：L1、　L2の2波による完全運用

　　　　　体制（同上：5m）

　2015年：L1、　L2、L5の3波による完全

　　　　　運用体制（同上：1m）

②欧州のガリレオ計画

　2008年：E5A、E5B、　C1の3波による

　　　　　完全運用体制（同上：4～6m）

③ロシアのGLONASS
　現状：8衛星程度が稼動中であるが、十

　　　　分な利用ができない状況（同上：

　　　　60m）

　2006年：軌道上の衛星を18基に増加

　　　　　（同上：30m）

　2010年：GPSとの連携による次世代型

　　　　　衛星の再配置計画（24基体制）

　　　　　（同上：5ッ8m）

④　日本の準天頂GPS補強測位システム

　（DGNSS）

　　2008年に1基、2009年に2基の打ち

　上げが予定されている（同上：サブメー

　トル級）
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次世代型GNSSシステム計画年表
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GNSS（GPS）とDGNSS（GPS）の流れ

GNSS（GPS）の流れ
1967

1978ん1985
1992
1995
1996
2000

NNSS利用可能
GPSブロック1衛星
GPS、　ICAOに開放
GPS民生開放
NNSS解役
SA解除

DGNSS　DGPSの流れ
1983
1986
1992
1996
1997

RTCM－SC104設置
USCG、実験局設置
lTU勧告（IALAGPS）
lTU勧告（DGNSS）
米国DGPS運用開始
我が国も整備開始

2．2　国連機関、各機関等におけるDGNSS

　　検討体制は、次のとおり

①　国際機関

　UN（Unit6d　Na廿ons国際連合）

●ITU（International　Telecommunication

　Union国際電気通信連合）

　ITU－R（無線通信研究部会）

　利用周波数の配分RTCM　SC－104伝

送フォーマット

●IMO（International　Maritime
　Organization　国際海事機関）

　COMSAR：Rediocommunications　and

Search　and　Rescue（無線通信・捜索救助

小委員会）

　10m以下の位置情報の提供

　インチグリティー情報は、10秒以内に

提供

●ICAO（lnternational　Civil　Aviation

　Organiza廿on国際民間航空機関）

　次世代航空システム特別委員会（FANS

委員会）

　新CNS／ATM構想

②IALA（International　Association　of

　Marine　Aids　to　Navigation　and

　Lighthouse　Authorities）

　RNA▽〔電波航法委員会〕

　伝送フォーマットの変更（1m未満の位

置情報の提供）
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　電子海図表示情報システム・電子海図シ

ステム及びAIS（船舶自動識別装置）

2．3　各国におけるDGNSSの運用部署及

　　び整備状況は、次のとおり

①　米国

　国務省　PNT（Posi伽ning　Navigation＆

Timing）執行委員会

　FRP　（Federal　Radio　navigation　Plan連邦

無線航法計画）

　海上無線技術委員会RTCM　SC－104伝

送フォーマット

②　ロシア

　ロシア連邦航法研究所（ロシア電波標識

及び標準時研究所）

　GLONASSの整備（新衛星打ち上げ）

③　ヨーロッパ

　EU欧州委員会

　Galileoの構築（1号機打ち上げSoyuz

利用　2005．12．28）

④　中国

　海事局（航標測絵課）

　DGPSセンターの設置

⑤　韓国

　海洋水産部（安全管理室　航路標識担当

官幣＞

　NDGPSの構i築

3　ディファレンシャルGNSSの将来に関

　するIALA勧告（2006．3）

　国際航路標識協会（IALA）第23回

RNAV委員会において、将来のDGNSS

に関’する勧告案策定のための作業部会

（WG）の開催が提唱されて、趾A理事会

において承認され、3月14日から16日ま

でイギリス・ロンドンのトリニティーハウ

ス（英国灯台総局）において、当該WGが

開催されました。

　WGにおいて、「ディファレンシャル

GNSSの将来に関するL虹A勧告（案）」を

作成、IALAのDGNSSをIMOにおける

WWRNS（世界的電波航法システム）とし

て認定を受けるためのテンプレート及び

SOLAS船へのDGNSS受信機の搭載義務

化提唱のためのテンプレートが準備され

た。

　ディファレンシャルGNSSの将来に関

するIALA勧告（案）の内容は、次のとおり。

　理事会は、航行の安全、効果的な海上輸

送、環境の保護を重んじるL旺Aの機能に

留意し、また、海上における将来のGNSS

のための政策に関するIMO決議．915（22）

及び世界的な電波航法システムに関する

IMO決議A．953（23）に留意し、さらに

283．5－325kHzの周波数帯域におけるディ

ファレンシャルGNSS業務が、関連する

ITU－R勧告やIMO決議に記載された最低

限の要件に適合し続けることを確実にする

必要性を認識し、

①数力業のIALA会員国においてディ

　ファレンシャルGNSSを提供している

　装置の換装が必要になっていること。

②現在の業務がIMO決議A．915（22）

　に記載された用途すべてに提供しなくな

　ること。

　e－Navigation（高度化航法）検討会で作

成された提案書を考慮しつつ、当該勧告書

の添付物に述べられた「趾AのDGNSS

の将来」のために提案された戦略を採択す

る。

　そして、当勧告書の添付物に述べられた
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戦略を実施するために、283．5－325kH：zの周

波数帯域幅において、DGNSS業務の提供、

または、提供する意思を持つ国家会員及び

その他適切な機関に勧告する。

　勧告的には、次の「IALAのDGNSS（ディ

ファレンシャルGNSS）の将来のための戦

略」が添付物されている。その概要は、次

のとおり。

［ALAのDGNSS（ディファレンシャル

GNSS）の将来のための戦略

3．1　はじめに

　IALAのディファレンシャルGNSSのビー

コシシステムは、1990年代に開発され、

1995年～2000年にかけて、多くの国々で

設置された。

　当該システムは、世界的な航法衛星シス

テム（GNSS）に対する差分補正値を提供

することで、世界的な海上における基準と

して採用された。

　IALAの電波航法委員会（RNAV）では、

システムの現状と利用可能性を評価し、

System
（システム）

　lALA

DGNSS

　SBAS

AIS

Accuracy

（精度）

1－3m★

2－5m★

1－3m

Pseudolites　sub－metre

（スードライト）（1m以下）

e－Loran　　　1－3m

　RTK　　　sub－metre

記号　㌔高度化した場合

　　　？：

注

Coverage　　lntegrity

（有効範囲）（インテグリティ）

locallregional　　　yes

（特定区域1地域的）

regionallglobal　　　yes

（地域的1世界的）

　local　　　　　？

（特定区域）　（中間）

　local　　　　　　yes

regional

（地域的）

local

★★

yes

つ
・

IMO決議A915（22）に従って、現在の

利用者の利益のために、当該システムを再

社会資本化すると共に、展開し、さらに、

技術的な改革を考慮してGNSSの将来性

を強化するための要求があることを結論づ

けた。

3．2代替技術

　ディファレンシャル業務に関連した安全

性の提供について、趾Aビーコンシステ、

ムに対する代替システムが考えられる。

①　静止衛星型GPS補強システム（SBAS：

　WAAS、　EGNOS、　MSAS）

②　船舶自動識別装置（AIS）

③リアルタイムキネマティック（RTK）

④高度化ロラン（e－Loran）

⑤　スードライトを含む高度化された業務

　の提供

　重要な費用対効果の分析を実施した。そ

の概要は次のとおり。

Continuity　Cost　to　Provider　Cost　to　user　Marine　Standards

（継続性）

high

high

moderate

moderate

high

lOW

（提供者の経費）（利用者の経費）（海事関連基準）

moderate

（中間）

very　high

lOW

high

lOW★★

moderate

10W

lOW

lOW

moderate

moderate

high

　　　　　　　　　　　ロランシステムが利用可能な場合
　　システム実施の状況により異なる

「スードライト」とは、衛星系の信号と同様な信号を送出する地上系の送信機を意味する

yes

No

yes

No

No

No
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3．3　DGNSSの将来に影響を及ぼす要素

　趾AのビーコンによるDGNSSは、現

在でも海上での利用に、かなりの適用性が

あり、特に、現存の基盤整備施設の再利用

として利用できる。、

　しかしながら、当該システムの将来に関

する決定への時間が迫ってきている。

　検討が必要な要素には、装置の利用年数

についてであり、即ち、当初のコンピュー

タや通信装置は、すでに時代遅れとなって

おり、相当の件数の換装が行われてきてい

る。

　将来のGNSSについてのIMOの要件は、

すべて、現存のシステムでは適合すること

が出来ない。

　新技術の出現に伴い、従来のディファレ

ンシャルGNSSシステムを設定した方法

の見直しが必要になっている。

　例えば、基準局やインテグリティモニ

ター用に、特別かつ専用に製作されたバー・

ドウェア装置の代わりに、基準局やインテ

グリティモニター用として、ソフトウェア

を組み込んだ既製品の受信機を検討するこ

との方がより費用対効果があるかもしれな

い。

3．4　将来への展開のためのオプション

　何も行動を起こさず、決定を遅らせば、

当該システムが欠くことができないものと

なった場合には、再整備や換装がとても困

難となり、かつ高額なものとなる。

　このシステムが同様の構成をもって近代

化されたとしても、潜在的供給者がなく、

将来のニーズにも適用していかないかもし

れない。

　これは、特化されたアプリケーションに

適用するための追加システム増加につなが

る。

　コアであるGNSSにおいて、将来の要

求と変化に対応するための開発（発展）は、

現存する基準との互換性や要求への追従を

維持しながらも、広範囲なアプリケーシゴ

ンに適応する単一の統合システムに終着す

る戦略となりそうである。

3．5　再資本整備計画の要件

　IALA　DGNSSサービスを再資本計画の

ための基本的要件と原則は、次のとおり。

①従来からの信号の維持

②IMO将来要件への適合

③　国際的適応性

④追加メッセージ送信能力

⑤　最低10年の寿命（有効期間）

3．6　新技術オプション

　既存のサービスが国際要件に応じ得ない

当てにならないものになることを防ぐため

に、行動を起こさなければならない。

　ある時点で、mLA　DGNSSシステムを

廃止することが決定された場合、ユーザー

が代替技術（システム）は移行できるよう、

少なくとも7年のリードタイムが要求され

る。

　少なくとも考慮されるべき他の3つのオ

プションは、この場で検討され、今後の調

査（検討）は、最高の選択がなされること

を可能とするものである。

3．6．1RSIMソフトウエア基準局、インチ

　グリティ監視、通信、制御を位置と時間

　の入力がある市販のGNSS受信機を用

　い、ソフトウェアで実施することである。
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3．6．2バーチャル監視

　　バーチャル基準局（VRS）ネットワー

　クを開発し、補正値とインテグリティ

　メッセージは、地方の受信機にて提供さ

　れたデータを中央局で計算し、回線を

　使ってデータ通信するものである。

3．6．3SBASの統合

　　WAASやEGNOSなどの既存のSBAS
　の統合がローコストへの解決策となるか

　もしれない。

3．7　性能強化

　再資本整備計画実施は、少ない追加予算

で、レベル強化が出来なければならない。

強化された性能には、港湾入港時や着岸時

または他の特定の状況におけるオーダごに

適応するため、複数のGNSSにおいて1

m以下の精度のサービス提供を行う追加

メッセージの送信を可能とする能力を備え

るべきである。たとえこれらの信号が数年

間完全には利用できないとしても、ガリレ

オ、GLONASSとGPS　L2Cとし5個年め

のメッセージ提供能力は備わるべきであ

る。

　従来のデータチャンネルと新しいデータ

チャンネルの両方に適応可能なハイブリッ

ドデータリンクが採用されるであろう。例

えば、従来のサービスにおける50－200ボー

の低速度チャンネルと新しい高速度チャン

ネルで、RTK監視、詳細な対流圏と電離

層モデル、正確な軌道データ、緊急にメッ

セージなどを送ることが可能となる。

　レンジレートコレクション（RRC：レン

ジ値補正）は除去されて、20％のデータ量

を減らせる。高いレベルの完全性警告メッ

セージは、最小限の時間で警告が出される

よう、検討すべきである。

　サービス管理者の最高のアプローチは、

’実施策を明記するよりはむしろ、パフォー

マンスレベル（正確さ、有効性、完全性、

連続性）を述べることであろう。

3．8　DGNSS　Network技術

　DGNSSネットワーク化のために、さま

ざまな技術が検討されている。広域ネット

ワーク構築は、新技術の部で検討されたよ

うにSBAS統合を必要とする。

　その中波局が、基準局を必ずしも備える

必要性はない。

　代わりに、中波局がある施設からではな

く、複数の基準局で測定されたデータから、

編集されたSBAS（例えば、WAAS）メッセー

ジで提供されることとなる。

　その中波は、現在の放送標準の展開版を

使用して、このメッセージを送ることとな

・る。

　ユーザーの受信機へのハードウェアの変

更はないが、そのソフトウェアは、現在の

ところ、関連GNSS受信機に、　RTCMを

送り出すように進められている。

　利用者受信機のン、一ドウェアにおいて

は、変更はないが、ソフトウェアは関連

GNSS受信機へ結合されるようにする。こ

の場合、中波は、静止衛星の代替システム

になるかもしれない。

　利用者受信機のハードウェアは、この新

しい伝達方法に対応するために変更せざる

を得ないが、ソフトウェアはRTCM出力

を生み出すために、通常のWAASまたは

EGNOSによる運用が可能となるであろう。
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3．9　今後の作業　　　　　　　　　．

　強化された将来のシステムを国際的に受

け入れられるようにするための提案書を作

成する前に、更なる調査が必要となってく

る。

　特に、DGNSSネットワークの適用の利

点と、欠点を検討する必要があり、さらに

新しい変調技術が評価されねばならず、ま

た新しいメッセージタイプに同意され、か

つ標準化されなければならない。

3．10　国際標準

　どの様な策が採用されようとも、現在の

サービスが海上用の標準であることから、

国際的な必要条件を満たさなければならな

い。

　システムの技術特性と、周波数割り当て

への変更は、ITUによる同意を必要とし、

メッセージフォーマットは通常RTCMに

よって開発、承認された後、ITU勧告とし

て修正される。

　運用要件や受信機の性能基準はIMOの

承認を得なければならない。

システムの性能基準や運用要領はIALAに

よって対処され、そして、IECは受信機の

試験仕様を作成する。もし、主要な規則の

変更が現行システムに影響するとなれば、

今後数年間を、規則の準備に費やせねばな

らない。

　国際的な規格が満たされる限り、技術開

発を分割することに利点があるかもしれな

いが、設置の正確な方法は各国の管理者の

決定に委ねられている。

　DGNSSは、　IMO　SOLAS条約下で義務

的な搭載要件としてはまだ認められていな

い。また、大部分の国は▽それらの

DGNSSを広域電波航法システム
（WWRNS）の構成要素として提出してい

ない。

　これらの問題は、さまざまなシステムの

技術の見直しと平行して対応していかなけ

ればならない。

3．11　結論

3．11．1LへしA会員は、性能を高度化し、か

　つ将来の海上要件に見合うように、

　DGNN業務の技術の再考計画を検討す

　べきである。

3．11．2　皿ADGNSS（ソフトウェアRSIM、

　VRSとSBAS統合）のための代替案の実

　施可能性が検討され、コストを見積もら

　なければならない。

3．11．3　どのオプションが選ばれても、そ

　れは「5　再資本整備計画の要件」で述

　べられる最小限の必要条件を重たさなけ

　ればならなくて、「10　国際標準」で言

　及される標準に従わなければならない。

3．11．4　ガリレオ、GPS　L2C／L5とGlonass

　Mに関する追加メッセージの提供を要

　する見込みのものを、考慮に入れなけれ

　ばならない。

3．11．5　メートル以下の精度を得られる信

　号を提供することの実現可能性が、調査

　されなければならない。

3．11．6　ネットワーク・ステーションの長

　所を、検討する必要がある。

3．11．7追加インテグリティメッセージの

　可能性を、考慮せねばならない。
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4　海上保安庁がDGPSを整備・運用して

　いる理由

4．1　GNSSの技術要件

　GNSSの技術要件は、次のIMO決議で

規定されている。

①2001年IMO決議A．915（22）「海上ユー

　ザーが必要とする最低要件」

　●精度　10メートル（港域は1メートル）

　●警報　10秒以内

　●利用率　99．8％／月

　●連続性　99．97％／3時間

　●測位間隔　毎1秒

②2003年IMO決議A．953（23）「全世

　界的電波航法システム」

　●補強システムを含めた電波航法システ

　　ムの位置情報

　　　95％確率で10m以内（外洋では、

　　100m以下）

　●データの更新間隔　10秒以下（AISは、

　　2秒以下）・

　●利用率99．8％／2年

　●システム安定率　99．97％／3時間以上

　●警報　10秒以内

4．2　無線設備の搭載義務

①　船舶安全法第4条において、一定の船

　舶に対し電波法に依る無線電信又は無線

　電話施設の強制義務がある。

②　SOLAS条約（1974年の海上における

　人命の安全のための国際条約）附属書第

　V章（航行の安全）において、一定の船

　舶に対しGMDSS、　AISの搭載義務が課

　せられている。

③　国内関連法規では、船舶設備規程（省

　令）で一定の船舶に対しGMDss、船舶

　自動識別装置、衛星航法装置、無線航法

装置の搭載が義務化されている。

4．3　無線設備搭載義務等に関連する施設

　の整備

　1999年頃GMDSS完全施行により、船

舶は中波の堅守義務が無くなった。

　これにより、救難用の陸上中波設備は不

要となり、中波標識局も近々廃止され、今

後は中波によるDGPSのみの運用となる。

（本年12月予定）

　海上ラジオビーコン用に割り当てられた

周波数を用いた中波によるDGPSは、

趾Aにより勧告（R－121）されているが、

IMOの採択には至っていない。皿Aでは、

2006年3月にRNAV委員会にWGを設置し、

中波によるDGPSを含めたDGNSSの採択

の検討に入り、IMOへ付する予定である。

4．4　DGNSSの整備理由

①IALA勧告R．129において、　GNSSの

　みに依存することの危険性が提起されて

　いること。

　●米国一国による運用

　●妨害波に対する脆弱性

　●困難な保守性

　●インテグリティ情報の欠落：

②補完システムとしてのメリットは、高

　精度（対AIS、　ECDIS）であること。

4．5　DGNSSの整備状況

①海上用中波帯周波数は指定されており

　有効利用が可能であるため、中波（IALA

　DGNSS）によるDGPSシステムが全世

　界で運用されている。

②VHF（A［S）により、GPS衛星の補正デー

　タが伝送されている。
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③欧州では、Loran－C（EuroHx）により、

　GPS衛星の補正データが伝送されてい

　る。

　　Loran－Cシステムは、衛星航法システ

　ムのフェール・セイフ機能の役割を果た

　すため、日本を含めた各国で運用されて

　いる。

④　航空機については、静止衛星（WAAS、

　EGNOS）によるGPS衛星補強システム

　が運用されている。

　日本における将来のDGNSSシステムと

しては、衛星（準天頂、MSAS）がある。

　また、今後e－Na頑ga廿onシステムの整備

が提唱されている。

　1｝Navigationは、次のとおり定義される。

①航行情報を電子フォーマットで送信、

　受信、表示することを総称七て
　E－Navigationという。

②　航行の安全及び効率的運航のため、海

　上における運航上の誤認や事件く事故の

　減少を目指す。

③補完的バックアップシステム
　（DGNSS、　Loran－C等）を配備した衛星

　測位システム（GPS、ガリレオ）、高度

　電子海図システム（ECDIS）、VTS、

　AIS、　GMDSS等で構成される。

4．6　海上分野におけるDGPSシステムの

　利用実態（日本船）

　平成15年調査時、DGPS受信機販売台

数は107，650台。

　平成16年調査時の全船難搭載率は、表

1のとおり。（DGPS：22．5％）

　ただし、全隻数498，067隻のうち調査隻

数3，936隻での推定値。

　全船種搭載利用率（搭載受信機等を実際

に利用している状況）は、表2のとおり。

表1全船種搭載率

難豊蝋灘
5〔矯鴇’

7趣．蝶

60．o霧

50．餓

4（｝鰹

3Q、膿

2Q、Q瓢

10，0暢

。僚
　　口箏ンC　　GP＄　　D愚P蓉　　レー夢一　　中短波　　　中震　　電子海図　タイプ16　船舶電話　携帯電話　　A正S
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表2　高場種搭載利用率

10〔四馬　’

9αo引治
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20、0暢

10，幅

α〔鵬

期ラン。

嚢灘

難
6ps ζ）鵬P＄ 中短波船気逓　　中短重安盒情報　　中波船気逓　　　中波無線方猿

4．7海上分野におけるDGPSシステムの

　利用実態（外国船籍船）

　平成15年調査時、外航船入港隻数は

113，953台である。（500GT以上隻数、港

湾調査年報よる）

　外航船の無線設備の搭載は、SOLAS条

約（1974年の海上における人命の安全の

ための国際条約）附属書第醐章（航行の安

全）により、AIS、　GNSSの搭載義務化さ

れている。

5　海上におけるDGNSSの検討

5．1　我が国のDGNSS全体の今後の見通

　し

　我が国のDGNSSの現状の測位サービス

は、次表のとおり。

対象 運営主体 種類 基準局／送信局 利用料金 精度 その他

航行船舶 海上保安庁 DGPS
　　27／27

i中波ビーコン）
無料

基準局で

O．5m程度

カーナビ ㈱GPex DGPS
　　7／41

iFM多重放送）

端末に課金

i500円程度）
lm程度

海上港湾

嚼ﾝ工事
海上DGPS
?p推進協議会

DGPS／RTK

　16／

ﾚ動無線

Zンター

200万円／年 DGPSで
Pm程度

測量 ㈱ジェノバ VRS／DGPS

　　931

i国土地理院）

^携帯電話

DGPSで定額
@10，500円

DGPSで0．5　m

ｩら5m程度

測量
日本GPSデー

^サービス㈱
VRS／DGPS

　　931

i国土地理院）

^携帯電話

DGPSで定額
P2，000円’
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5．2　我が国のDGNSSの今後の測位サー

　ビス

我が国のDGNSSの今後の測位サービス

としては、次表のとおり。

MSAS
国土交通省

q空局
広域DGPS 8／MTSAT 2006年秋運用

準天頂衛星
測位補完一官

ｪ位補強一民

官一無料

ｯ一有料

2008年打ち上げ

Q012年実運用予定

　各分野における今後の見通しは、次のと

おり。

①　陸上分野

　カーナビ、測量、安心安全等多分野にお

ける高精度測位サービスのニーズとして

は、2012年頃から準天頂衛星システムに

よる測位補完補強サービスが提供される予

定である。

②　海上分野

　IMO決議による国際標準の現状システ

ムをGPSの近代化、ガリレオ、　GLONASS

に対応すべくIALA・RNAVで検討中であ

る。

③　航空分野

　MSASが2007年春から運用される予定

（米国航空局が運用するWAAS、　EGNOS

を統合したガリレオとの相互運用性を有す

る。）

5．3AISシステムとのリンク

　AISシステムとのリンクについては、海

上保安庁が運用している海上交通センター

で一部運用を開始しており、今後、順次整

備する予定である。

①AIS情報の中のメッセージタイプ17

　（DGPS補正情報）を使った情報提供を

　行っている。

　●平成16年度　東京湾海上交通センター

　　運用開始

　●平成17年度　伊勢湾、備讃瀬戸、関

　　門海峡各海上交通センター運用開始

　●平成18年度　名古屋港、来島海峡各

　　海上交通センター運用開始

　●平成19年度　大阪湾海上交通センター・

　　運用開始（予定）

②　DGPS局で作成した補正データがAIS

　でも有効利用されている。

③A［Sシステムは日本沿岸海域全てを網

　羅する計画である。

5．4　DGNSSの今後の整備

　海上保安庁が今後DGNSSの整備を行う

ためのコンセプトは、次のとおり。

①IMO批准国としての義務

②　船舶設備規程（省令）への対応

③　単一システムへの依存度を相対的に低

　下させる

④IALA加盟国としての国際協調

　IALA方式次世代型DGNSSへの移行す

るための検討課題は、次のとおり。

①　機器白装計画の立案

②　周波数再編等を含む全体システムの設

　計（GALILEO対応も考慮）

③A【Sユーザー（Class　A＆B）急増への

　対応（補正及びインテグリティ情報の提供）

④フェール・セーフ機能の欠如

⑤ユーザーへの長期計画提示
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（参考）e－Loranの検討状況について、注視

　していかなければならない。

5．5　1ALA方式次世代型DGNSS

　IALA方式次世代型DGNSS（R，NAV23

の内容）は、次のとおり。

①　RRCの削除

　●データ容量が20％削除される

　●ガリレオ等の補正データを追加する

　●補正情報の一括伝送（タイプ1）によ

　　り精度が向上する

②　ガリレオ、Glonass－M、　L2C／L5の補

　正データ追加

　●ガリレオ、Glonass－Mの補正データの

　　追加により利用者の拡大が見込まれる

　●L2C／L5の補正データの追加により、

　　精度が向上する

③周波数、変調方式の変更

　●データエラーの防止及び伝送速度が向

　　上する

④　補正データ算出、インテグリティをパ

　ソコンで処理

　●生産が中止されているIM、　RS受信機

　　の代替策が可能となる

　●新機能の追加がソフトウェア改修によ

　　り可能となる

5．61ALA方式次世代型DGNSS（R－NAV23

　新システム）をDGPSセンターで導入

　する場合の対応

①ガリレオ、Glonass－M、　L2C／L5の受

　信機を霞ヶ関に整備、データ解析用パソ

　コンを追加

②DGPS送信局で受信したガリレオ、

　Glonass－M、　L2C／L5のデータを評価す

　るため、ソフトウェアの改修

③　周波数、変調方式の変更については、

　DGPS送信局の送信機改修に伴い、遠隔

　操作用のソフトウェアの改修

④　DGPS送信局で補正データ算出、イン

　テグリティをパソコンで処理する場合

　は、遠隔操作用のソフトウェアの改修

6海上保安庁のDGPSシステムの運用状

　況

6．1　GPS特異事象

　過去に、GPS衛星の動作が異常となり、

DGPSシステムへ影響を与えた事例を紹介

します。

①　PRN＃23衛星の影響による事例

　●発生時刻2004．1．23：31～6：19

　　（2h48m）JST

　●発生原因　衛星時計（ルビジウム）が

　　最大周波数偏移371Hzに変化

　●発生状況　（全局）DGPSシステムに

　　おいて位置誤差大が段続的に発生

　　　全衛星で擬似距離補正値（PRC値）

　　が徐々に一10，485．8mまで変化

　　　5：10～DGPS補正データ未送出

　●復旧措置　6：19衛星からの電波が

　　強制的に停止され、復旧

　ユーザー受信機では、時計のズレが発生

し、最大で数100kmの位置誤差が発生した。

②　PRN＃27衛星の影響による事例

　●発生時刻　2005．5．154：55～5：18（23

　　m）JST

　●発生状況　（慶佐次局）位置誤差は発

　　生なし

　　　…擬似距離補正値（PRC値）十20　m

　　まで変化

　●復旧措置　5：18衛星からの電波が

　　強制的に停止され、復旧
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③PRN＃25衛星の影響による事例

●発生時刻　2005．12．266：05～6：30

（25m）JST

●発生状況　（慶佐次局）位置誤差大が

短時間発生

…擬似距離補正値（PRC値）一160　m

まで変化

6復旧措置6：30衛星からの電波が

強制的に停止され、復旧
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≒
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　　6．2　GPS衛星の配備状況　　　　’

．　2006年4月6日現在のGPS衛星の配備

　　状況は、次表のとおり。
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GPS衛星の配備状況（2006年4月6日現在）

6．3　妨害波による受信障害の発生（GPS

　　の脆弱性）

　　過去に、．妨害波によるものと推定される

受信障害が発生している。

①大王埼局で発生した事例

　　●発生日時2004．7．2010：26～10：

　　　28（2m）、10：33～10：35（2m）、

　　　15：47～16：02（14m）JST

　　●自然復旧（原因不明）
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　　　　　　　　　　　　　　　　［JST］’

　　　　　　　　　　　　大王埼局　衛星受信SNR値グラフ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　た事例

②　犬吠埼、浦安、劔埼、入丈島各局（関　　　●発生日時　2006．3．2013：14～13：

　東～伊豆諸島近海のみで発生）で発生し　　　49（35m＞JST
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　●自然復旧（原因不明）

6．4　シンチレーション現象の発生

　シンチレーション現象とは、赤道域で発

生するプラズマバブルによる電離層擾乱

で、電離層の電子密度の急激な変動による

GPS信号の喪失や精度劣化を発生させる

もので、日本では沖縄方面での影響が顕著

である。

　●春と秋にしか発生しない
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　●時間帯は、夕方18時頃～24時頃まで

　　断続的に発生する

　本年4月5日にシンチレーション現象が

発生（弱い磁気嵐も発生）し、20時過ぎか

ら翌日（4／6）2時過ぎまで影響あり。

　GPS受信機の赤道方向（南側）の衛星受

信SNR値が大きく変動し、低仰角の衛星

受信が不安定となったが、DGPSシステム

への影響はほとんど無かった。
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6．5　メッセージタイプ16による気象情報

　　の提供

　　DGPSセンターでは、全国の27DGPS

局で平成16年11月1日からDGPS補正

情報と一緒にメッセージタイプ16による

気象情報の提供を行っている。

　観測箇所の拡充を行い、平成18年4月

1日現在では、観測箇所94箇所（6箇所分

／DGPS送信局）、毎5分毎に気象情報を放

送（観測時刻、観測箇所名、風向、風速、

気圧、波高を30分毎データを繰り返し更新）

している。
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霞動愛蟹に設定した場食．強い讐波⑳蟻轍籔爾憂選挨し、その籔醗から遜轍された観瀾デー参が表承きれます。

　　　　　　　　　DGPS局による気象情報サービス（平成18年3月末現在）
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リスト表示／㈱光箪製作所製

6．6DGPSセンターからの情報の提供
　（ホームページ）

　DGPSセンターでは、次のURLで「全

国のディファレンシャルGPS局運用情報」

や「GPS衛星の情報」、「GPS衛星の配備状

況」について、リアルタイムで情報公開を

行っている。

●http：／／www．kaiho．milt．go　jp／syoukai／

時系列表示／㈱不二ロイヤル製

　soshiki／toudai／dgps／unyou．htm

●http：／／www．kaiho．milt．go．jp／syoukai／

　soshiki／toudai／dgPs／eisei．htrrl

●http：／／www．kaiho．milt．go．jp／syoukai／

　soshiki／toudai／dgPs／haibi．htrn

　（参考）E－mail：dgps＠kaiho．mliLgojp

　最新HPの情報内容は、次のとおり。

（2006．4．7現在）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　更新日時：2006／4／710＝55

最新情報につきましては、DGPSセンターにお問い合わせ下さいb．

局名 周波数 補正情報 気象情報 備　　　　　　　考

釧路埼局 288．OkHz 正常運用中 正常運用中 τYPE16による気象情報（尻屋埼、鮫角、襟裳岬、十勝大津、釧路港、納沙布岬）放送中

網走局． 309．OkHz 正常運用中 正常運用中 TYPE16による気象情報（金田ノ岬、能取岬、納沙布岬、釧路港、襟裳岬、焼尻島）放送中

宗谷岬局　　’ 295．OkHz． 『正常運用中 正常運用中 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．sYPE16による気象情報（神威岬、積丹岬、金田ノ岬、天売島、焼尻島、能取岬）放送中

積丹岬局 316．OkHz ．耳常運用中 正常運用中 TYPE16による気象情報（青苗岬、弁慶岬、神威岬、積丹岬、天売島、焼尻島）放送中

松前局 309．OkHz 正常運用中 正常運用中 TYPE16による気象情報（弁慶岬、入道埼、龍飛埼、松前小島、松前、青苗岬）放送中

浜田局 305．OkHz『 主常運用中 正常運用中 TYPE16による気象情報（見島、三島、石見大崎鼻、三度埼、西郷岬、経ヶ岬）放送中

丹後局 316．OkHz：　　　　● 正常運用中 正常運用中 TYPE16による気象情報（三度埼、長尾鼻、立石岬、経ケ岬、越前岬、舳倉島）放送中

舳倉島局 295．OkHz ．一 ｳ常運用中 正常運用中 TYPE16による気象情報（三度埼、経ケ岬、舳倉島、鳥ヶ首岬、沢崎鼻、弾埼）放送中

酒田局 288．OkHz， 正常運用中 正常運用中 TYPE16による気象情報（舳倉島、弾埼、飛島、入道埼、秋田港、艦作埼）放送中　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

尻屋埼局 302．OkHz 正常運用中 正常運用中 TYPE16による気象情報（松前小島、大間埼、恵山岬、藍屋埼、トドヶ埼、襟裳岬）放送中’

金華山局 316．OkHz 島正常運用中 正常運用中 TYPE16による気象情報（犬吠埼、塩屋埼、金華山、トドヶ埼、尻屋埼、襟裳岬）放送中

犬吠油日 295．OkHz　　　　■1 正常運用中、 正常運用中 TYPE16による気象情報（八丈島、伊豆大島、野島埼、勝浦、犬吠埼、塩屋埼）放送中

浦同局 321．OkHz ．正常運用中 正常運用中 TYPE16による気象情報（観音埼、本牧、車京13号地、海ほたる、第二海崎、洲埼）放送中

劔埼局 309．OkHz
噸正常運用中

正常運用中 TYPE16による気象情報（御前埼、石廊埼、伊豆大島、八丈島、劔埼、洲埼）放送中

八丈島局 302．OkHz 正常運用中 正常運用中 TYPE16による気象情報（八丈島、御前埼、石廊埼、伊豆大島、勝浦、犬吠埼）放送中・

名古屋局 320．OkHz 正常運用中 正常運用中 TYPE16による気象情報（桃田島、大王埼、四日市港、波ケ埼、伊良湖岬、「御前埼）放送中

大王埼局： 288DkHz 荘常運用中 正常運用中． TYPE16による気象情報（潮岬、桃出島、御座埼、大王埼、伊良湖岬、御前埼）．放送中

室戸岬局 295．OkHz 正常運用中 正常運用中 TYPE16による気象情報（土佐沖ノ島、足摺岬、室戸岬、友ヶ島、潮岬、大王埼）放送中

江埼．局 320．5kHz 正常運用中 正常運用中 TYPE16による気象情報（室戸岬、題画、地蔵埼、江埼、友ヶ島、潮岬）放送中

大浜局 321．OkHz 正常運用中 正常運用中 τYPE16による気象情報（佐田岬、八島、宇品、今治、六島、青ノ山）放送中

瀬戸口 320．OkHz 正常運用中 正常運用中 ’rrPE16による気象情報（若宮、台場鼻、都井岬、鶴御埼、佐田岬、土佐沖ノ島）放送中

若宮局 295．OkHz 正常運用中 正常運用中 TYPE16による気象情報（若宮、豆殴埼、三島、筑前相ノ島、対馬龍脳、見島）放送中

大瀬鉱煙 302DkHz 正常運用中’ 正常運用中 TYPE16による気象情報（女島、大瀬埼、対馬瀬鼻、若宮、草垣島、射手埼）放送中

都井岬局 309．OkHz 正常運用中 正常運用中 ’prPE16による気象情報（中之島、佐多岬、都井岬、細島、土佐沖ノ島、足摺岬）放送中

トカラ中之島局 320．5kHz 正常運用中 正常運用中 TYPE16による気象情報（筆利埼、中之島、草垣島、佐多岬、都井岬、射手埼）放送中

慶佐次局 288．OkHz 正常運用中 正常運用中 TYPE16による気象情報（西諸、平久保埼、池間島、久米島、伊平屋島、国頭岬）放送中

宮古島局 316．OkHz 正常運用中 正常運用中 TYPE16による気象情報（西埼、平久保埼、池間島、久米島、伊平屋島、国頭岬）放送中

補正情報
E業務休止　　　　　：大瀬二二（気象情報含む。）　　　　　　　　　3月23日09＝00～12；55

E補正情報未放送　　：犬吠埼、浦安、劔埼、八丈島局　　　　　　　　3月20日13＝14～1349（GPS衛星受信不安定の為、断続的に発生

気象情報
@・業務休止　　　　：トカラ中之島局（笠利埼、中之島、草垣島、佐多岬）3月22日、23日f300～1700

@　　　　　　　　　＝都井岬局（中之島、佐多岬）　　　　　　　　　3月22日、23日1300～1700

@　　　　　　　　　：二佐次局、宮古島局（国頭岬）　　　　　　　　3月22日目23日　1300～1700

@　　　　　　　　　：二佐次局（全観測所）　　　　　　　　　　　　3月23日13＝00～15＝15

@　　　　　　　　　＝トカラ中之島局、大瀬埼局（射手埼）　　　　　　3月28日09：00～13：00
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　　　　　　　　　　　　　　　　更新日時：2006／4／710：54

最新情報につきましては、DGPSセンターにお問い合わせ下さい。

衛星の運用状況 GPS衛星は現在、29個で運用されています。

衛星の利用不能予告
PRN＃07　4／718：30～4／918＝30　軌道修正
oRN＃06　4／1122：45～4／1210：45　軌道修正

　　　レ

q皇の利用不能状況
PRN＃30　3／1111：00～3／2806＝29　　利用不能
oRN＃25　3／22‘10：49～・3／2810＝44　　利用不能

oRN＃10　4／623：16ん4／700：14　機器保守

衛星の利用不能予告解除 な　し　　．

その他の情報

3／20　13二14～13＝49

ﾖ東～伊豆諸島近海でGPS衛星が断続的に受信できな
｢事例あり（原因不明、調査中：DGPSセンターの情報）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※情報の入手元：米国沿岸警備隊

（1）衛星の利用不能予告とは、米国によるGPS衛星の計画的な軌道修正・機器保守等により当該GPS

　　衛星を利用出来なくなる予告期間を示します。

（2）衛星の利用不能状況とは、衛星の利用不能予告に対する結果を示します。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　更新日時：2006／4／710：56

最新情報につきましては、DGPSセンターにお問い合わせ下さい。

PRN

ﾔ号

SV　　　’

ﾔ号

，衛星の型式
原子時計の

@型式

打ち上げ

N月日

運用開始

N月日

軌道面記号

^スロット番号

01 32 ブロック皿A セシウム 1992／11／22 1992／12／11 F6

02 61 ブロックHR ルビジウム 2004／11／6 2004／11／23 D1

03 33 ブロックIIA セシウム 1996／3／28 1996／4／9 C2

04 34 プロッターA ルビジウム 1993／10／26 1993／11／22 D4

05 35 ブロック豆A ルビジウム 1993／8／30 1993／9／28 B4

06 36 ブロック豆A ルビジウム 1994／3／10 1994／3／28 C1

07 37 ・ブロックHA ルビジウム 1993／5／13 1993／6／12 C5

08 38 プロッターA セシウム 1997／胴／6 1997／12／19 A3　　’

09 39 プロッターA ルビジウム 1993／6／26 1993／7／20 A1

10 40 ブロックHA セシウム 1996／7／16 1996／8／15 E3

11 46 ブロック亘R ルビジウム 1999／10／7 2000／1／4 D2

13 43 ブロック皿R
　㍗
泣rジウム 1997／7／23 1998／1／31 F3

14 41 プロツク皿R ルビジウム 2000／11／11 2000／12／11 ・　F1

15 15 ブロック1 セシウム 1990／10／1 1990／10／15 D5

16 56 ブロック∬R ルビジウム 2003／1／29 2003／2／19 B1

17 53 ブロックIIR－M ルビジウム 2005／9／26 2005／12／17 C4

18 54 ブロックHR ルビジウム 2001／1／30 2001／2／16 E4

19 59 ブロック豆R ルビジウム 2004／3／20 2004／4／6 C3

20 51 ブロック∬R ルビジウム 2000／5／11 2000／6／2 E1

21、 45 プロッターR ルビジウム 2003／3／31 2003／4／12 D3

22 47 プロツク∬R ルビジウム 2003／12／21 2004／1／13 E2

23 60 ブロックHR ルビジウム 2004／6／23 2004／7／10 F4

24 24
ブロック皿A　　　　e

セシウム 1991／7／4 1991／8／30 D6

25 25 ブロック皿A ルビジウム 1992／2／23 1992／3／24 A2

26 26 ブロック皿A ルビジウム 1992／7／7 1992／7／23 F2

27 27 ブロックEA セシウム 1992／9／9 1992／9／30 A4

28 44 ブロック皿R ルビジウム 2000／7／16 2000／8／17 B3

29 29 ブロック皿A ルビジウム 1992／12／18 1993／1／5 F5

30 30 ブロック皿A ルビジウム 1996／9／12 1996／10／1 B2

※情報の入手元：米国沿岸警備隊

7　おわりに

　海上保安庁が運用するDGPSシステム

は試験運用開始後、10年が経過し、機器

が老朽化し始めている状況から、国際機関

であるIALAにおける海上分野における

DGNSSの将来に関する勧告案を踏まえ、

IALA方式次世代型DGNSSシステムへの

移行について、検討している状況です。

　海上保安庁では、’今後も中波による

DGPSシステムを安定的に運用して、ユー

ザーに対する信頼を維持していきたいと考

えております。
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海洋ブロードバンドを用いた船舶の運航管理

東京海洋大学庄司るり

1．はじめに

　近年、陸上の通信はますます高速・大容

量化（ブロードバンド通信）を実現してい

る。それに引き替え海上の通信はいまだ

INMARSATを中心とした64Kbpsの世界

である。先進海運国における海運は、外航

海運・内航海運ともに運航形態に問題を抱

えており、これらの問題の解決にあたって、

いずれの場合にもそのボトルネックのひと

つは義母間通信である。この格差を是正し、

有効なインフラとして船瀬間通信を活用す

るため、「海洋ブロードバンドネットワー

クプロジェクト」と呼ぶ衛星を利用した高

速大容量衛星通信ネットワークを構築し、

このネットワークを利用した新たな船舶の

運航形態の検討を行ってきた。ここでは、

このプロジェクトの基本的な設計概念を示

し、この設計概念に基づいて構築したネッ

トワークシステムの運航管理への応用の可

能性を示す。

2．船陸軍の無線通信システムの変遷

　1990年台の携帯電話と無線LANの発達

により、陸上での無線通信システムにおけ

る通信環境は飛躍的に発展し、高速・大容

量通信が可能となった。第3世代の携帯電

話で、下り最大2．4Mbps、上り最大

144kbps（ベストエフォート型）が実現、

無線LANにおいては、2006年中に100Mbps

の通信が可能な高速無線PAN（Personal

Area　Network）が計画されている。

　海上における無線通信は、マルコー二の

無線電信通信の成功以来、船舶と陸上間お

よび船舶間の通信手段として発達してき

た。現在では、超短波、短波、中短波通信

の他に、インマルサット（INMARSAT：

1982年から運用開始）やN－STAR（1996

年から運用開始）等の衛星移動通信システ

ムが使用可能となっている。携帯電話は通

信エリアが限られているが、沿岸・港湾で

の使用には活用可能である。

　海上通信の宿命として、構築されたネッ

トワークがカバーしなければならないサー

ビスエリアは非常に広く、ユーザが分散し

ており、ユーザの種類も陸上より少なく陸

上のように一般用ではなく専ら業務用であ

ること等が挙げられる。これらのことから

通信料金は極めて割高となる。INMARSAT

の通信速度は64Kbpsで、本年6月には

128Kbpsのサービスが開始される予定であ

る。2005年12月に開始されたBGANサー

ビスの通信速度は492Kbpsだが、陸上と

比較すると満足できる通信速度は得られて

いない。Fig．1は、無…線通信システムの発

達の流れを示す総務省の資料であるが、海

上と陸上における通信環境の格差の広がり

が示されており、陸上の無線通信環境との

格差は約100，000倍にもなっている。
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Fig．1　Progress　of　radio　commuhication
　system（総務省資料）

3．海運と通信

　我が国の外航海運においては、最近の海

運市況の好転の波に乗って、今後5年間で’

900隻以上の日本の海運会社支配の船舶が

建造されると予想されている。しかしそれ

は日本人船員の増加や日本籍船の増加を

伴っておらず、船舶の便宜置肥船化、船員

の混乗化によってこの状況を切り抜けよう

としている。また運航管理を行う会社を海

運会社本体から切り離して別会社とすると

ともに、シンガポール、インドネシナ、イ

ンドなどに運航管理会社を移す傾向もあ

り、まさに海運の空洞化が進みつつある。

このような状況下にあって増え続ける船舶

のフリート管理等の円滑化、効率化のため

に、．船と本国を結ぶ情報通信手段は不可欠

なものになりつつある。現在、通信の多く

はドキュメント管理、表、図、写真の送受

およびインターネットからの天気図などの

情報収集等である。使用する通信インフラ

としてはインマルサットB（9600bps）、

インマルサットF（64Kbps）である。

　また最近の特に若者の世界的傾向として

はインターネットの無い職場はもはや時代

遅れとなり、TV受信など娯楽面を含めた

福利・厚生面や陸上からの情報提供による

船内生活の充実を望む声は高い。

　内航海運においては、船員不足と船員の

高齢化に伴う海技伝承の困難性から、外航

海運より遙かに深刻な状況である。内航船

の場合、まだ余裕のある外航船と異なり、

陸上支援の必要な領域は外航船よりも広

く、支援要求の緊急性も高い。その理由は、

出入港作業が多いこと、沿岸航海であるた

め見張り業務、避航、変針作業など航海業

務の負担が大きいこと、運航要員が平均5

人と極めて少ないこと等である。また内航

船の積荷の種類は多岐にわたり、乗船した

船舶の積荷毎に必要な作業は変わってく

る。また運航サイクルも一様ではなく船員

生活への影響が大きいこと、船体構造の違

いから操船技術習得に時間がかかること等

も問題である。このような内航船の特徴か

ら、画一的なマニュアルによる標準化では

対応しきれないことも、海技技術の向上の

妨げとなっている。しかし船野間通信が発

達し、様々な船舶間で情報交換が可能とな

り、乗船中でも広い知識を得られるように

なれば、高い技術や知識を持った有能な人

材育成にも繋がると期待できる。

4．運航形態の変遷と運航支援の必要性

　船舶の運航形態の変化は、ある意味では

船陸間通信の発展により変化してきたと言

える。Table．1はその様子を示している（1）。

すなわち船が海上の輸送手段として登場し

て以来長く続いた第1世代では、船舶の運

航は陸上からの支援がなく自律的に成り

立っていた。第2世代に至り、運航の形態

の一部が陸上に委ねられるようになった。

この状態はようやく19世紀の終わりから
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20世紀に至る時代に始まり、現在は次に

述べる第3世代への過渡期であると考えて

よい。第3世代は、船舶と陸上にある支援

システムが一体となった協調運航（Shore

to　Ship　Cooperation）が実現する時代であ

る。この時代の到来に際し不可欠なインフ

ラが、船と陸を結ぶ通信インフラである。

Tablej　Changes　ih　ship　management　form

世代
船舶から見

ｽ運航の主

ﾌ性

運航の独立

ｫ
よく見られ
骼條

第1世代 自律的 自立的 過去

第2世代
自律

ｼ律的
自律

ﾋ存的

近過去

ｻ在
ﾟ未来

第3世代 他律的 依存的 将来

5．海洋ブロードバンドネットワーク

5．1　海洋ブロードバンドネットワークの

　概要．

　海洋ブロードバンドネットワークは、衛

星追尾アンテナを搭載した船舶局、通信衛

星、地上管制局および陸上拠点から構成さ

れている。通信衛星としては、JSAT㈱の

東経150度の赤道上、36，000km上空の静止

軌道上に配置されているJCSAT－1Bを

使用している。通信周波数は、雨などによ

る減衰の比較的少ないKuバンド帯（無線

周波数10．6－15．7GHz帯）である。　JCSAT

－1Bの通信サービス提供エリアをFig．2

に示す（2）。

　Fig．3は、海洋ブロードバンドネットワー

ク全体構成図である。船舶局としては、東

京海洋大学練習船「汐路丸」、独立行政法

人航海訓練所練習船「銀河丸」および宇部

興産海運株式会社所有セメント運搬船「新

栄丸」の3隻を実験船として使用している。

　地上管制局は、JSAT㈱の横浜衛星管制

センター（YSCC：Yokohama　Satemte　Control

Center）にあり、専用アンテナを使用して

通信衛星の管制業務を担当している。

　陸上拠点とは、各船舶を所有する東京海

洋大学、独立行政法人航海訓練所および宇

部興産海運株式会社のことで、これらは光

ケーブル回線を用いて、IPネットワーク

に接続している。各船舶、通信衛星、地上

管制局および陸上拠点間では、仮想プライ

ベートネットワーク（VPN：Virtua1　Private

Network）を構築し、高いセキュリティを

保証するネットワークとなっている。

Fig。2　Service　area　of　JCSAT－1　B

Fig．3　System　Configuration　of　Maritime

　Broadband　Network
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5．2　海洋ブロードバンドネットワークに

　関する評価実験

　海洋ブロードバンドネットワークシステ

ム構築当初の2003年11月から2004年8

月の期間に、航行中の船上におけるアンテ

ナの性能と通信状態の確認を目的とし、汐

路丸を用いて様々な実験を行った。

　汐路丸に搭載されたアンテナシステムに

おける衛星り捕捉・追尾は、アンテナシス

テム自身のGPS－（Global　Pos逝oning　System）

受信機と本船のジャイロ信号を基準とし

て、自動的に行われている。しかしi操船や

外乱により引き起こされる船体運動が大き

くなると、衛星の捕捉・追尾において十分

な精度が得られなくなり’、ビーム受信レベ

ルが低下することが確認された。このよう

なビーム受信レベルの低下は、船舶からの

送信時衛星に対して送信ビームが偏れ、場

合によっては他の衛星に電波を当てる結果

となる。実坪実験結果から、アンテナ制御

システム内に、電波の受信電力が電圧レベ

ルで0．7V以上の低下があった場合には、

送信キャリアを停押するインターロック機

能を実装するインヒビット・ボックス

（Inhibit　Box）の追加を行った。

　また汐路丸における航行試験において、

航行時の船体運動による影響を確認した結

果、ヨーレートが大きくなるほど、つまり

旋回角速度が増すにつれ、アンテナの衛星

追尾性能が低下し、インターロック機能が

作動することが分かった。これらの結果か

ら汐路丸の場合、目安として旋回角速度が

2。／sec以上では、アンテナが衛星を追尾

出来なくなることが分かった。

　衛星は船舶から見て常に一定の方位にあ

るため、船体構造物の遮蔽によって衛星を

見透かすことができずに電波を遮る場合が

ある。船体構造物が電波の送受信に影響を

与える範囲をプロッケージ・ゾーン（Blockage

Zone）として、送信電波を停屯することと

した。

　このネットワークはこれまでのところ船

から．陸および陸から船への通信速度は

1．OMbpsを実現しているが、船から陸へは

2．OMbps、陸から船へは4．OMbpsを実現で

きる免許を取得している。地上回線の光回

線はブロードバンド（Bフレッツ：NTT地

域会社のデータ通信サービス）であり、そ

のラインでの遅延は、現在の実験中に特に

問題はなかった。

6．海洋ブロードバンドネットワークを用

　いた運航支援

　Table．2は、高速大容量通信の船舶への

応用に関して現在考えられる応用分野につ

いて示している。

　Table．2の中でも最も早く実現される応

用は、ブロードバンド通信の運航管理や誘

導制御への応用であると考えられる。後者

の海洋ブロードバンドを用いた誘導制御、

特に船員不足に悩む内航船の沿岸航海にお

ける航路誘導などの分野への活用は進んで

いる。ただし、高度な運航を行う場合には、

法整備も必要である。

6．1　福利・厚生

　鮮明な画像を利用した遠隔治療や衛星放

送の安定的な受信のように、海上で生活す

る人々も陸上と同じ環境で過ごせること

や、家族との連絡はもとより世界中の情報

を得ることができるようになること等の生

活環境の高度化が、船員不足解消に役立つ
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Table．2　Contents　of　Management　Service
　using　Maritime　Broadband

分野 項目 主な情報形態 内容

船員福利
画像・デー

^
TV電話、メール
ﾈど福

利
・
厚
生

遠隔医療
画像・デー

^
船内患者の治療指

ｱ
娯楽・イン

^ーネット
画像・デー

^
衛星TV、スカパー

ﾈど

船外監視
》
画
像

カメラの遠隔操作

ﾉよる船外監視、
ｩ張り

安
全
運
航

船内監視 画像
カメラの遠隔監視

ﾉよる船内状況の

c握

船体モニタ

潟塔O
データ

船体応力、姿勢な

ﾇのリアルタイム
ﾄ視、記録、解析

運
航
管
理

機関モニタ

潟塔O
データ

主機関状態のリア

泣^イム監視、記
^、解析

貨物モニタ

潟塔O
データ 貨物の状態監視

気象・海象 データ

ひまわり等の海、

C象戦報入手（波
Q、気象情報）

航
行
支
援

ウエザー
求[ティン
O

データ
推薦航路などの提

航路情報 データ
海上交通レーダ情

�A港内状況惜報

航
路
誘
導

指定航路追

]
画像・デー

^

見張りと情報と組

ﾝ合わせた針路、
ｬ力制御、衝突回

港内操船
i離着桟な
ﾇ）

画像・デー

^

針路、速力のリア
泣^イム情報によ

髏ｧ御による

故障管理 データ
全フリートの故障

fータ管理、解析
船
舶
管
理

故障診断 画像 故障対策

パフォーマ
塔X管理

データ 船舶性能、管理

海難通報
画像・デー

^・音声
海難発生時の状況

ﾄ視
危
機
管
理 損傷制御・

ﾄ視
画像・音声

損傷箇所の状況監

汲ﾆ対策

海洋汚染情
画像

周辺海域の汚染状

ｵ情
報
提
供

海洋気象情
データ通信

気象、海象、潮流

ﾊ報による地球環
ｫ予測への貢献

ことが大いに期待できる。

　また配乗が変わる際、配乗先の船舶や積

み荷の情報を予習することや現在の乗組員

からの情報を得ることで、船員の技術や知

識の向上が期待できる。船員の生活レベル

や技術の向上は、船員の質（ステータス）

を上げることに繋がり、海運界そのものの

底上げを行っていくことになる。陸上でも

デジタルデバイドによる情報格差が収入格

差に繋がることが懸念される現在、海上に

いる船員もその例外ではないと考える必要

がある。

6．2　内航船の運航支援のあり方

　本研究では、船舶の運航形態が陸上との

協調型になりつつある中で、ブロードバン

ド通信で収集した大量のリアルタイムの

データをダイナミックに用いて、これまで

の経験の積み上げによる船内における協調

型の運航体制を、陸上の船舶管理を行う側

にも広げて、海陸協調型の学習型、予測型

の運航管理手法を構築することを目指して

いる。我が国の船員が経験によって伝達し

てきた各船固有の運航性能などの情報を、

ブロードバンド通信から得られる大量の情

報を用いて陸上で情報処理を行い、船舶の

予測型運航に役立つシステムを開発してい

く。

　そのため例えば運航管理手法としては統

計的手法により、得られたデータから各船

の現在の状態について因果関係を示す統計

モデルを自動的に作成し特徴づけ、それを

逐次的に時間更新しながら予測精度を高め

ていく必要があると考える。また海洋学、

造船学、機関学、航海学において、これま

で得られた決定論的な知見を基本として、
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時間更新過程において、高速大容量通信を

使って現場から得られる時々刻々に得られ

るデータをその中に埋め込みあるいは同化

（Data　assimilaUon）させ、船体の運航状態

を精度良く予測する方法を検討する。

6．3船難間でのデータの共有

　船陸問でのデータの共有については、船

陸間で得られた全てのデータを送受信する

のではなく、船内において算出されたデー

タの特性値である基本統計量、すなわち平

均値、分散、歪み度、尖り度、異常値や、デー

タから得られるトレンドモデルや季節調整

モデルなどのパラメトリックな統計モデル

などを、その統計量、統計モデルの置かれ

た時間履歴、環境値とともにデータベース

化し、同時に陸上へ伝送することを検討し

ている。これによって陸上に送信するデー

タ量の軽減がはかれる。

　陸上においては蓄積されたデータの特性

値の中から、平均速力と平均燃料消費量の

関係、シーマージンの算出などを自動的に

行い、船舶の運航管理の基本的資料にする

と共に、時間が経過した後に適当な間隔で

自動的にあるいは陸上の運航管理者によっ

て解析を行う。

7．船舶運航情報の監視例

　適切な運航支援を行うためには、航行中

の船舶の情報を船難間で共有し、陸上で利

用出来る必要がある。ここでは、陸上での

船舶運航情報監視の例を示す。

7．1　汐路丸の運航管理について

　汐路丸を使用した実船実験は、2003年7

月から開始され、前述したネットワークの

性能に関する実験の他に、多くのアプリ

ケーションを使用した実験を行った（3）。本

船には船内LANが整備されており、サー

バと接続することにより、実時間の航海情

報、機関情報を陸上に伝送することができ

る。Fig．5は汐路丸から陸上に送られた1

秒毎の航海情報（左側）と機関情報（右側）

を陸上側で表示した画面である。本システ

ムでの伝送遅れは300msec以下で、監視（モ

ニタリング）はもちろん遠隔制御実験に置

いても問題はなかった。

Fig．5　Navigation　and　Engine　Monitor　of　Shioji　Maru
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7．2　銀河丸の運航管理について

　銀河丸は、船内LAN環境が充実してお

り、航海系および機関系の多くの情報を収

集することが可能である。また銀河丸では、

収集された情報、レーダARPA（Automatic

Radar　Plotting　Aids）および船内外に設置

されたカメラの映像を、CATV（Cable

Television）連携により船内TVで表示する

ことが出来る。この船内TVで表示される

映像を海洋ブロードバンド経由で陸上側に

送信することで、各種情報を映像情報とし

て入手できるようになっている。Fig．6は、

2005年7月に瀬戸内海航行中の銀河丸か

ら伝送された動画の映像で、左側は船外カ

メラの映像、右側は銀河丸船橋に設置され

たレーダARPAの映像である。

Fig．6　0utside　image　and　radar　image　of　Ginga　Maru

7．3　新栄丸の運航管理について

　本研究では、宇部興産海運株式会社（以

下、本社と記す）が所有するセメント運搬

船「新栄丸」を用いて、海洋ブロードバン

ドネットワークシステムの運用実験を行っ

た。新栄丸では各種船舶情報を収集し、航

海中は1秒毎に東京海洋大学と本社のデー

タサーバにリアルタイムに伝送される。ま

た航海中は、毎正時を挟んだ±300秒（±

5分間）のデータを保存しておき、通信可

能な場合は1時間毎に、夜間の分は通信可

能となったときにまとめて、データサーバ

に伝送される仕組みとしている。

　新栄丸で収集された情報を海洋ブロード

バンドネットワークに参加している各所か

ら閲覧できるように、Webブラウザによ

る閲覧システムを作成した（7）。そのトップ

ページには、1秒毎に伝送されてくるリア

ルタイムデータを5秒毎に更新し、表示す

るようになっている。

　本船のコンパスデッキ右舷側には、ネッ

トワークカメラを設置してある。Fig．7は

このカメラからの映像で、画面左側のメ

ニューからパン・チルト・ズーム等の遠隔

操作も可能である。Fig．7の右下の船舶の

映像は、左の映像の拡大映像で、船首左舷

側の自動車専用船を鮮明に見ることが出来

る。Fig．7の右上の画像は、コンパスデッ

キに設置したカメラの10分毎の記録映像

の検索画面である。

　新栄丸の機関室には2台のカメラが設置

されており、1台は音声の送受信ができる。

陸上側では、カメラを遠隔操作しながら、

機関室内の音や声をモニターすることがで

一46一 JACRAN，　No．47・48（2006）



きる。Fig．8は、エンジンルームIPカメ

ラ2の映像で、機関室内での作業の様子を

撮影したものである。陸上にいる熟練者や

専門家がこのような映像を利用すること

で、より的確な助言を与えることが可能と

なる。

　Fig．9は、新栄丸から伝送されてきた各

種船舶情報の時系列表示例である。

Fig．7　1mage　of　network　camera　at
　Compass　deck

賜≒轟

Fig．8　1mage　of　Network　camera　at　engine

　room

8．まとめ

．本論は、高速大容量通信を用いた船舶の

運航管理に関して、海洋ブロードバンド

ネットワークシステムの基本的な設計概念

とその必要性およびこのような通信環境で

実現される運航支援の有効性を検証した。，

　現在の運航形態は、第2世代と第3世代

の問、すなわち自律的な形態から陸上支援

を受け他律的な形態への移行期にあると言

われている。しかしこれまでの研究から、

第3世代へのボトルネックは船陸士通信の

陸上通信との格差にあることが分かってい

た。著者らは、そのボトルネックを取り払

い、新たな先進国型運航形態に移行する有

効なインフラとして船号間通信を活用する

ために、海洋ブロードバンドネットワーク

を構築してきた。そしてこのネットワーク

を利用した新たな船舶の運航形態の構築の

試みを行い、実証実験によりその有効性を

検証した。またアンケート、種々のヒアリ

ング、シンポジウム等を通じて、内航海運

においては、深刻な船員不足と高齢化のた

めに、外航海運よりも切実に陸上からの運

航支援や船内生活の高度化を推進する必要

があることが分かった。

　今後は、これまでの経験の積み上げによ

る船内における協調型の運航体制を、陸上

の船舶管理を行う側にも広げて、海陸協調

型の学習型、予測型の運航管理手法の構築

を目指していく予定である。
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高速移動体向け高精度測位補正技術に関する研究開発

電子航法研究所　伊藤　　憲

1．はじめに

　現在、我が国においては全地球的測位シ

ステム（GPS）による測位技術の利用が拡

大しており、カーナビゲーションを始めと

した交通分野や測量、防災、国土管理など

幅広い分野で利用されているが、GPSに

は山岳や都市部のビル等により遮られ、十

分な数の衛星からの信号を受信できない地

域が存在するという問題がある。

　さらに、現在のGPSを単独で用いて得

られる位置の精度は、列車などの高速移動

体にとっては十分ではなく、さらに、位置

精度の信頼性が保証されていないことか

ら、安全性を重視する用途では何らかの手

段を用いて、求められた位置の信頼性を確

保する必要がある。

そのため、国土交通省では、常に天頂付近

に見える準天頂衛星（平成21年度打ち上

げ予定）を利用することにより、測位不可

能な地域を縮小し、高速移動体にも適用で

きる高精度測位補正技術とともに移動体へ

の利用技術を確立するための研究開発に取

り組んでいる。

電子航法研究所は、国土交通省における技

術開発の一環として、平成15年度から、

高速移動体に適用可能で、かつ、信頼性を

確保できる高精度測位実験システムの開発

を開始した。

　ここでは、電子航法研究所における研究

開発の概要について報告する。

2．準天頂衛星システム

　図1は準天頂衛星軌道の地上軌跡の例で

ある。この図では、離心率が約0．1で、軌

道傾斜角が45度である。このような軌道

の衛星は、日本付近で、約8時間、仰角が

70度から80度と高くなり、その間はだい

たい天頂方向に見えることになる。そのた

め、この衛星は準天頂衛星と呼ばれている。

この準天頂衛星を3個組み合わせると、各

州天頂衛星が8時間ずつ次々に日本上空に

見えるようにすることができる。言い換え

ると、24時間のうち、いつでも、いずれ

かの準天頂衛星が天頂方向に見えているこ

とになる。

　このような準天頂衛星は、常に、高い仰

角で見えるので、都市部や山間部でも、建

物や山岳により信号が遮られることが少な

くなる。これが、θ ?V頂衛星の大きな特徴
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図1　準天頂衛生軌道の地上軌跡
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である。

　準天頂衛星を用いたシステムについて

は、民間の通信放送事業（高仰角からの移

動体通信・放送サービス提供）に国の衛星

測位研究開発（GPS補完・補強）を組み合

わせた形で、平成15年より研究が開始さ

れた。平成18年3月にこの方針が見直され、

段階的にシステムを整備することになっ

た。

（1）第1段階：、初号機（測位単独衛星）に

　よる技術・利用実証（平成21年打上げ）

（2）第2段階：2号機、3号機を打上げ、

　システム実証（打上げ年度は未定）

　民間は第2段階以降に事業化を行うかど

うかを判断する予定である。初号機の開発・

実証はJAXA（宇宙航空研究開発機構）が

担当する。計画レベルでは文部科学省がと

りまとめを行う。馳

　準天頂衛星を用いる測位関連測位技術開

発は4省（文部科学省、総務省、経済産業省、

国土交通省）関連の研究機関が中心になつ

　　準天頂衛星
高仰角から補正情報を伝送 馨

喝

ており『、宇宙航空研究開発機構は、GPS

と互換性を持った、LIC、　L2、　L5信号の

開発を行う。電子航法研究所は、GPSよ

り更に精度の高い広域補強信号（L1－SA［F：

Submeter－class　Augmentation　with　Integrity

Funcdon）の技術開発を担当している。測

位衛星に欠かせない原子時計は，日本の時

刻標準を管理している情報通信研究機構、

さらに産業技術総合研究所が担当してい

る。

3．実験システム

　電子航法研究所は国土交通省の委託を受

けて、準天頂衛星を用いる高精度・高信頼

性の測位補正技術を開発している。この開

発の目的は、鉄道などの高速移動体の安全

性向上に寄与する高精度測位システムの実

現ということである。

　また、目標としている測位精度は1m程

度、そして、信頼性の確保のために完全性

監視機能を持つ方式の開発を検討してい

・　驚

麟星

瀞ヅ謡纐撃墜癖灘
酒譲騨

電子基準点

GPS信号受信

♂”竓�W．、

　軌道推定誤差

三巴難へ

平氏鷺1

周期情報により

これらの誤差を除去
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鐘糟灘鐵

　　　讐鐡　　　　　　　　へ　　　　へ

磯GPS互換信量議

　　　禽繍欝馨簿織麟季
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図2　高精度測位実験システム概念図
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る。そして、高精度・高信頼性の実現のた

めに、国土地理院の電子基準点で得られる

データを利用する。なお、この開発は、

SBASで用いられている方式に基づいて

行っている。

　図2は、高精度かつ高信頼性を持つ高精

度測位補正技術の実験システムである高精

度測位補正実験システムの概念図である。

　電子基準点で得られたデータを電子航法

研究所で収集し、そのデータを用いて、高

精度かつ高信頼性の測位を可能にする補正

情報を、電子航法研究所におけるテストシ

ステムで生成する。

　測位誤差要因には、衛星の軌道推定誤差・

時計誤差、電離層や対流圏における伝搬遅

延の推定誤差がある。これらの誤差に対す

る補正情報を生成する。

　生成した補正情報は、地上局および準天

頂衛星を経由して利用者に送信される。送

信周波数はL1（1575．42MHz）であり、補

正情報のデータ伝送速度は250bpsである。

利用者はその補正情報を利用することによ

り、高精度・高信頼性の測位が可能になる。

　なお、補正情報を利用者に向けて送信す

るときに、GPS互換信号も送信する。

　L1－SA【F信号はSBASと同様、広域型の

補正情報およびインテグリティ情報を含

み、かつ追加のレンジング信号（C／Aコー

ド）として利用できる、という特徴を持っ

ており、信号とメッセージ構造はSBASと

同じ仕組みとなっている。L1－SAIF補正情

報データ構造を図3に示す。

　8bits

oreamble
　　6bits

lessage　ID

212bits

cata

24bits

bRC

図3　L1－SAIF信号補正情報データ構造

　この図のとおり、L1－SAIF信号に含まれ

る補正情報のデータ形式は、8ビットのプ

リアン『ブル、6ビットのメッセージID、

そして24ビットのCRCから構i成される。

残りの212ビットがデータフィールドとな

るが、これはSBASと全く同じ構造である。

4．年次計画（図4）

　図4に示す年次計画は大きく3つに分け

られる。すなわち、補正情報を生成する方

式を検討する期間、補正情報をリアルタイ

ムで生成するシステムを構築する期間、そ

して、構築したシステムを評価する期間、

である。

平成15、16年度において、補正情報を生

成する方式を検討し、その方式により、高

精度かつ高信頼性の測位が可能であること

を、電子基準点のデータをオフラインで用

いて検証した。

　平成17年度から19年度にかけては、平

成16年度までに開発したシステムを改修

し、電子基準点のデータをリアルタイムで

利用して高精度かつ高信頼性の測位が可能

となる補正情報を生成するシステムを開発

する。また、この期間には、平行して、プ

ロトタイプ受信機の開発も行う。

　平成20年度には、補正情報をリアルタ

イムで生成するシステムとプロトタイプ受

信機を組み合わせて、高精度かつ高信頼性

の測位が可能であることを実証するための

総合試験を実施する。総合試験は、衛星シ

ミュレータを用いて地上で実施する。

　そして、平成21年度に打ち上げられる

予定の準天頂衛星を用いて、平成22年度に、

実衛星を用いる評価試験を行う。
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平成15年度 平成16年度

　（補正情報生成方式開発）

盟一難舞 ．蟹撫

平成17年度 平成18年度　平成19年度

（補正情報リアルタイム生成システム開発）

聾
－
襲

鞭㌘… F＝葱灘

平成20年度

（実

平成21年度

証　　試

平成22年度

験）

・技擦三三凝，

準天頂衛星

　打上げ

図4　年次計画

5．研究開発項目

（1）完全性監視方式の開発

　完全性監視とは、利用している衛星測位

システムが期待される性能で利用できるか

どうか判断することである。利用している

衛星測位システムが利用できないと判断さ

れたら、利用者に警報が出される。この警

報により、利用者は、安心して衛星測位シ

ステムを利用できることになる。このよう

にして、完全性監視により信頼性が確保で

きることになる。

（2）伝搬遅延推定方式の開発

　本システムでは、誤差要因毎に誤差を評

価して、その誤差に対する補正情報を利用

者に送る。誤差要因という場合、具体的に

はく衛星の位置誤差、電離層や対流圏を通

過するときには生ずる遅延誤差、マルチパ

ス誤差、受信機ノイズなどがある。

　この研究開発ではこれらの誤差要因のう

ち、電離層遅延および対流圏遅延を高精度

に推定し補正する方式について検討してい

る。

（3）補正情報作成・配信方式の開発

　この開発では、どんな内容の補正情報を、

どんな形式で作成し、作成した補正情報を、

どんな順番で送信するか、などについて検

討する。

（4）プロトタイプ受信機の開発

　プロトタイプ受信機というのは利用者用

受信機のことで、今回開発しているシステ

ムにより生成された補正情報を用いたとき

に、どのような測位精度が得られるかなど

の評価に利用する。

（5）評価試験

　開発したシステムが、実際に、要求され

る機能・性能を持っているかを評価するた

めの実証試験を実施する。

6．これまでに得られた成果

6．1　完全性監視方式の検討

　人命に関わる用途など安全性の確保が重

要な利用者に対して測位情報を提供する場

合、その情報を用いることの安全性の度合

いについても同時に捉供する必要がある。
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提供する測位情報についての安全性に関し

ては、航空機を対象とした静止衛星型衛星

航法補強システムSBASにおいてのみ、「完

全性」として厳密な定義がなされている。

　一般に、完全性とは、システムが使われ

るべきではない時、利用者に対して直ちに

（要求された時間内で）そのことを伝える

か、もしくは自らそのサービスを停止でき

る能力のことである。

　電子航法研究所で開発を進めている高精

度測位実験システムでは、完全性監視方式

としてSBASで用いられている方式を採用

することにした。

　SBASでは、測位誤差が、利用状況に応

じて規定される一定の値（警報限界）以内

になっているかを監視するため、プロテク

ションレベルと呼ばれる量を算出する。こ

こで、プロテクションレベルとは、所要の

確率でその範囲内（真の位置を中心、プロ

テクションレベルを半径とした円）に測位

結果が入っていることを保証するものであ

る（図5参照）。プロテクションレベルが

警報限界を超えると利用者受信機は警報を

発する。こうすることで、利用者が安全に

システムを利用できることを保証する。

真の位置

　　　　　　　　　　　　　　プ

ﾊ置　　x　x、　旱
Xx m嚢・　多

・　崇Xx　　　　ヨx　X　x　　x　　　　ン

誤

X：測位結果

図5　完全性監視の概念

誤差分布

6．2　伝搬遅延推定方式

6．2．1　電離層遅延推定

　電離層遅延には、季節的な変化および日

変化があり、また、仰角への依存性がある。

遅延量の大きさは、距離換算で、数m～数

十m程度と言われている。

　電子航法研究所が開発を進めている高精

度測位実験システムでは、SBASで用いら

れている電離層遅延量推定方式の改良を行

うことで、電離層遅延量の高精度推定を目

指している。

　まず、SBASで用いられている電離層遅

延量推定方式を簡単に説明する。（図6）

　SBASでは電離層を高度350　kmにある単

一の層と仮定する。そして、地上のモニタ

局において、このGPS衛星からの信号を

観測して得られる遅延量を、この単一層の

中の三角形の点における遅延量であると見

なす。こうして得られる三角形の点におけ

る遅延量の観測値から、この単一層の上に

仮想的に置かれた格子点、すなわち、図の

四角形の点における垂直遅延量をマスタ局

で推定する。この推定した遅延量により一

種の遅延量のマップを作る。そのマップを

衛星経由で利用者に送る。利用者は、送ら

れてきたマップに基づき、受信信号の遅延

量を推定する。

　目標精度を実現するためにはSBASで用

いられている電離層遅延量推定方式を改良

する必要がある。改良の方法として、電離

層格子点間隔の細分化および電離層モデル

の多層化が考えられる。また、各格子点に

おける垂直遅延量を観測量から求める方法

も改良すべきであると考えられる。

　図7は、SBASで用いられている方式に

対する改良のうち、電離層を多層化モデル、
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　　　　↓

　　　　11m
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図6　SBASによる電離層補正の概念図
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　図7　電離層遅延量推定結果の一例

具体的には3層のものとして扱った場合の、

電離層遅延量の推定結果の一例である。大

宮とPRN　14のGPS衛星との間の電離層遅

延量について、実測値（図の観測遅延量）と、

3層モデルによる推定値（図の補間遅延量

（三層））を比較した結果である。モニタ局

数は30である。なお、SBASで用いられ

ている「単層モデル」による推定結果は「補

間遅延量（単層）」と表されている。

　この図の場合、実測値と3層モデル推定

値の差は、0．2m程度となる。一方、実測

値と単層モデル推定値の差は、0．7m程度

である。推定目標値は0．4mなので、3層

モデルを用いると、目標値が達成できるこ

とが分かる。

6．2．2　対流圏遅延推定

　SBASでは、対流圏遅延量を補正情報と

しては放送せず、利用者側で気温・湿度な

どの平均値や季節変動を考慮して推定して

いる。日本付近では、季節、場所で水蒸気

分布が大陸地域よりも不均質であるため、

1m程度という測位精度を目標とするシス

テムにおいては、対流圏遅延誤差は考慮し

なければいけない課題となる。電離層遅延

量に加え、対流圏遅延量も補正することに

より、目標とする測位精度の実現が期待で
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きると考えられる。

　対流圏遅の特徴は、仰角に依存して変化

する、季節的な変化、短期的な変化、日変

化があるということである。遅延量の大き

さは距離に換算して数メートル、また、1

日における変動量は垂直方向で20cm程度

と言われている。

　対流圏遅延量推定方式は、遅延量を推定

する側（テストシステム側、利用者側）、

推定の方法などにより分類される。現在、

準天頂衛星システムによる高精度測位補正

において検討している方式は下記のとおり

である（図8参照）。

①モデル方式：SBASで用いられている

　方式、観測している月日と緯度からモデ

　ルを用いて遅延量を推定する方式

②ユーザ気象センサ方式：利用者が持つ

　気象センサのデータを利用して利用者が

　遅延量を推定する方式

③　広域気象センサ方式：気象庁が配信す

　る気象データを用いてテストシステム側

GPS衛星

癖

　または利用者側が遅延量を推定する方式

④広域GPSデータ方式：電子基準点の

　データを用いてテストシステム側が遅延

　量を推定する方式

　推定した結果を利用者に送るという方式

は、電離層遅延量補正方式と似た方式であ

ると言える。

　現在、③および④の方式を中心に、それ

ぞれの方式で補正情報のデータ量がどれく

らい必要か、また、それぞれの方式を用い

たときにどれくらい正確に遅延量の推定が

可能かなどについて、定量的に検討してい

る

　図9は電子基準点データを用いて推定し

た対流圏遅延量の一例である。

　図9（a）は、電子基準点における対流圏

遅延量（垂直方向）を示したものである。

図9（b）は、図9（a）の結果を補間して得

られたものである。なお、この図の場合、

対流圏遅延量の推定精度は、約2cmと見積

もられている。

準天頂 　GPS衛星

麟轡
電離層

隔
謬
、

対流圏

④広域GPS
データ方式蘭

方
　
　
△
T
臨
　
　
鼠

欝
羅顎

戸
磨

③広域気象
センサ方式

　　　　　　翻①モデル方式

図8　対流圏遅延補正方式概念図

電波航法　No．47・48（2006） 一55一



2◎◎2－23◎◎蓬一3◎一登O

曇導費

磁

4謙費

偽σ

30角

建欝

．《　　　ウ

賦を ﾓ　」卜

攣轡

　　　　　　　　メ
　　　　　　〆ノ／

．ノ

　　メ
　癬　　、
r毒曲

1
霊
1

鴫
難

鑑畿

灘
馨葛瞬駐

艶ぼ

櫛　　櫛・　1§ぴ　髄・　講”　145醒　霊蛋姻　w1欝

　図9（a）対流圏遅延量推定結果例
　　　　　　：補間なし

藝§’

F崖2¢◎2－23◎01－3◎一◎難

　この節では、誤差要因のうち、伝搬遅延

に関する検討状況を説明した。衛星の軌道

やクロックの推定については宇宙航空研究

開発機構が担当しており、電子航法研究所

は、その結果を利用して補正情報を生成す

る。

耀
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3窪

＄q’

碧窪
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図9（b）

、
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対流圏遅延量推定結果例
＝補間あり

6．2．3　測位誤差評価結果例

　これまで説明してきたような方式で伝搬

遅延が推定した場合の測位誤差をオフライ

ンで評価した結果の一例が図10に示され

ている。

　図9にはGPSのみを用いた場合の測位

誤差と、GPSからの信号に1現在開発し

ているシステムで生成された補正情報を適

用した場合の測位誤差が示されている。こ

の図から、GPSのみでは測位誤差が1．84m

㎜sであるが、補正情報を適用すると、

0．42m㎜sに改善されることが分かる。な

お、この図は、マルチパスの影響があまり

大きくないときの結果である。

鷺
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、
メ
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図10　測定誤差評価結果例

補圧あ響

6．3　補正情報生成・配信方式の開発

6．3．1補正情報生成・配信方式の検討

　SBASではすべての補正量が一度に送信

されるわけではない。補正量の種類、すな

わち、電離層遅延量や、衛星軌道・クロッ

クの補正量、完全性監視に関する補正量な

ど、それぞれの補正量に対応した「補正情

報」が生成される。各補正量に対応した「補

正情報」は「メッセージタイプ」と呼ばれ

る番号で区別される。0から63までのメッ

セージタイプがあり、SBASでは、そのう

ちの半分程度が使われているだけである。

SBASでは、この補正情報を、適当な順番

で送信することで、利用者が必要な補正量
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を送信している。

　各補正量に対応した「補正情報」の長さ

は250ビットで、1秒に1個送信される。

すなわち伝送速度は250bpsである。

　準天頂衛星システムQZSSでは、高精度

測位を実現するためにSBASの場合よりも

多くの補正情報が必要になるので、SBAS

で利用されていないメッセージタイプに、

高精度測位用補正量を割り当てる。この

メッセージタイプには、電離層遅延量を高

精度で推定するのに必要な情報や、対流圏

遅延量に関する情報が含まれることにな

る。QZSSで用いられる補正情報のビット

構造や伝送速度はSBASと同じである。

　そして、これらの補正情報が有効な時間

には限りがある。それぞれの補正情報が有

効でなくなる前に補正情報を更新する必要

がある。この点を考慮して補正情報の送信

順を検討している。

6．3．2補正情報リアルタイム生成・配信

　システム

　図11は平成17年度から開発を始めてい

る補正情報リアルタイム生成・配信システ

ムの構成図である。モニタ局データである

電子基準点データは日本測量協会から収集

する。そのデータを用いて補正情報を生成

する。その補正情報は、JAXA地上局を経

由して準天頂衛星に送信される。本システ

ムには、生成した補正情報を保存するデー

タサーバやシステムを監視する装置も含ま

れる。また、電子航法研究所に利用者用受

信機を設置して、準天頂衛星から放送され

る補正情報をモニタすることも計画してい

る。

　図12は補正情報リアルタイム生成・配

信システムの外観図である。一番左側の

ラックが電子基準点データをリアルタイム

で収集する装置、その隣が補正情報を生成・

配信する装置、右側のラック2本はデータ

サーバである。補正情報を生成・配信する

装置については、これまでにすべてのバー

国土地理院／日本測量協会

電子航法研究所

「圏一■■國嗣■1
置オフラインデーター

l処理装置；
」＿＿＿＿＿＿＿1

プロトタイプ

受信機

補正情報リアルタイム

生成・配信システム

　　　　「’■■一『■■■一國一

電子基準点データ

「幽�鼕u■l
l丁一タl
lサーバ，
」　＿　＿　＿　＿　一

　　　　　　　　　　　　　コ　ロ　　　コ　の　　コ
　　　電子基準点データリアルタイム収集システム1［一…一一一一一一一講墓墨尉一一一一・

補正情報リアルタイム生成・配信装置
補正情報

補正情報

地上局運用状況

システム監視装置
測位結果、観測値

JAXA地上局

　　　
l　　l：平17までに整備
L＿＿1

図11　補正情報リアルタイム生成・配信システム構成図

電波航法　No．47・48（2006） 一57一



、
一

図12　補正情報リアルタイム生成・配信シス
　テム外観図

ドウェァを整備したわけではなく、今後追

加する予定である。

6．4　プロトタイプ受信機

　平成17年度からは利用者用受信機に相

当するプロトタイプ受信機の開発を開始し

ていて、図13はその構成図である。受信

機本体は、信号捕捉・追尾、データ取得を

行う信号処理部と、測位計算を行う部分か

ら構成される。受信機で取得されたデータ

や、測位計算結果は、外部のモニタ用パソ

コンで表示・処理される。

7．おわりに

　ここでは、電子航法研究所で開発を進め

ている高精度測位実験システムの概要につ

いて述べた。今後の計画であるが、平成

19年度までに、補正情報リアルタイムシ

ステムの構築およびプロトタイプ受信機の

開発を終了し。平成20～22年度にかけて、

評価試験を実施する予定である。
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図13　プロトタイプ受信機構成図
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高速PLC（Power　Line　CommunicaUon）の概要

　武蔵工業大学徳田正満

tokuda＠csl．ec．musashi－tech．acjp

1．高速PLCの原理と利点［1］［2］［3］

　電力線は、機・器に電気エネルギーを供給

することが主目的であるが、その同じ電力

線に情報信号を伝送させる電力線通信

（PLC：Power　Line　Communica廿on）が存

在する。PLCは、元来電力ネッドワーク

の制御用に使用されていたが、一般の情報

伝送にも使用できるシステムが開発されて

いる。電力線通信における信号電力と雑音

電力の関係を図1．1に示す。450kHz以下

の周波数を使用するEchonetシステムは

電波法で使用が認められている。ところが、

450kHz以下の周波数では、　CISPR規格に

よる規制が今まで国内で実施されていな

かったため、電力線内のノイズが極めて多

いという問題があり、かつ、高速の伝送が

できないため、実用化システムがあまり開

発されていない状況である。それに対して、

2～30MHzの短波帯を使用した高速PLC

が諸外国で開発され、国内での使用を求め

る動きが活発になってきた。この周波数帯

では、電力線の伝導妨害波がCISPRによっ

て規定されており、国内でも妨害波の発生

量が規制されているため、450kHz以下の

周波数帯より、ノイズレベルが小さいとい

う特徴がある。

　宅内用の高速PLCの原理を図1．2に示

すが、家庭内に敷設されている電力線を伝

送媒体とし、電源コンセント．に接続するだ

けで電気エネルギーと情報信号の両方を

供給する。図の例では、光ファイバに接続

されているPLCモデムで、電圧100Vのエ

ネルギー用電気に情報信号を重畳して電力

線に送出している。各部屋にある電力用コ

ンセントに接続されたPLCモデムでは、

フィルターで電気と情報信号を分離して機

器に供給する。高速PLCを用いたIT利活

用のイメージを図1．3に示すが、電源コン

セントにプラグを差し込むだけで電気エネ

ルギーと情報信号の両方が供給されるの

　　家電の影響大
i雑音大・低インピーダンス）

※SN：信号対雑音電力比
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図1．1　電力線通信における信号電力と雑音電力の関係
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図1．2　宅内用高速PLCの原理．

で、高齢者も親しめるような、非常に分か

りやすいインターフェースである。また、

既設の電力線をそのまま利用できるため、

経済的なシステムが構築できる。そのため、

一般家庭ばかりでなく、門田マンションや

学校等でも容易にITを導入できる可能性

がある。このように簡単にシステ’ムが構成

できるにもかかわらず、現状の技術で最大

2QOMbpsの高速の伝送が可能なことも大

きな利点である。

2．高速PLCにおける技術課題［1］［2］［3］

　高速PLCに：おける技術課題を図2．1に

示す。電力線は電話線と異なり、バス配線

になっており、多種多様な機器が電力線に

接続されているため、機器の接続状態や稼

電力線

∠

　　　　　　墨，．、

、．

w諶ﾒ1≒も申しみやサい

【過疎地等へのブロードバンドの効率的導入】

　　　　　遠隔教育

墜蕃

PLC信号
　＋商用電力

淘ヤ1 縢
配線が不要で便利

　　図1．3

・1三縄○

高速PLCによる1T利活用
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図2．1　高速PLCおける技術課題のイメージ図

働状態によって、電力線のインピーダンス、

伝送路損失、雑音レベルが大きく変動する。

このような状態でも、安定した高速通信を

実現するためには、従来の有線通信に使わ

れている技術よりは、OFDM（直交周波

数分割多重）変調やスペクトル拡散等の無

線通信に使用されている技術を採用する必

要がある。

　一方、電力線は電話線と異なり、対地と

の平衡度が悪いため、伝送信号であるディ

ファレンシャルモードがコモンモードに変

換されて、漏洩電波として放射される可能

性が高い。図2．2に示すように、高速PLC

で使用しようとしている周波数帯は短波帯

であるが、短波帯は電離層で反射されて地

球の裏側まで伝搬する特殊な周波数帯のた

め、船舶・航空機通信、短波放送、アマチュ

ア無線、電波天文観測等の重要な無線通信

システムが多数存在する。従って、それら

の無線通信システムに影響を及ぼさないよ

うな、漏洩電波低減技術の開発が極めて重

要である。
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Aマチュ乃棄観

@電波：天：文鋤灘

　6参考ジ

@戸ル寸寸…
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図2．2　高速PLCの使用周波数帯と既存無線設備の関係
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ズ・

復元された信号

送信信号

　拡散された信号

　　変調器出力

線路上のノイズ

拡散されたノイズ

電力線に伝送された信号　　　復調器出力

1次変調 2次（拡散）変調 （逆拡散）復調 復調

図3．1・スペクトル拡散方式の基本構成

3．高速PLCで使われている信号伝送方

　式［1］［2］［3］

3．1　ズペクトル拡散通信

　スペクトル拡散方式は、第3代の携帯電

話に採用された方式であり、ノイズに強い

ことが特徴である。図3．1にスペクトル拡

散方式の基本構成を示すが、1次変調で振

幅変調（ASK）や位相変調（PSK）をした信

号を、i擬似ランダム信号で2次（拡散）変

調すること．によって、広い周波数帯域に拡’

散する。送信部では、拡散された信号を電

力線等の伝送媒体に送出する。伝送媒体を

伝送してきた拡散信号は、受信部で擬似ラ

ンダム信号によって逆拡散され、さらに、

1次変調と逆の復調によって元の信号を復

元する。たとえ、伝送媒体で狭帯域のノイ

ズが印加されても、図3．1に示すように、

復調器では拡散されてしまうため、ノイズ

に影響されずに復調することができる。

　電力線通信でも、後述する表6．1に示す

ように、最初に開発された高速PLCモデ

ムは、スペクトル拡散方式を採用していた。

しかし、次節で述べるように、OFDM（直

交周波数分割多重）技術が進展して高速の

PLCが実現できるようになると、スペク

トル拡散技術はあまり適用されなくなって

きている。

3．2　0FDM（直交周波数分割多重）通信

　OFDMはディジタルTV、無線LAN、
ADSL（非対称デジタル加入者回線）等の

通信方式に適用されており、マルチパス伝

送路に強い方式として最近注目されてい

る。OFDMでは、高速の直列伝送符号を

多数の低速な並列伝送符号に変換して、多

数のキャリア周波数を変調して信号を伝送

する。マルチパスによる伝搬時間差はパル

ス波形を歪ませるボ、高速な伝送信号では

その歪みの影響を強く受けるが、低速な信

号はその影響が少なくなく、パルス波形の

立ち上がりと立ち下がりの部分にのみ限定

される。その部分をガードインターバルと

して除去すれば、マルチパスの影響を全く

受けないようにすることが可能である。同

2MHz以上　　　　　　　　　30MHz以下

　　使用しない帯域（ノッチ帯域）

　図3．2　0FDMの周波数配置とノッチ帯域
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じ情報量をマルチキャリアで伝送すると、

シングルキャリアよりも広い帯域幅を確保

する必要があるが、OFDMでは図3．2に

示すように、多数のキャリアのスペクトル

を相互に重なるように配置することによ

り、帯域幅の拡大を最小限に押さえている。

通常は、スペクトルが重なると相互に干渉

するが、あるスペクトルのレベルが零にな

る周波数に隣のスペクトルの中心周波数が

来るように配置すると、それらのスペクト

ルは周波数領域では相互に直交しているた

め、干渉することはない。このようにして、

OFDMでは、周波数帯域幅をあまり増加

させずに、かつマルチパス伝送路に強い伝

送方式を実現している。OFDMでは、各

サブキャリアの変調方式や送出レベルを個

別に設定できるため、高速PLCからの漏

洩電波が他システムに影響を与える場合

は、問題のサブキャリア周波数を使用しな

いか、または送出レベルを下げる等の設定

ができる。一方、放送送信所の近傍に設置

された高速PLCシステムで、特定の周波

数に強い妨害を受ける場合も、その周波数

の変調方式をBPSK等の強い変調にした

り、その周波数を使用しないと言う設定を

することにより、受信障害を最小限に押さ

えることが可能である。

時間特性

K
ノ
Σ
ぐ
。
ト
L
」
＿
ヒ
。

K
馨
↓
」
∩
Φ
一
L
I
＿
Φ
＞
o
雲

周波数特性

第1サイドローブ

Wave　l　etペースのOFDMの場合、

振幅スペクトルの第1サイ
ドローブをFFTへ㌧スのOFDM

よりも低くすることが可能。

し
・狭帯域で干渉が生じた際に不使用とするサブキャリアの本数を少なくすることが可能。

・サブキャリア間の干渉を低く抑えることが出来る。

図3．3FFT変換OFDMと比較した場合のWavelet変換OFDMの特徴

　従来のOFDM変調では、高速フーリエ

変換（FFT）を使用していたが、その場合

は図3．3に示すように、最大振幅のメイン

ローブと第一サイドローブの差が13dB程

度のため、より大きなレベル低下が必要な

場合は、複数のサブキャリアを除いてノッ

チ帯域を構成するか、またはサブキャリア

のエンベロープの時間波形をよりなめらか

にするなどの工夫をする必要がある。それ

に対して、ウェーブレット変換を使用する

と、図3．4に示すように、メインローブと

第一サイドローブの差を35dB以上にする

ことが可能となり、レベル低下の大きな

ノッチ帯域を比較的簡単に実現でき、漏洩

電波を極めて少なくできる可能性がある。

なお、メインローブと第一サイドローブの
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差がウェーブレット変換で大きくなった理

由は、FFTでは周波数領域の直交性しか

確保されていないのに対し、ウェーブレッ

ト変換では周波数領域ばかりでなく時間領

域でも直交性が確保されているためであ

る。

1獺．、 賦欝ノ… @　藩維　　　　　　　　　　　腿　盗、　　」騨賜、　　　　翻

WOFDM Spectrum
，磁㍉
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図3．4　ウェーブレット変換OFDMのスペクトル

総務省として、電力線搬送通信設備と既存の無線通信との共用の

可能性等について検討を行うために、2002年4月から7月まで開催

研究会
　　　　　　　　　　座ラ浦行（北大学教授）
学識経験者、EMC専門家

等で構成　　　座代理徳田正》（武工大凹凹
藩、・㌔

潤圭奪；徳田正満く二二藩業大学薮壕≧．

嚢聯無wα噸訴ン∵1鷲汀「∴』
　‡糞徳三宿丁丁蔵チ三面学教麹．縫聯
隊糞代理・安藩鰹棘蝶犬勢大学騨授）・

○関係者からの意見を集約

　・短波帯の利用者
　・PLCモデムの製造メーカ

　・電力事業者等

○条件の異なる場所で実環境実験を

　実施
　・住宅（一戸建て、集合）

　・オフィスビル

　・屋外実験場等
図4．1　電力線搬送通信設備に関する2002年度総務省研究会の組織

4．高速PLCの実現に向けた国内の取り

　組み［1］［2］［3］

　高速PLCでは、2～30MHzの短波帯を

使用するが、現状では450kHz以下の周波

数しか認められていないため、規制緩和に

向けた検討が電波産業会（ARIB）で2001

年4月に開始された。また、「e・Japan重点

計画一2002」においても、「電力線搬送通信

設備に使用する周波数帯域の拡大（2～

30MHzを追加）について、放送その他の

無線業務への影響について調査を行い、そ

の帯域の利用の可能性について検討し、

2002年度中に結論を得る」とされた。その

ために総務省では、図4．1に示すような「電

力線搬送通信設備に関する研究会」（座長・

杉浦東北大学教授）を2002年4月に発足
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した。その研究会でばヒヤリングWG

と実環境実験WGの2つのWGを組織さ

れたが、筆者は両方のWGの主査として

研究会に参画した。ところが、2002年7

月末に、「□現状の技術では既存無線設備

に対して有害な混信源となりうるため、周

波数を拡大することは困難。しかし、今後

漏洩電界強度を大幅に低減する技術開発が

期待されることから、研究開発等を継続す

ることが必要。□研究開発を促進するため、

実証実験を今後も実施する必要があり、そ

のための制度整備（研究開発目的の設備の

許可制度）が必要。」等の結論を研究会とし

て出した［4］。

一活動内容

・高速電力線通信を利用するための技術基準（漏えい電磁界強度等）に関する検討
・高速電力線通信を実現するための技術（漏えい抑圧技術等）及び実用化手段の検討
・電力線通信の普及啓発活動

・その他、本協議会の目的を達成するために必要な活動

一会員各社（2006年4月現在）

・A会員証酉電力，きんでん，住友電．気魂業，東京電力，東洋ネットワークシステムズ，

　　　　日本電気，ネ・・トインデッス，日立1」｝，二三通エク±区，松工電墨産業，

　　　　松工電工，三菱電機，迦ム（合計13社）
・B会員アーサー・ディ・リトル、伊藤忠商事、大崎電気工業、沖縄電力、川ロ電機製作所、

　　　　関電工、京セラコミュニケーションシステム、KDD1研究所、四国電力、　GMOインターネット

　　　　情報通信総合研究所、住友商事、セガ、ゼルライン・ジャパン、双日システムズ、

　　　　ソニー、ソフトバンクBB、第一興商、中国電力、中部電力、東京エネシス、東北電力

　　　　トーエネック、トレンドマイクロ、トワダ・ウェルデザイン、日鉄エレックス、日本プレイ

　　　　ンウェア、ネットギア・インターナショナル・インク、ノーザ、野村総合研究所、日立

　　　　電線、古河電気工業、北海道電力、三井物産、三菱ビルテクノサニビス、三菱マテ

　　　　リアル、ユービー・アイエヌティ、鷹山（合計38社）

・特別会員

　　　　武蔵工業大学徳田教授

　　　　　　　　　図4．2　高速電力線通信推進協議会（PLC－J）の概要

　上記研究会の結論を受けて、国内での高

速PLCの早期商用化を目指すために、図4．2

に示すような高速電力線通信推進協議会

（PLCJ）が2003年3月に設立された。　A

会員の中で、赤字で記載された10社が発

足時の会社である。筆者も特別会員として、

発足時から参加している。PLC・Jが積極的

に総務省に働きかけた結果、研究開発目的

の実証試験が可能なように電波法が改正さ

れ、2004年1月に官報に公示された。そ

の結果、図4．3に示すように、3月から

PLC・J会員会社を中心として実証試験が開

始されたが、全体的に良好な結果が得られ

ており．、漏洩電波に対する低減技術が確認

されている。

　上記の漏洩電波低減技術に対する結果を

受けて、高速PLCの商用を可能とするた

めに、PLCの適用周波数を30MHzまで拡

大するための研究会設置を総務省に要望し

た結果、「高速電力線搬送通信に関する研

究会」が2005年1月末に発足した。座長

は2002年の時と同じく杉浦東北大学教授

である。12回の研究会が開催され、漏洩

電波に対する様々な許容値案が提案された

が、2005年12月に高速PLC研究会とし
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27箇所40社

図4．3　高速PLCの実証実験の概要

●共存条件に対する考え方：

　PLCからの漏えい電界強度が、受信点において
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　周囲雑音レベル以下となること

●制限値：

　電線内に発生するCMI（コモンモー1ド電流値）が、30dBμA以下

く測定方法〉

・測定系例

T
40cm

モデム 弔源ケーブル

カレントフ．ローブ

同軸ケーブル スペアナ

lSN フィルタ AC　1ρOV

金属面
10cm

80cm

・ISN（インピーダンス安定化回路網）の重要パラメータ
ーLCL（縦電圧変換損）　　　　　　　＝　16dB（99％値）
一CMZ（コモンモードインピーダンス）：　25Ω

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出典；総務省（高速電力線搬送通信に関する研究会）

　　　　　図4．4　高速電力線搬送通信に関する2005年度総務省研究会の結論
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ての結論が出され、国際標準の動向よりか

なり厳しいLCL（Longitudinal　Conversion

Loss：縦電圧変換損）が決定された［5］。

図4．4に許容値案の概要が示されているが、

高速PLCからの漏洩電波を、隣家の受信

点において周囲雑音レベル以下にするた

め、電力線に発生するコモンモード電流を

30dBμA以下にしている。また、電力線

の平衡度を模擬するため、LCLが16dBの

ISN（インピーダンス安定化回路網）を使

用して、コモンモード電流を測定している。

　上記研究会の結論を受けて、2006年2

月に、情報通信審議会情報通信技術分科会

CISPR委員会（総務省）の中に高速電力線

搬送通信設備小委員会が設置されて、技術

基準の検討が開始された。2006年6月末

に情報通信審議会の審議が終了し、周波数

15－30MHzでコモンモード電流を30dBμ

Aから20dBμAに厳しくすることが決定

された［6］。その後、電波監理審議会で制

度整備に関する審議が行われていたが、設

備設置許可の慎重な審査や混信対策を徹底

することを条件に、2006年9月に高速

PLCの解禁を容認する答申が出された。

その後、省令改正の手続きを実施し、2006

年10月初旬に官報に公示された。これに

より、高速PLCの実用化が開始され、12

月初旬に高速PLCモデムに対する国産1

号機が販売される予定である。

iii　2麺溢iiii
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図5．1　高速PLCによる漏洩電波の許容値を算出用屋内配線モデル

5．高速PLCからの漏洩電波に対する国

　内規格

　2006年度に開催された総務省の研究会

では、電力線からの漏洩電波に対する許容

値に関する案が議論されたが、最終的に図

4．4に示すような座長案がパブコメに提案

された［5］。CISPRでは、隣家に存在す

るラジオやTV等の無線受信機に受信障害

を発生させないと言う観点から、受信アン

テナ点における電界強度を規定している。

高速PLCによる漏洩電波の許容値を算出

するための屋内配線モデルを図5．1に示す。

2階建ての建物にPLCモデムが設置され

ており、それからの漏洩妨害波Epが、隣

家に存在する放送受信機のアンテナに到達

する。一方、放送受信機の希望信号波Es

と周囲雑音Enも放送受信機のアンテナの

周囲に存在している。PLCからの漏洩妨
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煙波Epを表5．1の表で示しているが、「10

m点のPLC妨害波Ep（10　m）」が、隣家

に存在する放送受信機めアンテナに到達し

た漏洩妨害波Epに相当する。しかし、

30MHz以下の周波数では、電力線や通信

線を伝導する妨害波が受信障害の主要因に

なるとして、伝導性妨害波に対する許容値

が定められている。表5．1の表では、「PLC

信号電流のコモンモード成分lcom」が、

その値に対応する。電力線の場合も通信線

と同様に、コモンモード電流と漏洩電界の

間に比例関係があり、コモンモード電流が

増加する、すなわち漏洩電界を増加する最

大の要因が電力線のLCLにあることも明

らかになっている。

表5．1　PLC信号電流のコモンモード成分の許容値算出根拠
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　図4．4では、コモンモード電流の許容値

が準尖頭値で30dBμA以下であれば、隣

家への受信障害が避けられることを意味し

ている。この値は、パソコン等の情報技術

装置に適用される国際規格CISPR22の通

信線経由で放出する妨害波電流許容値と同

等である。次に、電力線の漏洩電界に対す

る特性は通信線ほど良くはないため、その

ことを反映する必要がある。図4．4では、

電力線が通信状態の時に適用する測定法

に、通信線で使用したときと同様な回路構

成のインピーダンス安定化回路（ISN）を

使うとしている。ただし、LCLとコモンモー

ドインピーダンスに関しては、電力線の実

態値を用いることにしている。高速電力線

通信推進協議会と情報通信ネットワーク産

業協会（CLへJ）が共同で測定したLCLの結

果を図5．2に示す。図5．2から、LCLの平

均値が35．5dB、90％値が24．1dBであるが、

図4．4では、99％値の16dBを採用してい

る［5］。この値は非常に厳しい値であり、

電力線通信のモデム開発メーカにとって

は、非常に重い課題を投げかけていると言

える。国際規格を審議しているCISPRでも、
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LCLを30dBと主張する欧米各国と25dB

を主張する日本が対立して、国際規格にで

きなかったという経緯：があるため、LCL

が16dBというのは非常に厳しい値であり、

国際規格にどう反映するかが、今後の重要

な課題である。もし、国際規格が30dBに

　9，000

　8，000

　7，000

　6，000

湊…

　4，000

　3，000

　2，000

　tOOO

　　O
　　　　O

決まったとすると、外国のモデムメーカを

閉め出す可能性があり、貿易障壁として問

題になる可能性があるため、これにどのよ

．うに対応するかが、今後の総務省における

重要な課題であると考える。
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図5．2　屋内の電力線に対するLCLの実態値

　　　　　　　　　　　　　　　　電流測定

図5．3PLCモデムから放出するコモンモード電流の測定系

　図4．4に示した測定法を実現する方法と

して、図5．3のような測定系が提案されて

いる。基本的には、通信線経由の妨害波を

測定する方法に準拠しているが、PLCモ

デムには、通信線のモデムと異なり、電力

線しか接続されていないため、その部分を
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工夫する必要がある。被試験PLC機器か

ら出た電力線は、図4．4で規定されたISN

で終端され、その間でコモンモード電流が

電流プローブ等で検出される。その間、被

試験PLC機器を動作状態にするために、

ISNを介して対向PLC機器と通信できる

ようにしている［5］。

　図4．4に示した総務省研究会の結論を受

けて、2006年2月に、情報通信審議会情

報通信技術分科会CISPR委員会（総務省）

の中に高速電力線搬送通信設備小委員会が

設置され、技術基準の検討が開始された。

2006年6月末に情報通信審議会の審議が

終了し、表5．2に示すような高速PLC設

備に対する電磁妨害波の許容値が提案され

た。図4．4では、通信状態における電力線

の伝導妨害波のみしか規定されていなかっ

たが、表5．2では、非通信状態の電源線端

子伝導妨害波や、通信線端子経由の伝導妨

害波、放射妨害波も規定されている。新た

に追加された妨害波の規格は、情報技術装

置に対する妨害波許容値を規定する

CISPR22に準拠している。総務省研究会

の結論を記載した図4．4と情報通信審議会

情報通信技術分科会CISPR委員会の結論

を記載した表5．2を比較すると、周波数

15－30MHzでコモンモード電流が図4．4で

は30dBμAであったものが、表5．2では

20dBμAに厳しくなっている［6］。これは、

高速PLCモデムにとっては、非常に厳し

い規定であり、モデムの開発を再度やり直

すメーカも出てくることが想定される。

表5．2高速PLC設備に対する電磁妨害波の許容値（CISPR委員会）

測定点 通信状態 非通信状態

0，15MHz～0．5MHz 0．15MHz～0．5MHz
〈QP＞36～26dBμA（注1） 〈QP＞66～56dBμV（注1）

〈Av＞26～16dBμA（注1） 〈Av＞56～46dBμV（注1）
ISN　1を使用 AMN使用

0．5MHz～2MHz 0．5MHz～5MHz
〈QP＞26dBμA 〈QP＞56dBμV
〈Av＞16dBμA 〈歯＞46dBμV
ISN　1を使用 AMN使用

伝導妨害波 電源端子
2MHz～15MHz 5MHz～15MHz
〈QP＞30dBμA 〈QP＞60dBμV
〈Av＞20dBμA 〈Av＞50dBμV
ISN　1を使用 AMN使用

15MHz～30MHz 15MHz～30MHz
〈QP＞20dBμA 〈QP＞60dBμV
＜Av＞10dBμA 〈細＞50dBμV
ISN1を使用 AMN使用

30MHz～230MHz
〈QP＞30dBμV／m

放射妨害波 距離10m
230MHz～1000MHz
〈QP＞37dBμV／m

〈QP＞及び〈Av＞は、それぞれ準尖頭値及び平均値を表す。

ISN1及びISN2は、それぞれ電源端子用及び通信端子用のイ ンピーダンス安定化回路網を表す。

AMNは、 i擬似電源回路網を表す。

周波数範囲の境界においては、低い方の許容値を適用する。
（注1）許容値は、 周波数の対数に対して直線的に減少するものとする。
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6．高速PLCに対する海外の状況

　海外における高速PLCの導入状況を図

6．1に示す。アメリカ、ドイツ、スペイン

等の国では、高速PLCが商用導入されて

いる。また、韓国では、2005年7月に規

制緩和済みである。一方、イギリス、フラ

ンス、中国等でも実証実験をしている。中

国では、既存の電話回線に関するインフラ

が不十分なため、PLCに対する期待は極

めて高い。スペインでは、・日本のメーカが

高速PLCモデムを提供しており、モデム

の開発力は十分なため、日本国内でも早期

の商用導入が待たれていた。
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各国で実証実験実施、一部では商用サービスも開始

図6．1高速PLCの海外における導入状況（アクセス系）

　高速PLC用のモデムチップを表6．1に

示すが、変調方式としてマルチキャリアや

OFDM（Orthogonal　Frequency　Division

Multiple）dng）を採用しているものが大部

分であり、直接拡散のスペクトル方式を使

用しているものは、極わずかである。

OFDMを使用して、200Mbpsものデータ

伝送速度を有するPLCモデムもすでに開

発されている。PLCチップメーカは、
Yitran，　Intellon，　Xeline，　DS2等の海外メー

カが主体であるが、松下電器ではウェーブ

レットOFDMを用いたPLCチッフ。を開発

した。
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表6．1国内外の高速PLCモ．デムの開発状況

速度
　製造者
iチップ供給者）

製品概要 使用国 製品状態

ラインコム

vレミネット

@（Yitran）

　　　　　　変調方式＝DS－SS
D　　．畢　最大速度＝2．5Mbps　　　　睡簿

中国

hイツ※
販売中

@　　　　　※ドイツは別メーカ

ネットギア

ilntellon）

　　　　　変調方式＝OFDM

V黎慧　　最大速度＝14Mbps
米国 販売中（＄70～＄100程度）

ゼルライン

@（Xeline）

　　　　　変調方式＝DMT

J。難義　最大速度＝24Mbps

韓国

?
販売中

ラインコム

vレミネット

iYitran）

圏　　　　　変調方式＝Adaptive　DS－SS　　　　　最大速度＝32Mbps

開発中 チップ化完了

松下電産

@（PCC）

騨　　　　　変調方式＝Wavebt　OFDM　　　　　最大速度：190Mbps

アメリカ 販売中（＄120～＄130程度）

三菱電機

@（DS2） 齢轟温、 欧州諸国

Aメリカ
販売中

　日本電気
圏mネットワークシステムズ

@　（DS2）

　　　　変調方式＝OFDM
ﾕ・　　最大速度＝200Mbps 欧州諸国 販売中　　　　　　P

住友電工

@（DS2）

変調方式：OFDM

ﾅ大速度＝200Mbps
欧州諸国 販売中

　pp．66－77，2006．2．

（4）総務省報道資料：「電力線搬送通信設

　備に関する研究会」報告書（2002）

　http：／／www．soumu．gojp／s－news／2002／

　0208094．htmi

（5）高速電力線搬送通信に関する研究会、

　“高速電力線搬送通信に関する研究会報

　告書”、総務省総合通信基盤二葉波部電

　波環境課、Dec．2005．

　http：／／www．soumu．gojp／s－news／2005／

　051226　6．htrnl
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高速PLCの概要と当社の取り組み

三菱電機株式会社森田淳士

－1．はじめに

　2006年10月4日に電波法施行規則など

の電波法関連省令が改正され、日本国内で、

2MHz～30MHz帯を使用した高速電力線

通信（PI£：Power　Line　Co㎜micaUon）が

屋内において利用可能となった。

　高速PLCは、既に敷設されている電力

線を利用するため、新規の通信線の敷設が

不要というメリットがあること、無線

工ANと同等の性能があることなどから注

目を集めている。

　ここでは、高速PLC技術の概要、規制

緩和の内容について説明するとともに、三

菱電機の取り組みを紹介し、船舶適用に向

けた実験結果について述べる。

　PLCは、有線通信であり、図1に示す

ように、受信端である一定以上のSNR

（Signal　to　Noise　Ratio）を確保することで

通信するもので、他の通信と基本的に同じ

である。

　家電の影響大
（雑音大・低インピーダンス）　　　※SN＝信号対雑学電力比

SN小

伝送損失大

2．高速電力線通信とは

　電力線は、家電機器やその他の機器に電

気エネルギーを供給することを目的として

いるが、この電力線を使って、情報信号を

高速に伝送させる電力線通信技術が近年注

目を集めている。PLCは元来、電力会社

の施設問を結ぶ保安通信や使用した電力量

を遠隔から読み取る自動検針などの通信イ

ンフラ技術の1つとして活用されてきたが、

従来は、1200bpsや2400bpsなどと非常に

低速な通信技術として利用されてきた。本

文では、電力線に2MHz～30MHzの高周

波信号を重畳し、インターネットなど一般

の情報伝送にも使用できる最新のPLC技

術を紹介する。

　　　奪　　注入肱
喬、　　　　　　　　受信勧

　　　　SN　　　　　　雑音電力，

　　　　　　　　　　　　　　　周波数（MHz）　0　　　　　　　　　　　　10　　　　　　　　　　　　20　　　　　　　　　　　　30　　　　　　　　　　　 40　　　　　　　　　　　　50

◆2MHz以下　　　＝帯域狭、高雑音・低インピーダンス傾向→高速化難

◆2M～30MHz帯　；伝送損失あるが機器雑音／低インピーダンス影響少→高速化可

◆30MHz以上　　＝伝送損失増大傾向→高速化難

　図1　電力線のノイズと信号減衰量

　従来は、電波法で、PLCとしては10kHz

～450kHzの周波数帯域を使うことしか出

来なかったが、2006年10月4日に電波法

関連省令が改正され、屋内利用に限定され

ているものの2MHz～30MHzの周波数帯

域を使ったPLCが利用可能となった。

525kHz以上に中波帯域（いわゆるAMラ

ジオ）が割当てられているため、この帯域

にノイズを出さないようCISPRで規制さ

れているため、500kHz以上の帯域では、

450kHz以下の帯域と比較すると格段に伝

導雑音が減少するという特徴がある。この

ため、SNが確保でき、安定した通信がで

きるため、この帯域を使ったPLCチップ

やモデムが諸外国で開発され、日本でも使

用を求める動きが活発になってきた（逆に、

使用する周波数帯域がこの帯域よりも高す

ぎると信号減衰が大きくなり、SNが確保

電波航法　No．47・48（2006） 一73一



できなくなる）。

　宅内用の高速PLCの利用イメージを図

2に示す。宅内に敷設されている電力線を

伝送媒体として、電源コンセントに接続す

るだけで、電気エネルギーと情報信号の両

方を同時に供給できる。この例では、屋外

のブロードバンドアクセスラインである光

ファイバに接続されているPLCモデムの

コンセントを通して、家中に情報信号が配

信される。自分の利用したいコンセントに

PLCモデムを接続し、モデムで電源と情

報信号とを分離することによって情報信号

が取り出せる。

送状態に応じて、各キャリアの多値レベル

や一次変調方式そのものを変更することで

安定した通信性能を確保することを可能に

し、また、高速電力線通信における漏えい

電波が他システムに影響を与える場合や、

複数の異なる種類のモデム間の共存が必要

な場合などは、当該キャリアを不使用とす

る等の設定を行って問題を回避できる。

鷲翻の 電力線の減衰特性

　　　波数

電力線に

適応した
キャリア配置

∫ 絶 目

図30FDMの方式の例

至ラ欄燭く難
ずる讐聾牲錨／

周波数の鰍リ
アを僕用し奪い

　数

PC

C宅内モデム

㍉壷1’

雪目彫

データの流れ

分電盤
　　屋外配　練

回
半

円　　　
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図2　宅内PLCの利用イメージ

3．高速電力線通信の通信方式め概要

　高速電力線通信においては、主に

OFDM（Orthogonal　Frequency　Division

Multiplexing）とSS（Spread　Spectrum）を

変調方式として採用している。

　OFDMは地上デジタル放送、802．11aな

どの無線LANの通信方式にも適用されて

いる方式であり、図3に示すように周波数

軸で直交性のあるキャリアを相互に重ねて

配置することで、限られた帯域幅でより多

くの情報を伝送できるのが特徴である。ま

たOFDMでは、各キャリアの変調方式や

送出レベルを個別に設定できるのも特徴の

ひとつである。これは、電力線伝送路の伝

　同じOFDM方式の中でもWaveleトbased

OFDMは、周波数軸上のキャリア直交性

に加え、時間軸上のシンボルも直交する性

質を持つことを特徴としており、長いシン

ボル長を持つ場合であっても符号間干渉を

最小限に抑えることができる。これは、キャ

リアのサイドローブを低減することがで

き、特に不使用キャリアの設定を行う必要

がある場合には有効である。近年では、

Wavele励asedだけでなく、通常のFFT－

basedのOFDMでもキャリアのサイドロー

ブを低減できるようになってきている。

　SS方式は、無線LA：N（802．11b）や第3

世代携帯電話で採用される変調方式として

知られるが、もともとは軍事用の秘匿通信

などの目的で開発されたものである。SS

方式では、図4に示すように、一次変調信

号を拡散符号にて二次変調を行い、さらに

広い帯域へ拡散し、また、復調時には、送

信と同じ拡散符号にて復号化を行うことで

元の情報信号を得ることができる。送信さ

れる信号は、拡散利得（拡散符号の長さ）
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が大きいほど、符号の解読が困難になると．

同時に、帯域あたりの電力が小さくなり傍

受されにくいことから秘匿性が高い。さら

に電力線通信においては、電力線伝送路に

おいて加えられた雑音が、復調時には逆に

拡散されることになるため、狭帯域の雑音

や伝送路ひずみに対して強い方式である。

血
送信信号

拡散された信号

　変調器出力

　ヨ　
　難

　　ヒのノイズ

　電力線に伝送された信号

ノイズ

　　‘逆鉱散ソ

復元された信号

姦

図4

　拡散されたノイズ

復調器出力

　　日置

SS方式の例

説脚

4．国内規制緩和関連

4．1国内規制緩和の状況

　日本国内では、2001年からPLCで使用

する周波数を2MHz～30MHzに拡大する

ことが検討されてきた。その契機は、2001

年3月に取りまとめられた『e・Japan重点

計画』に、「PLCで使用する周波数帯域を

2MHz～30MHzまでに広げるかどうかに

ついて検討し、2002年度までにその結論

を得る」と盛り込まれたことである。これ

を受けて、2001年6月に、電波産業会（ARIB）

g）中にr電力線搬送通信設備開発部会』が

設置され、ARIBの会員会社約300社のう

ちの77社が集まって2002年6月置で検討

を行った。また総務省は、2002年4月末

に『電力線搬送通信設備に関する研究会』

を設置し、利害関係者からのヒアリングお

よび実環境における実験を実施した。この

結果、微弱無線の強度をも超える電波が、

PLCモデムを接続した電力線から観測さ

れたとのことから①現時点で周波数帯域を

拡大するのは時期尚早②技術開発のために

実験制度を整備する必要がある③日本の実

情を反映できるよう国際規格に積極的に貢

献するという3点が答申された。

　この時点では、PLCを推進するメーカ

などはADSLなどに対抗する屋外アクセ

ス用として考えていたが、上記答申を受け

て、今後は漏えい電界を低減する技術を開

発し、国内でPLCを利用できる環境を作

るべく、2003年3月に、関西電力、きん

でん、住友電工、ネットインデックス（旧称：

本多エレクトロン）、日立、富士通、松下

電工、松下電器産業、三菱電機、ラインコ

ムの10社で高速電力線通信推進協議会

（PLC・J）を設立した。まず、実験制度の早

期整備を求めて活動を開始し、2004年1

月の実景制度整備以降は、フィールドでの

実験を重ねて、2004年12月に総務省に対

して、屋内に限定し、且つ、一般の人が利

用しやすいように型式指定を受けられるよ

うな仕組みで、PLCの実用化を図るため

の研究会の設置を要望した。

　その後、2005年1月から2MHz～30MHz

の帯域を使っている既存無線利用者（アマ

チュア無線家、短波放送関係者、電波天文

関係者、船舶無線関係者、航空無線関係者）、

およびPLC推進者と学識経験者を交えて

『高速電力線搬送通信設備に関する研究会』

を行い、建物の外壁から10mの地点にお

ける漏えい電界が環境雑音と同じかそれ以

下になることを基本として、この漏えい電

界強度と1対1に対応するコモンモード電

流に置き換えて許容値および測定法を策定

した。2006年2月からは、情報通信審議

会情報通信技術分科会CISPR委員会で更

に詳細な技術的条件（帯域外の妨害波電圧

や放射妨害波など）が策定され、2006年7
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月からの電波監理審議会では、この許容値

に合致したPLCモデムを個別に申請し、

利用できるようにする個別申請制度につい

て審議を行った。

　これらの結果を踏まえて、2006年10月

4日に、電波法関連省令の一部が改正され、

屋内に限定されてはいるものの、日本で

2MHz～30MHzを使ったPLCが利用でき

るようになった。

4．2高速電力線通信の妨害波許容値と測定

　法

4．2．1　高速PLC設備に適用される国内法

　令

　高速PLC設備に関する許容値は、電波

法100条に定められた高周波利用設備の規

定が適用される。電波法100条およびその

関連省令の法体系を図5に示す。

総務大臣の許可を
鷺】・今回の省令改正翻

要しないもの
電波法100条

PLCではない
ADSLなどの通信線設備

（高濁渡利爾設備〉

PLC
電波法施行規則44、46条

纏総務大臣の許可を

vするもの 型式指定申請

参昭　　謹2
i〔亜コ　　　　　　罐一一擁…’匿…－－’匿皿

無線設備規則59、6①条 免許手続規則

鋤 　　　　　　遡

（型式掲定）

※メーカのみ可

※屋内限定
※単相100尼00V

※屋内限定
※個人でも可

（偲劉宰羅）

　　　　　　　　　　　
図5　国内PLC設備に関する法体系

　具体的なPLC設備の許容値については、

無線設備規則および電波法施行規則にて以

下の3項目について定められている：

1）通信時の伝導妨害波電流

2）非通信時の伝導妨害波電圧

3）放射妨害波電界強度

　これらの許容値の検討は、2005年に実

施された『高速電力線搬送通信に関する研

究会』（総務省）、および、それに引き続き

実施された2006年の情報通信審議会にお

いて行われた。ここでは、高速PLC設備

が実用上問題ないことを確保するための技

術的条件の検討が行われ、幅広い関係者の

議論の末に「建築物内に設置された高速

PLC設備から漏えいする電波の強度を、

設備から一定の距離（離隔距離）だけ離れ

た場所で、周囲雑音と同程度以下に制限す

る」ことが指針として示され、また、PLC

設備が使用する周波数帯（2MHz～
30MHz）においては、再現性のある電界強

度測定が困難であることもあり、最終的に

コモンモード電流による許容値が策定され

ている。

4．2．2　測定方法

　各許容値の測定方法については、同時に

施行された総務省告示第520号にて定めら

れている。

（1）通信状態の伝導妨害波電流

　通信状態の伝導妨害波測定は、図6のよ

うに設置し、電源端子用インピーダンス安

定化回路網（ISN1）に接続したPLC装置

からのコモンモード電流を測定する。

　なお、ここで用いられる電源端子用イン

ピーダンス安定化回路網（ISN　1）は、一般

的に利用する電力線を模擬したものにする

ために、電力線の特性を反映したものに

なっている。この特性を決めるにあたって、

国内の数10箇所の約10万点にもおよぶデー

タを取得し、かなり厳し目の平衡度＝

16dB、コモンモードインピーダンス＝25

Ωが定義された。
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　　　　　　　　被測定
@　　　　　高速PLC装置　　　プローブ

ﾊ信欄
@　↓　，。㎝　　　　　　　　　　一一一一一一一一一一一一一一一π

@　　　　　　電源線

　　　　　　対向

@　　　通信用装置
ﾎ向高速
oLC装置　漁袴

㎜

通信線　　40㎝

@　　　　　　　電源線

鼠　　ISN1　　　　　電源

40㎝

@　　　　燃

　　　　　　　金属面（2mx2m以上）

図6　電源端子妨害波電流の測定（通信状態）

（2）非通信状態の伝導妨害波電圧

　非通信状態では、一般の情報技術装置と

同様に図7のように配置し、…擬似電源回路

網を用いて電源線に生じる雑音端子電圧を

測定する方法が適用される。

わたる事業分野がある。そのため、当社の

製品はそれぞれの事業領域で活用されるこ

とを想定している。今回は、当社が取り組

む市場について例を挙げて説明する。

5．1　当社の製品

　三菱電機ではBWシリーズを高速PLC

モデムとして製品化している。BWシリー

ズは、アクセス系PLCと呼ばれるもので、

主としてビルや建屋内の通信への利用を考

えている。

㎜

　　　　被測定
　　　　　　し　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　1一一一iT

　、。㎝。信。i　ヂ　㎜
　　　　i　電源線

測定用受信機

電源

　　　　　　　金属面（2mx2m以上）

図7　電源端子妨害波電圧の測定（非通信状態）

（3）放射妨害波電界強度の測定．

　放射妨害波電界強度の測定も、一般の情

報技術装置の放射妨害波測定と同様であ

り、図8に示す配置にて高速PLC設備か

ら放射される電界強度を測定する。

　　　　ヒ　　　

通信用 ^置

α8m　轟回竃台

　鐸＿’灘噸一ISM

嬰鋸

　　　　／
　　　　　　
撃1／大地，波

　1旛・・一懸ヂ　　　づ
　’・・釜　　　　無轟　　　　　　　・

　へ　　　
・蝋、胃耽’繍 J，噸　’、・

　1κ一一一→m一一一一一一＞i

図8

灘

葱ナ高

測定用

受信機

　メ　Σ

対向PLC装
　！SN1など

放射妨害波の測定

5．三菱電機の取り組み

　三菱電機は、総合電器メーカであり、通

信機器関連の部門、家電品を製造／販売す

る部門、電力会社関連の部門など多方面に

低圧ノード装置　　　　　中継装置　　　　宅内モデム

図9　三菱電機の高速PLC製品（BWシリーズ）

表1　高速PLC製品の仕様概要（BWシリーズ）

使用周波数 2～30MHz

キャリア数 約1500キャリア

変調方式 OFDM
物理最大速度 200Mbps

外形寸法
iD×W×H）

低圧ノード装置：234×265×295
?p装置：176×70×300、

@　　　176×43×290
贒焜cfム：195×45×155

5．2　PLCの市場

　PLCは、電源線を使って通信するもの

であるため、通信線はないが電源線はある

という場所に通信機能を提供する非常に優

れたツールである。特に既設のビルや建屋

内に通信線を新たに敷設するのは大変な作

業となるため、PLCでのネットワーク構

築が期待されている。また、宅内でもブロー

ドバンド回線は電話のモジュラージャック
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まであるいはCATVに接続されたケーブ

ルモデムまでしか来ていないため、PCの

設置してある部屋までの延伸には無線LAN

を使うかEthemetケーブルを敷設する必

要があり、屋内配線を利用するPLCへの

期待は非常に大きい。

（1）ビル内、建屋内への適用

　新たに構築されるビルには、LAN用の

Ethernetケーブルが敷設しやすいように

工事時に配線をしてしまう場合や床をブ

リーアクセスにして、配線を敷設しやすく

するなどの工夫ができるが、既設のビルの

場合には、このような対応ができず、構内

1ANを構築するのに手問がかかる。　PLC

は既設の電源線を使用するため、構内に新

たな線を敷設するζとなく構内LANを構

築することができる。

　ビルや建屋内の各フロアにあるPCに

PLCモデム子羊を接続し、フロアの分電

盤付近の中継機または親機を介して外部の

ブロードバンドネットワーク（FTTHや

ADSLなど）’と接続する構成となる。

　三菱電機では、BWシリーズ製品を活用

して、上記のビル内や建屋内のネットワー

クを中心に適用することを考えている。

　ビル内においてPLCネットワークを構

築する場合の中継機の適用例として、周波

数分割中継機のみで構成するケースと周波

数分割中継機と時分割中継機の2機種を適

用するケースについて説明する。

　ビルがホテルのように各フロアに主分電

盤が設置され、各部屋に局所分電盤が設置

されている場合は、各フロアの主分電盤に

周波数分割中継機を設置し、各部屋に子機

を設置する構成が考えられる。ホテルのよ

うに1部屋あたりに設置する子機の台数が

少ない場合は、局所分電盤に時分割中継機

は使用せず、中継機として周波数分割中継

機のみを使用する。

　一方、ビルを事務所として使用しており、

各フロアに主分電盤が設置され、フロアの

数箇所に局所分電盤が設置されている場合

は、各フロアの主分電盤に周波数分割中継

機を設置し、局所分電盤に時分割中継機を

設置する構成が考えられる。事務所内では、

局所分電盤配下に多くの子機が設置され、

通信性能が劣化することが想定されるた

め、局所分電盤に時分割中継機を設置する。

翻
、
、

レ20CPE〃ロア程度

　　　　　　　　　　　謬

図10適用事例（ホテル型モデル）

・
翻
＼

鱒周波数分割中織

麟時分割中繊

　子機

5－50CPE々ロァ程度

　　　　　　　　　　謬

図11　適用事例（ビル型モデル）

欝周波数分割中口

謬時分割帷機

　子機

（2）ホームネットワーク／宅内延伸への適

　用例

　近年のブロードバンドの発展により、日

本国内では全世帯数の約60％（約2500万

世帯）がブロードバンド回線を利用してい

る（出典：総務省『情報通信自書』）。しか

しながら、電話のジャックやCATVのケー
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ブルモデムのところまではプロ「ドバンド

になっているが、そこから先のPCまでの

間の接続には、無線LANを用いるか

Ethemetケーブルを敷設する必要があり、

無線LANの場合は、せっかく購入しても

電話ジャックとPCとの間にいくつかの壁

をはさんでいるため使えない場合があった

り、また、Ethernetケーブルの場合は、電

話ジャックとPCとの問が、例えば直線距

離では5m～7m程度しか離れてないのに

もかかわらず、ケーブルをきれいに配線し

ようとするとその数倍の長さの線を敷設す

る必要があるなど、宅内のPCまでのネッ

トワーク化が難しいのが実態である。屋内

の電力線を利用したPLCは、電話ジャッ

クやPCの直近にある電源コンセントを利

用して、非常に手軽に両者を接続すること

ができる。

　このように、無線LANやEthemetなど

の代替や補完として利用するあるいは無線

LAN等と組み合わせた形でホームネット

ワークを構成することで、インターネット

TV用のSTB（セットトップボックス）な

どを各部屋に配置することが可能となり、

さらにPLCモデムを家電品やホームセキュ

リティ製品などに組み込んで、全て機器を

接続したホームネットワークの構築が可能

となる。

　PLCが使用する帯域の信号と同様の信

　号を流して、船内の電源線からの漏えい

　電界、電源線の減衰特性、伝導雑音など

　の基本特性を調査し、船舶への適用の可

　能性を調査する。

②実施日：2006年2月

③　適用船：汐路丸（東京海洋大所有）

　　　　　　総トン数：425t

　　　　　　全長：49．9m

　　　　　　航海速力：14．1ノット

④実験参加者：東京海洋大、武蔵工大、

　潟㈱オー・ケー・イー・サービス、三菱

　電機
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6．船舶への適用

　PLCの船舶への適用に向け、船舶内で

PLCを利用した場合の影響につき実験を

実施した。以下にその内容につき説明する。

6．1　実験の概要

①　実験目的：信号発生器（SG）を使って、

SUPERSTRUCTURE　DECK
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回
画
画
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　　　　藍　　　回

　　　　　　　　回

図13　船内系統イメージ

操舵室・船長室等

　各部屋

6．2　減衰特性

（1）測定方法

　減衰特性の測定イメージを図14に示す。

　測定は、信号発生器により信号を注入し、

各部屋のコンセントで、デジタルオシロに

より信号を受信し、波形解析を行ない、減
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衰特性を算出した。

　本測定では、電源が商用電源、船内電源

の2ケースについて行なった。また、信号

注入点は主配電盤の二次側および船外の

ネヅ下ワークと接続するための装置を置く

ことが想定される場所付近のコンセントと

した。

　　　　　轟等

㊥丁諌
繊　　　　。．癖　妾

分
電
盤

回

一
回
＝
圃

トランス

圏
繍，，事＿匪。，GK

　盆

主配電盤2次より信号注入　　　　　　　　　　部屋のコンセントより信号注入

　　　　　　　　　　（分電盤、主配電盤経由）

　図14　減衰特性測定方法

（2）測定結果：減衰特性一例

　減衰特性の一例を図15に示す。図15は

複数の測定結果を重ね合わせたものであ

る。

　測定結果より受信コンセントによりばら

つきがあることが確認できた。減衰量の大

きい箇所においては、減衰した信号を増幅

する機能を持った装置を分電盤に設置する

等の対策が必要となる。
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図15　減衰特性測定結果の一例

（3）測定結果：陸上電源と船内電源の比較

　減衰特性の測定結果を陸上電源と船内電

源に分けて重ね合わせた結果を図16に示

す。

　結果より陸上電源（a）と船内電源（b）と

では、減衰特性に大きな差がないことが確

認できた。
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　図16　陸上電源と船内電源の比較

30

」一

30

6．3　雑音特性

（1）測定方法

　結合器を介して、スペクトラムアナライ

ザにより、主配電盤、部屋のコンセントの

雑音測定を行った。

（2）測定結果（凡例：赤；船内電源、青；

　陸上電源）

　雑音特性の測定結果の一例を以下に示

す。

　陸上電源、船内電源共、2MHz～30MHz

においては、大きなノイズは見受けられな

いことが確認できた。
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図17　雑音特性測定結果の一例

4000

6．4　漏えい電界強度．

（1）測定方法

　信号発生器により、コンセント・主配電

盤にi擬似信号を注入し、各観測点での漏え

い電界強度をスペクドラムアナライザによ

り測定を行った。

信号発生器

　同軸
結合器 ループアンテナ

＼
同軸

1m
スへ． Oラム
アナライザ GPlB@IC

　　　　電力線

図18　漏えい電界強度測定方法

（2）測定結果（凡例：赤；信号注入時、青；

　信号注入なし）

　信号を注入したコンセントがある部屋で

は、信号の漏えいが観測されるが、隣の部

屋等別の部屋では、漏えい電界はほとんど

観測されないことが確認できた。
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図19　漏えい電界強度測定結果の一例

7．まとめ

　高速PLCは、国内では、2006年10月4

日より、型式指定を受けたモデムについて

は「屋内あみかつ単相100V／200V」、個別

許可を受けたモデムについては「屋内のみ」

という条件で商用利用可能（実証実験制度
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を利用した実験も可能）となった。

　三菱電機では、BtoBのモデルでのビ

ジネス展開を考えており、構内ネットワー

ク構i築の1つのインフラとしてPLCモデ

ム等の機器およびpLcを利用したネット

ワークシステムを提供する予定である。

　また、高速PLCを船舶に適用する実験

を行った結果、使用した実習船では、漏え

いは観測されず、通信性能が一定以上確保

できる見込みが得られた。しかしながら、

国内では、船舶は屋内とは認められないた

め、商用化に制限があるが1今後はPLC

を適用する船舶の定義、適用範囲の検討、

船舶無線へのPLCの影響評価、外国船籍

の船に適用した場合の各国法規の適用可否

などについての検討が必要と考えている。
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平成18年度　電波航法研究会　特別研究会

「種子島宇宙センターおよび種子島灯台見学特別研究会」
　　　　　　　　　　　　　　　に参加して

日本光機工業株式会社顧問田中仙治

1．はじめに

　18年12月、電波航法研究会事務局から「種

子島宇宙センターおよび種子島灯台見学特

別研究会」の案内をいただいた。昨年の特

別研究会が電波航法研究会全体の行事スケ

ジュールの関係で中止になってしまったの

で、特別研究会としては、一昨年の「八丈

島水路観測所および八丈島GPS局におけ

る特別研究会」以来二年振である。種子島

宇宙センターは、わが国の宇宙開発の

ニュースのたびに耳目にする名称であり、

常々、一度見学してみたいと思っていたの

で即座に参加の申し込みを行なった。

　子供の頃に映画館のニュースで「こちら

はアメリカのケープカナベラル空軍基地で

す。このたび宇宙に向かって大型ロケット

が発射されました」．などという映像を目に

して興奮したり、ラジオで「わが国で最初

のロケットの発射実験が行われました」と

いうニュースを聞いて日米の規模の差を想

像したりしたことが思い出された。

　12月18日、N－HAロケットによって

技術試験衛星皿「きく8号（ETS一珊）」が

打ち上げられ、成功したというニスースが

テレビで放映された。「きく8号」によっ

て測位業務の実験も行われるともきいてい

る。その衛星を打ち上げて間もない本家本

元の現場を訪問出来るので、最高のタイミ

ングである。

　計画していただいた研究会ならびにお世

話いただく事務局の皆さんに感謝しつつ期

待に夢を膨らませて年末年始の過ぎるのを

待った。

2．種子島へ

　特別研究会は、

　1月12日、東京発、

　　　　11時　種子島着

　　　　13日寺一16日寺

　　　　　　種子島宇宙センター見学

　　　　16日寺一17日寺

　　　　　　種子島灯台見学　（種子島泊）

　1月13日　帰京の行程である。

　正月過ぎから東京地方は非常に寒く、南

国種子島では、コートやマフラーが邪魔に

なるのではないかと心配していた。イン

ターネットで種子島地方の気候を調べてみ

ると1月12日前後は、全国的に寒波に見

舞われ、鹿児島地方を含めて最低気温3度、

最高気温11度とのことであった。安心し

たというより、南国の温暖な気候への期待

が裏切られた失望のほうが大きく、ちょっ

と軽めの防寒対策をとることにした。

　12日朝5時半起床、6時過ぎの電車で羽

田へ向かい出発予定時刻の40分前に空港

に到着。航空便に対するいつもながらの感

想であるが、鉄道までとはいわないまでも

もう少し上手い時間管理の方法が無いもの
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かと思う。

　午前8時5分、早朝のせいか、或いは、

帰省客の移動が終わったばかりで通常の混

雑との端境期なのか、比較的落ち着いた雰

囲気の羽田空港を後にして中継地、鹿児島

へ向かった。機内は、窓際の席にも空席が

あり、定員の1割にも達していないようだ。

満席で狭いシートに押し込められた年末年

始の乗客に同情を禁じえなかった。また、

航空会社の担当者が航空機の振り分けに苦

労していることにも思いをめぐらした。

　石油資源の枯渇、地球温暖化などが叫ば

れている今日、東京から空に等しい大型の

航空機が大量の燃料を使いながら、福岡、

熊本、宮崎、沖縄へと平行して今も飛んで

いる。しかも他社便がそれに加わっている。

確かに直行便は便利であるけれど、直行便

が無ければ無いで今回のように乗り継ぎ便

でも何の抵抗も無い。「乗客のニーズに最

大限にこたえる」、「同一料金の原則」、「最

大混雑時に備える」、「離発着便数を確保

する」など需要と供給の両者の都合が複雑

に絡んで航空路、航空運賃、便数、運行ス

ケジュールと機種などが設定されているの

であろう。半日ネ、省資源を目的とすれば、

わがままを抑え、効率化、規格化、既得権

などについて見直しと工夫を加えればまだ

まだ改善の余地がありそうだ。言い換えれ

ば、それだけ国全体としてみれば危機管理

上の対応策をリザーブしているということ

か。

　離陸直後にエアーポケットに入ったのか

大きく機体がゆれた。日本列島を覆う寒波

による揺れだとすると鹿児島まで揺れ続け

るのかと不安になったが、すぐに機内放送

で地域的なもので以後のフライトには影響

ないと知らされ安堵し、のんびり睡眠の不

足を補った。

　定刻10時05分に鹿児島空港に着陸し、

空港ビル内を通過して、そのまま種子島便

に乗り換えである。案内にしたがってバス

に乗り搭乗機へ。バスを降りて機体を前に

して初めて見る航空機に感動である。六枚

ばねのプロペラ機である。ボンバルディア

社製DH4、定員74名、飛行速度670　km、「低

騒音でジェット機並みのスピード」がうり

ものである。定刻10時20分離陸。ここで

も3割そこそこの乗客である。

　鹿児島錦江湾を右手にみて大隈半島を縦

断し、種子島までわずか25分の飛行である。

新種子島空港は、昨年開港したばかりの真

新しい施設である。空港ビル内の待合ス

ペースで海路で来島するグループを待つこ

とになっている。飛行機便でついた10名

が夫々相互に挨拶を交わし、残る時間約

20分を待つことになった。空港ビル内には、

歩き回るほどのスペースは見当たらない。

観光案内所と空港売店で島の観光名所や特

産物をたずねて時間を過ごす。売店には、

砂糖きび、タンカン、紫芋など亜熱帯の食

品が目に付き目的地に到着したことを実感

した。チャーターしたバスでピックアップ。

された海路組みが到着し全員が空港ビル内

新種子島空港
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に集合して、いよいよ特別研究会のスター

トである。

3．種子島宇宙センター見学

　参加者全員がそろい、事務局から簡単な

行程説明をうけて空港を出発し、途中で昼

食をとって種子島宇宙センターへ向かうこ

ととなった。種子島は、南北57km、東西

4km－12　kmの南北に長い島で、その中央

に新種子島空港が、南東端に種子島宇宙セ

ンターがある。島内の勢力は、島の北半分

を西之表市が占め、南半分を中種子町と南

種子町との二町で半々に分け合っている。

空港から南下して宇宙センターに着くと、

入り口に宇宙科学技術館がある。センター

では、見学者用に所要時間1時間15分の

見学バスツアーを一日三回ガイド付で準備

している。この技術館をツアーの受付とバ

スの発着点にして、見学者の時間調整の便

宜を図っている61時に到着したので、す

ぐに受付を済ませ、30分の待ち時間のうち

に館内を見学して宇宙に対する予備知識を

仕入れてからツアーに出発した。種子島宇

宙センター全体および宇宙科学技術館の見

学は、入場は無料で、見学ツアーが予約制

であることと打ち上げ準備を行っている特

別作業場を除いて構内の移動も自由である。

宇宙科学技術館

　ツァーバスは、電波航法研究会のメン

バーの貸切である。ガイドは、専門職とは

いいながら、口調も初々しく説明を聞きな

がら思わずこちらが頷いてしまうような、

地元出身の若くかわいいお嬢さんである。

　見学中の説明、施設紹介のパンフレット、

ホームページによる記述などからセンター

の概要をまとめて紹介しよう。

（1）センター全体の概要

　種子島宇宙センターは、種子島東南端の

海岸線に面し、南北約5km、東西約1．5　km、

総面積約970万平方メートルにおよぶ日本

最大の宇宙開発施設である。世界一美しい

といわれているロケット打ち上げ基地だそ

うである。確かに見学後の感想では、セン

ター全体から施設各部まで、何処もすばら

しい眺望と環境に恵まれた他所では見られ

ない施設だろうと納得’した。

　このセンターでは、ロケットの組み立て

から打ち上げまで、そして衛星の最終

チェックからロケットへの搭載までを行っ

ており、我が国のロケットや人工衛星の打

ち上げを担当している。施設内には、小型

ロケットの打ち上げに使用した「竹崎射場」

（筆者註：射場とは発射場の専門用語）、中

型ロケット打上げを行う「大崎射場」およ

び21世紀の日本の主力ロケットであるH

－HAロケット打ち上げを中心とする「吉

信射場」に代表される三射場のほか、ロケッ

ト組立て棟、液体エンジン試験棟、衛星組

立て棟、総合司令棟、宇宙科学技術館など

があり、更に、このエリアの北方には「増

田宇宙通信所」「野木レーダ局」が、西方に

「宇宙ヶ丘レーダステーション」「光学観測

所」などが整備されている。

　こうした施設・設備を使って、人工衛星
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打ち上げまでの一連の作業、打ち上げの秒

読み作業、発射後の追尾等の作業などを行

い、実用衛星打ち上げの中心的役割を果た

している。

（2）センターの歴史

　1966（昭和41）年、科学技術庁宇宙開

発推進本部の「種子島宇宙センター」とし

て設置が決定され、初のロケット打ち上げ

が行われたのは1968（昭和43）年9月17

日である。

　1969（昭和44）年10月、「宇宙開発事

業団（NASDA）」発足に伴い科学技術庁宇

宙開発推進本部が発展的解消を遂げ、同時

に種子島宇宙センターもNASDAの施設と

なった。

　1977（昭和52）年2月にN－13号機

によって打ち上げられたETS－H「きく2

号」は日本初の静止衛星となり、日本は米

ソに次いで世界3番目の静止衛星打ち上げ

国となった。

　1994（平成6）年2月4日、純国産大型

液体燃料ロケットH－H初号機が吉信射

場から打ち上げられた。この吉信射場は、

大型ロケット打ち上げにあたって、安全距

離確保のために吉信崎先端に新たに整備さ

れた射場であり、以後、1999（平成11）

年11月15日まで、7機のH－Hロケット

が打ち上げられた。

　2001（平成13）年8月29日、H－Hの

後継であるH－HAロケット初号機の打

ち上げに成功した。以来現在までこの射場

が使用されている。

　2003（平成15）年10月、宇宙開発事業団・

宇宙科学研究所・航空宇宙技術研究所の3

機関統合による独立行政法人「宇宙航空研

究開発機構（JAXA）」発足に伴い、種子島

宇宙センターはJAXA宇宙基幹システム本

部の所属となっている。

　H－HA増強型として想定されている

H－IIB発射用として吉信第二射場が整

備されている。この射場は、発射するロケッ

トおよび打ち上げる衛星のすべてが建造物

内で組み立てられ、点検が終わった後に台

車によって発射台まで搬送されてロケット

燃料を充填して発射されるので、ここに整

備されるのは、発射台接合部と避雷針のみ

の施設となっている。

　打ち上げ実施当日は、宇宙センター内は

もとより射点（筆者註：四点とは発射点の

専門用語）から半径3km以内は警戒区域と

され関係者以外立入禁止となるが、警戒区

域外からの見学は自由である。JAXAでは、

一般向けの打ち上げ見学所として、3箇所

（宇宙ヶ丘公園・前ノ峯グランド・長谷展

望公園）を紹介して、これらの公式見学ポ

イントには、カウントダウン音声を中継し

見学者に便宜を図っている。

（3）ロケットの丘展望台

　「ロケットの丘展望台」から大型ロケッ

ト発射場である吉信射場の施設類を遠望す

る。左側の白い大きな建物が大型ロケット

組立棟（VAB：Vehicle　Assenbly　Building）、

その右手前にあるのは、N－1からN－1、

H－1、J－1ロケットまでの打ち上げに

使用された大崎射場。右奥、鉄塔：（避雷針）

が建つ場所が、かつてH－1が打ち上げ

られ、現在はH－HAが打ち上げられる

吉信射場（写真右が第一射場、左が第二射

場）。

（4）大型ロケット組立棟

　H－HA型ロケットを2機同時に整備

することが出来、実際に2005年11月から

一86一 JACRAN，　No．47・48（2006）



発射場遠景

2006年1月にかけて8号機と9号機の2

機を平行整備したそうである。前面の2枚

の引き戸は、1枚が高さ67．5m、幅27．Om、

厚さ2．5m、重量400トンもある巨大なも

の（川崎重工業製）で「世界最大の引き戸」

として2005年5月19日にギネスブックに

も認定されているとの説明であった。

　今回は、現在内部で次期打ち上げの12

号機の組み立て作業中のため見学すること

が出来なかった

（5）大崎第一ロケット組立て棟

　ここには、H－Hロケット7号機が保管

されている。これは、先行発射された8号

機が失敗したことで打ち上げがキャンセル

されたものである。現在の主流のロケット

がH－HAであるとはいいながら、ほと

んど同型の実機そのものを見学でき、今回

　
冠
・
吻

縁

ロケット

の特別研究会の目玉とされていた。

　展示されているのは、一段ロケットおよ

び二段ロケットで、両ロケットが並べてお

かれている。外径4m、長さは、一段ロケッ

トが30m、二段ロケットが8mであり、

打上げ時には二段ロケットの先端部に衛星

フェアリング（衛星収納部）12mが加わっ

て全長で50mになるそうである。実際の

打上げ時には、一段ロケットの脇に固体燃

料ブースターを2機取り付けて全重量が衛

星を除いて260tとなり、2トン級（1ト

ン級であれば2個）の静止衛星を打上げる

能力を持つそうである。

　ちなみに、H－HAロケットの場合には、

本体はほとんど同じで、側面に追加される

ブースターがパワーアップされたことと打

上げる衛星の重量によってそのブースタの

数を2－4機の間で選択を可能にしたこと

が特徴で、約6トンの静止衛星まで打上げ

が可能になっているとの説明であった。こ

のブースター数の融通性を含めて打上げ経

費の効率化が図られ、打上げ衛星の重量ば

かりでなく経費面でも世界的にも遜色な

く、競争力の強化が図られたそうである。

4．種子島灯台

　種子島宇宙センターの見学が終わった

後、センター敷地内にある種子島灯台を見

学した。センターの見学ツアーのバスで灯

台のある丘のふもとを通過したので、白い

本塔の遠景はすでに眺めていた。灯台のア

プローチ用の道路が急峻なため、手前のセ

ンター施設駐車場でバスを降りて灯台へ。

「これは急な坂だ。40度ぐらいあるんじゃ

ないか」といわせるほどの坂を4～50m上っ

て灯台構内に入った。灯台本門および前面

電波航法　No．47・48（2006） 一87一



の嘗ての居住施設用敷地を含めて、全体が

良く整備されている。研究会向けの説明の

ためにわざわざ鹿児島から参加していただ

いた鹿児島航行援助センターの野涯所長か

らいろいろ説明を伺った。

　標識の種別としては、「沿岸灯台」であっ

て、「公称光達距離」が21．5マイル（約40km）、

「灯質」は、白色20秒2閃光とのことである。

灯ろう（頂部灯室）の回転レンズの円周が

三分割されて、二面がフレネルレンズで一

面が保守用の窓付き鉄板で閉鎖されてい

る。このレンズ全体を20秒周期で回転さ

せることによって20秒2閃の光が海↓に

発射されているのである。この灯台の管理

運用は、鹿児島海上保安部航行援助セン

ターが担当し、鹿児島から3ヶ月に2回保

守点検の巡回を行っているとのこと。また、

無線回線による遠隔監視制御によって鹿児

島航行援助センターで灯台全体の運用を

行っているとの説明であった。

　近い将来、この灯台も保守作業のアウト

ソーシングによって巡回保守が海上保安庁

から民間に変わる予定であり、海上保安庁

の職員が訪問する回数も減るとともに目の

届く範囲も狭まるので灯台全体の管理責任

者としては、業務の進め方に悩んでいると

のことであった。

むすび

　見学会の翌日、事務局の計らいで前日の

バスによる島内半日ツアーを行っていただ

いた。

　種子島といえば嘗ては鉄砲伝来の島、現

在は宇宙開発の島といわれている。しかし、

島内では火縄銃も宇宙センターも同等の扱

いで大きな観光資源である。

　バスガイドの説明でも大半が種子島銃と

宇宙センターの話であり、中でもポルトガ

ル船の渡来から種子島銃完成までの物語を

鍛冶職人の苦悩とその娘の悲恋物語を織り

交ぜて語るガイドの講談調の口調は、数百

年後の現在でもその歴史に寄せる地元の

人々の心情を窺い知ることが出来るもので

あった。

　島内観光を済ませ、全員が無事帰京する

ことが出来た。

　最後に、この特別研究会を企画、実行し

ていただいた研究会事務局および地元のお

世話をいただいた第十管区海上保安本部な

らびに鹿児島航行援助センターの皆様に心

よりお礼申し上げます。

灯台
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電波航法研究会　平成17年度事業報告

電波航法研究会事務局

Record　of　work　Carried　Out　by　the　Japanese　Committee

　for　Radio　Aids　to　Navigation　During　Fiscal　Year　2005

総　会

　平成17年度総会は、平成17年5月17

日15時から海上保安庁築地庁舎7F大会

議室で開催された。会員数98名のうち、

総会出席者30名、委任状提出者35名、計

65名で当会規約第10条第4項により本総

会は成立した。各議題の審議結果は次のと

おりであった。

1　平成16年度事業報告が事務局により

　行われた。

2　平成16年度会計報告が事務局により

　行われ、会計監査中村勝英氏の監査報告

　があり、承認された。

3　平成17年度会長、副会長選出の前に「第

　1回幹事会で今津会長が辞意を表明され

　た」旨の説明が事務局からあり、会長の

　互選が行われた。

　　立候補者、推薦者ともいなかった為、

　事務局から林尚吾氏を提案し、満場一致

　で了承された。また、副会長には、長岡

　栄氏及び田中仙治氏が再任され、2名体

　制となった。

　　なお、各幹事の委嘱については事務局

　案のとおり了承された。

4　平成17年度事業計画案について事務

　局から説明が行われ、原案どおり承認さ

Secretariat　O伍ce　of　the　JACRAN

れた。

5　平成17年度予算案について事務局か

　ら説明が行われ、原案どおり承認された。

研究会

1　第1回研究会は、平成17年5月17日、

　海上保安庁築地庁舎大会議室で総会に引

　き続き開催され、海上保安庁交通部整備

　課今井忠義課長から「電波航法の現状と

　展望」、電気通信大学早川正士教授から

　「地震に伴う電磁気現象のいろいろ」、水

　町会中村勝英事務局長から「レーダース

　プリアスの規制（H）」と題する講演が行

　われた。

　　出席者は64名であった。

2　第2回研究会は、平成17年10月3日、

　海上保安庁築地庁舎大会議室において開

　催され、総務省情報通信政策研究所南圭

　次主任研究官から「ユビキタスネット時

　代における宇宙通信の在り方」、新衛星

　ビジネス鳥山潔上席常務から「準天頂衛

　星計画の概要」と題する講演があり、国

　土交通省総合政策局技術安全課植田亨専

　門官から「高速移動体向け高精度測位補

　正技術に関する研究開発」に関する発表

　があった。
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出席者は52名であった。

3　第3回研究会は、平成．18年4月7日、

海上保安庁築地庁舎大会議室において開

催され、海上保安庁ディファレンシャル

GPSセンター浜岡洋介主任解析官から

「DGNSSを取り巻く世界動向」、同庁情

報通信企画課小池貞利専門官から「ロン

グレンジ・トラッキング等の検討状況

等」、国土交通省航空局航空衛星室真鍋

英記航空管制技術調査官から「MSASの

整備状況」についての説明があった。

出席者は45名であった。

計 95名

会員の移動

　推薦会員森田清氏（第2代会長、東京工

業大学名誉教授）は、平成17年12月14

日に他界された。

　正会員セナー㈱と正会員㈱ランテスは、

ほか1社と合併し「セナーアンドバーンズ

㈱」となった。

　特別会員電子航法研究所・理事長付の職

は組織改変により廃止された。

特別研究会（見学会）

　特別研究会は、都合により開催されな

かった。

幹事会

　幹事会は、平成17年4月20日、5月17

日、10月3日に開催され、事業計画、講

演テーマ、役員交代、会誌発行等について

審議が行われた。

会誌等発行

　会誌「電波航法」第46号は、平成18年

5月に刊行された。

　ホームページで、研究会の案内及び速報

を実施した。

会員数

　平成18年3月31日現在

　　正会員　　　27名　　　　53口

　　個人会員　　15名

　　　　（うち年会員10口、終身会員5口）

　　推薦会員　　16名

　　特別会員　　37名
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電波航法研究会　平成18年度事業報告

電波航法研究会事務局

Record　of　work　Carried　Out　by　the　Japanese　Committee

　for　Radio　Aids　to　Naviga廿on　During　Fiscal　Year　2006

総　会

　平成18年度総会は、平成18年6月26

日15時から海上保安庁築地庁舎7F大会

議室で開催された。会員数95名のうち、

総会出席者32名、委任状提出者23名、計

55名で当会規約第10条第4項により本総

会は成立した。各議題の審議結果は次のと

おりであった。

1　平成17年度事業報告が事務局により

　行われた。

2　平成17年度会計報告に関して収入の

　項での会費徴収の不手際のお詫びを含め

　た報告が事務局により行われ、会計監査

　中村勝英氏の監査報告があり、承認され

　た。

3　平成18年度会長選出に関して立候補

　者がいなかったが、水洋会中村氏からの

　推薦で林会長の留任が満場一致で了承さ

　れた。副会長については立候補者、推薦

　者がいなかったため、事務局及び会長か

　らの推薦で、長岡栄氏の留任と田中氏後

　任の新田太久三氏の両名の任命が了承さ

　れた。

　なお、各幹事の委嘱については事務局案

　のとおり了承された。

4　平成18年度事業計画案について事務

Secretadat　Ofnce　of　the　JACRAN

局から説明が行われ、原案どおり承認さ

れた。

5　平成18年度予算案について事務局か

　ら説明が行われ、原案どおり承認された。

研究会

1　第1回研究会は、平成18年6月26日、

海上保安庁築地庁舎大会議室で総会に引

　き続き開催され、海上保安庁交通部整備

　課今井忠義課長から「電波航法の将来展

　望」、電子航法研究所研究規格統括自川

　昌之氏から「電波航法研究所における研

　究について」、韓国海洋大学校Prof　Dr．

　Seung・Gi，　GUG（鞠承棋教授）から「韓

　国の電波航法に関する現状と将来計画」

　と題する講演が行われた。

　出席者は58名であった。

2　第2回研究会は、平成18年9月14日、

　海事センタービル2F会議室において開

　催され、東京海洋大学海事システム工学

　科講師庄司るり氏から「海洋ブロードバ

　ンドを用いた船舶の運航管理」、電子航

　法研究所通信・航法・監視領域伊藤憲氏

　から「高速移動体向け高精度測位補正技

　術に関する研究開発（その2）」、光電製

　作所マリン事業部設計1部前田久昭氏、
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同設計1部渋谷泰功氏から「高速移動体

向け高精度測位補正技術に関する研究開

発」と題する講演が行われた。

出席者は40名で南つた。

3　第3回研究会は、平成18年11月29日、

海上保安庁築地庁舎大会議室において開

催され、武蔵工業大学電子通信工学科徳

田正満教授から「PLC（Power　Line

CommunicaUon）の概要」、三菱電機株

式会社新事業開拓プロジェクト森田淳士

氏から「高速PLCの概要と当社め取り

組み」、東京電機大学情報通信工学科小

林岳彦教授から「UWB（Ultra　Wide

Band）技術の概要」と題する講演が行わ

れた。

　　出席者は56名であった。

特別研究会（見学会）

　平成19年1月12日から13日に種子島

’において開催され、種子島宇宙センター及

び種子島灯台を見学し、概要説明を受けた。

　参加者は13名であった。

会員数

　平成19年3月31日現在

　　正会員　　　29名　　　　55口

　　個人会員　　14名

　　　（うち年会員9口、終身会員5口）

　　推薦会員　　16名

　　特別会員　　37名

　　　計　　　　96名

会員の異動

　入　会

　　正会員　株式会社オー・ケー・イーサー

　　　　　ビス

　　正会員　日本光機株式会社

　　特別会員　東京海洋大学海洋科学部

　　海洋生産学科　宮本　佳則准教授

　退　会

　　推薦会員　片野　忠雄氏

　　推薦会員　西　　周次氏

幹事会

　幹事会は、平成18年4月24日、6月26

日、9月14日、11月29日に開催され、事

業計画、講演テーマ、役員交代、会誌発行

等について審議が行われた。

会誌等発行

　会誌「電波航法」第47・48合併号を発行

した。

　ホームページで、研究会の案内及び速報

を実施した。
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航路標識関連機器

飛行場関連機器
自然エネルギー発電：装　1

　　　　　　　　　繁潔

日本光機工業株式掛榔，

本社〒2・2一・・53川崎市幸区下僻・番地1

　　襯ll二：：：二懸．、盤

　　Bm加1：ni臥・・1＠癖ド　晦錘

横浜工場滋雨騨齢灘8
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羅灘ﾀ雛慧畿灘獄饗羅叢撰響鑛灘嚥羅撫
　　　　　　　　安全なナビゲーションをサポートするARPA・レーダー。

　　　　　最適なルートの選択と快適な航海を可能にする電子海図情報表示装置。

陸上とのシームレスな環境を実現する衛星通信。洋上における人命の安全をアシストする無線通信。

　　　　　　　　　　いずれも、海の安全を支えるJRCの精鋭です。

JMA－9900シリーズ
　ARPA・レーダー

　JMA－9011701シリーズ
電子海図情報表示装置（ECDIS）

　　　JCY・1850
簡易型航海データ記録装置

　　※L㌍0の還雛謝シえテム‘嚇乙τじ13『プ』けフりタンノ

※当盤翻ぽβ社齢依講論よ喫し懸盤ザーどズをお届’プθま九

四四月ホ無識株武會趾

官庁営業グループ　〒160－8328東京都新宿区西新宿6－10－1日土地西新宿ビル

　　電話（03）3348－6171（ダイヤルイン）　ファックス（03）3348－3804

インマルサットFLEET　F77
　　　　船舶地球局

　　　　　　　沁
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